
平成２７年度第３回

府中市情報公開・個人Ｉ情報保護審議会資料

Ｓ年３月７曰開催平成２



目次

平成２７年度第３回府中市'情報公開・個人情報保護審議会次第①

② 諮問書の写し

③ 諮問事務一覧表（資料ｌ）

諮問事務に係る参考資料（資料２）④

⑤ 報告事務一覧表（資料３）

府中市個人情報の保護に関する条例⑥

⑦ 府中市個人情報の保護に関する条例施行規則

⑧ 府中市1情報公開・個人｣情報保護審議会規則



平成２７年度第３回府中市情報公開・個人情報保護審議会次第

平成２Ｓ年３月７日（月）午後１時～

府中市役所北庁舎３階第２会議室

会l開

２議題

（１）審議事項

ア収集禁止事項の収集について

イ本人以外からの収集の制限について

（２）報告事項

ア個人'盾個人情報取扱事務届出の一覧について

３その他

会４閉

１



鱒

２７府政広発第５２号

平成２８年２月２３日

府中市情報公開・個人情報保護審議会
Ｑ

会長加藤隆之様

、

府中市長高野律

個人情報の収集について（諮問）

本市において、新たに開始する個人情報を取り扱う事務等のうち、府

中市個人情報の保護に関する条例第７条第２項第９号及び第８条の規定

により、府中市情報公開・個人情報保護審議会に諮問する事務は、別紙

諮問事務一覧表に掲げるとおりです。

つきましては、当該事務において、個人情報を収集すること及び収集

禁止事項を取扱うことの可否について、ご意見を答申くださいますよう、

お願い申しあげます。
し。

－２

、■



諮問事務一覧表

条例第8条本文の規定により諮問する事務(収集禁止事項の収集）

'十

噸
重
一

NＣ
個人情報を取り扱う
事務の名称

収集する収集禁止事項の対象
となる個人の範囲

収集する収集禁止事項 収集禁止事項を収集する理由 事務を所管する課

１
主催講座保育事業
(本資料5ページ）

託児を禾11用する講座参ｶﾛ者の
子ども

性格､健康状態､既往歴､アレ
ルギーの有無

託児付きの講座であり、対象者の保育lこあたり、事前に当該
情報を把握することで､適切な保育が実施できるようにするた
め

市民活動支援課

２

はいかい高齢者探索
サービス事業
(本資料１０ページ）

探索機器装着者
介護度､認知症の有無及び

ペースメーカー装着の有無

認知症の有無:要件確認のため
ペースメーカー装着の有無:探索機器を使用することで､ペ~
スメーカーが誤作動する恐れがあるため

高齢者支援課

３

養護老人ホーム措置事
業

(本資料１４ページ）
措置申請者

･出生地､成育歴
｡介護度､障害の有無及び程
度､傷病歴、日常生活動作の
状況､性格､宗教､アレルギー

養護老人ホームへの入所等判定のため 高齢者支援課

４

緊急通報安全システム
事業
(本資料25ページ）

申請者(利用者)とその同居人
罹患している病名、アレル
ギー､ペースメーカーの有無、
障害の有無及び程度､血液型

要件確認及び自己負担金額の決定のため､また､事前に当該
情報を把握することで､緊急時に適切な対応ができるようにす
るため

高齢者支援課

５

府中市高齢者医療
ショートステイ事業
(本資料３１ページ）

65歳以上の高齢者で､一時的
に養護の必要がある者

事業を利用することに至った病
歴や心身の理由(病気や虐待
など)、身体･生活状況､介護
度､主治医意見書

事業の利用者を､－時的に養護の必要があることを条件とし
ているため､また､利用者に係る病歴その他心身の理由につ
いて､把握することで､緊急時に迅速な対応ができるようにす
るため

高齢者支援課

６

府中市高齢者自立支援
ショートステイ事業
(本資料38ページ）

65歳以上の高齢者で､一時的
に養護の必要がある者

事業を矛11用することに至った病
歴や心身の理由(病気や虐待
など)、介護度

事業の利用者を､一時的に養護の必要があることを条件とし
ているため､また､利用者に係る病歴その他心身の理由につ
いて､把握することで､緊急時に迅速な対応ができるようにす
るため

高齢者支援課

７

行方不明高齢者等の捜
索に関する事務
(本資料43ページ）

行方不明･身元不明高齢者
･出生地､成育歴
･体格､運動能力､傷病名、傷
病歴

行方不明者の捜索及び身元不明者の身元特定のため 高齢者支援課

８

身体障害者自動車改造
費用助成
(本資料66ページ）

申請者
身体障害者手帳､愛の手帳の
所持の有無･等級､障害名

申請者の要件確認のため 障害者福祉課

９

府中市福祉タクシー事
業
(本資料69ページ）

利用者 障害等級､障害名
障害の種類､部位､等級によって支給するタクシー券の種類を
分けているため

障害者福祉課

1０
放課後子ども教室事業
(本資料74ページ）

参加児童

迫

障害の有無及び障害の内容
事業の実施にあたり、障害の有無やその内容について把握す
ることにより、障害を持つ児童及びその他参ｶﾛ児童の安全を
確保するため

児童青少年課



条例第7条第２項第９号の規定により諮問する事務(本人以外からの収集の制限）

匡

ﾄＰ

●

NＣ
個人情報を取り扱う
事務の名称

事務の対象と
なる個人の範囲

本人以外の収集先
本人以外から収集する

情報の内容
本人以外から
収集する理由

事務を所管する課

１

通学路防犯カメラ設置及
び運用事務
(本資料75ページ）

防犯カメラの設置場所を通過
する者

防犯カメラ 容姿
犯罪や事故を抑止し､児童の
安全を確保するため

総務課

２

府中市女性センター防
犯カメラ設置及び運用事
務
(本資料82ページ）

防犯カメラの設置場所を通過
する者

防犯カメラ 容姿
施設の警備･防犯体制を強化
するため

市民活動支援課



資料２

府中市女性センター保育室運営要綱

（目的）

第1条この要綱は、府中市女性センター保育室（以下「保育室」という｡）の運営につ

いて必要な事項を定めることを目的とする。

（利用）

第２条保育室は、府中市女性センター（以下「センター」という｡）で行う、市が主催

する各種事業に参加する市民等の幼児を一時保育するために利用する。

（対象児）

第３条保育の対象者は、原則として満１歳から就学前までの幼児とする。

（定員）

第４条一時保育の幼児の定員は、１５人以内とする。

（保育者）

第５条保育者は､府中市講座事業における一時保育に従事する保育士等として登録して

いる者をあてる。

（保育者の配置）

第６条保育者の人数、幼児が増加するごとに、別表に規定する人数をあてるものとす

る。

２センターの所長は､幼児の年齢､その他幼児集団の状況により、前項に規定する人数

を変更することができる。

（保育者の従事時間）

第７条保育者の従事時間は､事業･講座等の時間に､受入れ準備等の時間として１時間

を加えた時間とする。

（委任）

第８条この要綱に定めることのほか、保育室の運営に関し必要な事項は、別に定める。

付則

この要綱は、平成７年１１月１７曰から施行する。

付則

この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。

Ｐ
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別表１

６

幼児数 保育者数

1人 2人

２～８人 2人Cfとだし、１歳児又は2歳児を４人以上保育する場合は3人）

９ '～' １２人 3人Cだだし、１歳児又は2歳児を６人以上保育する場合は4人）

１３ ダーグ １５人
4人(ただし、１歳児又は2歳児を６人以上保育する場合は5人、

1歳児又は2歳児を９人以上保育する場合は６人）



|窺う篇
※お子さまの年齢は、講座開講初曰現在でご記入ください。

（開講初曰の時点で満１歳に達していないお子さまはお預かりできません｡）

※この書類は、お預かりしたお子さまのⅡ犬況を保育者に伝えるために使用するものです。

この目的以外にこの書類を使用することや、外部に提供することはありません。

７

講座名 (呆護者氏名

ふりがな

リ
ニ 三別

ト
●

￣

二 企

二
・

Ｅ̄ 曰 左
■■■

■■■

■■■ 齢

お子さまの

名前 (愛称）

平成年

月曰

歳

力月

住所
ＴＥＬ

託児の利用 ● はじめて ・利用したことがある

性格

(気が短い．泣き虫など）

排泄

○で囲む

･大便はひとりでできるできない

．ﾉ｣１便はひとりでできるできない

遊び

１昔段の遊び相手

２室内での好きな遊び

Ｓ戸外での好きな遊び

備考
保育者に特に知らせて3ｓきたいこと

(健康Ⅱ犬態、アレルギーなどで食べてはいけないおやつがあれば必ず記入してください）

同居している家族状況（保育の参考とするものです。お差し支えのない範囲で記入してください｡）

氏名 続柄 年齢 備考



府中市講座事業における一時保育に従事する保育士等の登録等に関

する要綱

（趣旨）

第１条この要綱は、府中市講座事業における一時保育実施要綱（平成

１３年９月１０曰制定）第５条第４項の規定に基づき、講座事業にお

ける一時保育に従事する保育士等の登録等に関し必要な事項を定める

ものとする。

（登録資格）

第２条保育士等の登録を申し込める者は、次の各号のいずれかに該当

するものとする。

(1)保育士、教員、看護師又は保健師の免許を受けている者

’２１市立保育所又は児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）の規定

に基づき東京都知事の認可のあった保育所において、保育士等の登

録をしようとする年度前５年度内に1年以上の勤務実績を有する者

’３１公的機関が主催する保育に関する講習、研修等又はこれに準ずる

講習、研修等を修了した者。

（登録の申込み等）

第３条保育士等の登録をしようとする者は、保育士等登録申込書（第

１号様式）に登録資格を証する書類を添付して市長に提出しなければ

ならない。

２市長は、前項の申込みがあったときは速やかに適否を決定し、保育

士等登録決定通知書（第２号様式）により申込者に通知するものとす

る。

３市長は、保育士等登録者名簿（第３号様式）を作成し、登録を決定

した者をこれに登載するものとする。

（登録期間）

第４条保育士等の登録期間は、登録の曰からその曰の属する年度の末

曰までとする。ただし、更新を妨げない。

（登録の辞退）

第５条保育士等は、登録を辞退しようとするときは、直ちに保育士等

登録辞退届（第４号様式）により市長に届け出なければならない。

（登録の取消し）

第６条市長は、保育士等が職務上の義務違反その他保育士等としてふ

さわしくない行為があると認めるときは、登録を取り消すことができ

る。

８
－－－－－－



（所管）

第７条前４条の保育士等の登録に関する事項は、市民協働推進本部市

民活動支援課が所管する。

（勤務時間）

第Ｓ条勤務時間は、当該講座事業の開始前３０分から終了後３０分ま

でとする。

（謝礼）

第９条保育士等への謝礼金は、市の定める保育士にかかる臨時職員賃

金に準ずる。

（雑則）

第１０条この要綱に定めるもののほか保育士等の登録等に関し必要な

事項は、別に定める。

付則

この要綱は、平成１３年１０月ｌ曰から施行する。

付則

この要綱は、平成１７年４月１曰から施行する。

付則（平成２１年４月２Ｓ曰要綱第５５号）

この要綱は、平成２１年４月２Ｓ曰から施行する。

付則

この要綱は、平成２５年４月１曰から施行する。

付則（平成２５年４月２４日要綱第７０号）

この要綱は、平成２５年４月２４曰から施行する。

この要綱は、平成２６年５月１日から施行する。

９



０

府中市俳↑回高齢者探索サービス事業実施要綱

平成１３年７月１２日

（目的）

第１この要綱は、地域の見守りネットワークの一環として、府中市俳ｲ回高齢者探索サ

ービス事業を実施し、在宅の俳個行動のある高齢者（以下｢排１回高齢者」という｡）の

安全を図るとともに、家族介護者を支援し負担軽減を図ることを目的とする。

（事業内容）

第２この事業は、府中市俳↑回高齢者探索システムを未|｣用し、排↑回高齢者を介護する家

族等（以下｢家族等」という｡）が、関係機関など地域の支援体制により、その所在を

早期に探知し保護を円滑に行うための支援事業とするとともに、探索に係る家族等の

費用負担の軽減事業とする。

（探索システム）

第３この要綱において「府中市ﾂ俳ｲ回高齢者探索システム」とは、府中市が、家族等の

求めに応じて、所在不明となった開回高齢者について、無線の発報発信機（以下｢機

器」という｡）を使用してその所在を確認するとともに､家族等及び地域の在宅介護支

援センター、民生委員、警察署等にその所在を通知し、相互の連携により、開回高齢

者の早期保護を目指すシステムをいう。

（対象者）

第４この事業の対象となる者は、市内に住所を有し、かつ現に居住している者で、６

５歳以上または、介護保険による第２号被保険者で、認知症による開回高齢者等を介

護している家族等とする。

（実施方法等）

第５実施方法等は、次のとおりとする。

（１）申込み

アこのサービスを未I｣用しようとする家族等は、個人`情報を関係機関に提供するこ

とについて承諾し、申込書により市長に申し込むものとする。

イ市長は、利用者の利便を図るため、地｣或包括支援センターを経由して申込書を

受理することができる。

（２）決定

１０
----~~-戸



（２）この要綱に違反したとき。

（３）利用料の支払いが遅延したとき。

（利用者台帳の整備）

第７市長は、サービスの利用状況を明確にするための台帳を整備するものとする。

（届出事項）

第ｓ家族等は、次の各号のいずれか該当するときは速やかに市長に届け出なければな

らない。

（１）氏名又は住所を変更したとき。

（２）緊急連絡先を変更したとき。

（３）第４で定める対象者の要件に該当しなくなったとき。

（調査）

第９市長は、必要に応じて機器の利用状態について調査することができる。

（免責）

第１０排↑lZ1高齢者が排ｲ回時において負傷等した場合は、市はその責任を負わない。

（遵守事項）

第１１この事業に携わる者は、その活動によって知り得た情報を他に漏らしてはなら

ない。

（様幻

第１２この要綱の施行について必要な様式は、別に定める。

（その他）

第１ｓこの要綱に規定するもののほか必要な夢頁は、別に定める。

付則

この要綱は、平成１３年７月１２日から適用する。

付則（平成２１年８月２８日要綱第８４号）

この要綱は、平成２１年８月２８日から施行し、この要綱による改正後の府中市ﾂ俳↑回

高齢者探索サービス事業実施要綱の規定は、平成２１年４月１日から適用する。

付則（平成２３年３月９日要綱第１１号）

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。

１１



第１号様式

平成年月曰

はいかい

排↑回高齢者探索サービス禾Ⅱ用承認申込書

府中市長

ブリガナ

氏‘名申込者

(家族等）

電話 Ｈ１Ｘ

、

次のとおり申込みます。なお、探索サービス未Ⅱ用に係る個人'情報等を関係機関に提

供することについて承諾します。

１機器の装着者

２緊急連絡先

３申込み理由

４家族構成

俳個時に発生した事故等に関しては、市は一切の責任を負いかねますので、ご承知

おきください。

介護サービス計画作成に必要なため、住民基本台帳を確認し、府中市および市内地

域包括支援センターに常備する高齢者福祉台帳に上記の内容を登録し、居宅介護支援

事業者、居宅サービス事業者または介護保険施設の関係人に提示することに同意しま

す。

氏名

１２

フリガナ 』性別 生年月曰 年齢

氏名 男・女
明・大・昭

年月曰
歳

住所 電話ＥＡＸ

介護度 自立・要支援・要介護（１．２．３．４．５）申請（有・無）

氏名（フリガナ） 住所 続柄 電話 FAX

氏名 続柄 年齢 氏名 続柄 年齢



排↑回高齢者探索サービス利用申込者調査票

探知機利用者

調査年月日平成年月曰

１３－

ブリガナ 生別 生年月日 年齢

氏名 男・女
明・大・昭

年月日
歳

住所
電話ＦＡＸ

１警察に保護されたことがある１なし、 ２ある

２落ち着きがなく歩き回ることがある１なし 、 ２時々ある３常にある

３行きつけの場所でも迷子になる１ない２時々ある３常にある

４自分の部屋、トイレなどを間違える１ない２時々ある３常にある

５自宅を他人の家と思う１なし、 ２時々ある３常にある

６昼夜の区別がつかず夜騒く゛１なし、 ２時々ある３常にある

７家族、知人等混同するなど人を間違えｌなし 、 ２時々ある３常にある

８自分の名前が言えるl言える２時々言える３言えない

９自分の住所が言えるl言える２時々言える３言えない

１０会話のつじつまが合わないことがある１なし 、 ２時々ある３常にある

排↑回の頻度□頻繁□月１～２回程度□年数回

埋め込み型心臓ペースメーカーを装着している□装着している□装着していない

要介護度１２３４５要支援自立申請中未申請

介護者氏名続柄電話番号

医療機関電話番号

担当支援センター調査担当者

〔調査担当者所見記載欄〕



ム入所措置等事務の手引老人ホ￣

平成15年４月１日

Ｏ東京都福祉局高齢者部

■ロ

１４－
忽一Ｐ



第１総貝リ

１口的

この手引は、○○区市町村が老人福祉法第１１条に規定する措置の実施及び同

法第２８条の規定に基づき当該措置を受けた者又はその扶養義務者から、その負

担能力に応じて、当該措置に要する費用の全部又は－部を徴収するに当たり必要

な事項を定め、もってその事務の適正かつ円滑な執行に資することを目的とする。

２略語及び用語の意義

この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。

(1)法：「老人福祉法」（昭和38年法律第133号）をいう。

(2)令：｢老人福祉法施行令｣'(昭和38年政令第247号）をいう。

(3)規則：「老人福祉法施行規則」（昭和38年厚生省令第28号）をいう。

(4)措置の実施者：法第１１条に基づく措置権を行使する者（区市町村長、地方

自治法第153条により委任している場合は、その委任行政庁の長）をいう。

(5)被措置者：法第１１条第１項第１号、第２号及び第３号により措置を受けた

者をいう。

(6)老人ホーム：法第20条の４に規定する養護老人ホーム及び法第20条の５に

規定する特別養護老人ホームをいう。

(7)老人ホーム長：老人ホームの施設長をいう。

(8)扶養義務者:｢民法」（明治29年法律第89号)第752条の規定による配偶者、

同法第877条の規定による直系血族及び兄弟姉妹等をいう。

(9)主たる扶養義務者:被措置者の扶養義務者のうち配偶者又は子であって扶養

義務者費用徴収基準の階層認定の対象となる者をいう。

(10）費用負担者：被措置者のうち２階層ないし３９階層と認定された者及び主た

る扶養義務者のうちＣｌ階層ないし、１４階層と認定された者をいう。

●

’
－
１
－
－
１
－
１
‐
ｌ
‐
‐
１
１
‐
‐
Ｉ
ｌ
ｌ
ｌ
１
１
Ｉ
Ｉ
ｌ
Ｉ
ｌ
ｌ
Ｉ
‐

●

３措置の概要

（１）入所措置の目的

措置は、「老人に対して、その心身の健康の保持及び生活の安定のために必

要な措置を講じ、もって老人の福祉を図る」ことを目的として、「生きがいを

持てる健全で安らかな生活を保障する」という基本的理念を具体化するもので

ある。

また、国及び地方公共団体は、高齢者の福祉を増進する責務を有する。

１５



「。

(2)措置の種類

,措置は､法第10条の４に規定する居宅における介護等の措置と法第11条に

規定する老人ホームへの入所等の措置がある｡

区市町村は､身体上又は精神上の障害があるために日常生活を営むのに支障

がある高齢者が、心身の状況、その置かれている環境等に応じて、最も適切な

処遇を受けられるように居宅における介護等の措置及び養護老人ホームへの

入所等の措置の総合的な実施に努めなければならない。

(3)入所等の措置

区市町村は、法第１１条の定めるところにより、６５歳以上の者又は特に必要

があると認められた６５歳未満の者につき、その福祉の増進を図ろため、必要

に応じて、

ア養護老人ホームへの入所又は入所委託の措置

イ特別養護老人ホームへのやむを得ない事由による入所委託の措置

ウ養護受託者への委託の措置

エアからウまでの措置を受けた者が死亡した場合に葬祭又は葬祭委託の措置

をとることができる。

(4)措置等の事務の委任

法第１１条、第27条１項、第28条及び第３6条に規定する事務は、福祉事務

所長に委任することができる．

(5)職権による措置

法第１１条の規定は､高齢者に措置を受ける権利を与えているものではなく、

措置の実施者に必要に応じて措置を行う義務を課しているものであり､措置の

実施者は､高齢者ならの咀請産待Qエゴ萱i二を行うものではなく-,職権によ｡｡こ
「自主壁lE鐙置室行枕ければならないＭ１である臥
したがって、措置の実施者は、管内の高齢者の実体を把握し、積極的に措置

を要する高齢者の発見に努め、必要な高齢者については、速やかに措置を行わ

なければならない。

,なお、これらの措置は、法の趣旨にのっとり、高齢者の福祉の増進を図るた

めに講じられるものであるからく高齢者の意思に反して強制的に行えると解し

てはならない。

・０

１６
０
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○府中市老人福祉法施行細則
平成５年４月３０日

規則第15号

の全部を改正する。府中市侭一・他一二M′Ｊｐ５冒１０■」５．．．’二1ｔ

（趣旨）

第１条この規則は、 の施行について、廷、口祉Ｗｊｐ３８．。

ひ老人福祉法施行規則(昭和38年厚生省令第28号 に定めｒ二止．／￣へＢ刀３８：＿。

るもののほか、必要な事項を定めるものとする。

（備付書類）

第２条福祉事務所長は、怯第11条の規定により措置した者(以下「施設等被措置者」という。）に係る
措置決定調書(第１号様圭)を作成し、常に、その記載事項について整理しておかなければならない。
２福祉事務所長は、次の各畳に掲げる書類を作成し、常に、その記載事項について整理しておかなけ
ればならない。

（１）措置申請受理簿(第２号様式）

（２）面接(通告)記録簿(第３号様式）

（措置の申請）

第３条法第11条第１項各号の措置を受けようとする者は、福祉事務所長に申請しなければならない。

２重[里の申請は、措置申請書(第４号様壷)を福祉事務所長に提出することにより行うものとする。
の措置を必要とする者が措置申請書を提出する３前２項の規定にかかわらず、

ことが困難であるときは、福ネ

（平24規則１１.全改）

（入所等措置決定通知書）

法第11条第１項第２号

福祉事務所長は、 職権で伺号の措置を行うことができる。

第４条福祉事務所長は、ｉ圭箪ユヨE篁_L望査昌自の措置を開始したときは措置開始決定通知書(第５号様

二i)により、措置の変更を行ったとき(入所を依頼した施設を変更したときを含む。以下同じ。）は措

置変更通知書(第_ロー量撞圭)により、措置の解除又は停止を行ったときは措置解除(停止)通知書(隻_Ｚ
号様式)により、それぞれ施設等被措置者に対し通知しなければならない。

（平24規則１１．－部改正）

（入所依頼書等）

第５条福祉事務所長は、按第11条第１項の規定によって養護老人ホーム又は特別養護老人ホーム(以

下「老人ホーム」という。）に高齢者を入所させる(他の地方公共団体又は社会福祉法人の設置する老

人ホームに入所を委託する場合を含む。以下同じ。）ときは、入所依頼書(第８号様幻により、当該
施設の長に対して依頼しなければならない。

２Ｈ立夏又は差ﾋﾕｰ項の規定により入所依頼書の送付を受けた施設の長は、入所受諾(不承諾)書(第９号
撞或)により、入所を実施する旨又はこれをすることができない旨を当該福祉事務所長に回答しなけ
ればならない。

３福祉事務所長は、老人ホームに入所させた者の措置を解除するときは、措置解除(停止)通知書によ
り、当該施設の長に対し通知しなければならない。

４第１項及び面i夏の規定は、措置の変更を行ったときに準用する。
（平24規則１１．－部改正）

（葬祭依頼書等）

第６条福祉事務所長は、ｊ圭篁ユョ皀篁_２－｣夏の規定によって、老人ホームにその葬祭を委託するときは、
葬祭依頼書(篭Ｌｕ量j:iiヱユ)により、当該施設の長に対し依頼しなければならない。
２重【墓の規定によって葬祭の依頼を受けた施設の長は、葬祭承諾(不承諾)通知書(第11号様式)によ
り、葬祭を実施する旨又はこれをすることができない旨を当該福祉事務所長に回答しなければならな
い｡

．（費用の徴収）

第７条１宝亀』上三E篭-1_望ff昌二の措置に要する費用については、怯第28条の規定に基づき当該措置を受け
た者又はその扶養義務者から、 に規

定する納入通知書兼納付書により、市長の定める期日までに徴収する。

２１堂藍旦』全篁_1-夏隻_1-量の規定による措置に要する費用に係るi圭篁旦旦含直の規定による徴収金(迭夏に
おいて「徴収金」という。）の額は、別表策上及び別表第２_に定めるとおりとする。
３１圭鎚_迭釜Lﾕﾖ夏篭_2-量に規定する措置に要する費用に係る徴収金の額は、益第21条第３号の費用の
額からf壁辺当白２-二の規定により市が支弁することを要しない費用の額(被措置者が介護保険法(平成

１７
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９年法律第123号)による給付を受けることができる者でない場合には、これに相当する額)を除いた額

とする。

（平24規則１１．－部改正）

（雑則）

第８条二の規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。
付則

この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の の規定は、平１６■■，:：止・-AⅡイ丁：,,二

成５年４月１日から適用する。

付則(平成５年７月１日規則第22号）

この規則は、平成５年７月１日から施行する。

付貝１１(平成６年６月30日規則第22号）

この規則は、平成６年７月１日から施行する。

付則(平成７年７月３１日規則第19号）

この規則は、公布の日から施行する。

付則(平成８年７月３１日規則第24号）．

この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の府中市老人福祉法施行細則の規定は、
成８年７月１日から適用する。

付貝11(平成13年６月１日規貝l｣第26号）

この規則は、公布の日から施行する。

付則(平成17年３月３１日規貝''第17号）

この規則は、平成17年４月１日から施行する。

付則(平成24年３月30日規貝Ｉ第11号）

この規則は、公布の日から施行する。

別表第１(第７条）

（平24規則１１.全改）

養護老人ホーム被措置者費用徴収金額表

平.

１
２
３
４
５
６
７
８
９
ｍ
Ⅱ
皿
旧
Ⅲ
旧
旧
Ⅳ
旧
旧
別

１ｓ

１１

対象収入による階層区分 費用徴収金額(月額）

１ 270,000円以下 ０円

２ 270,001円以上280,000円以下 1,000

３ 280,001円以上300,000円以下 1,800

４ 300,001円以上320,000円以下 3,400

５ 320,001円以上340,000円以下 4,700

６ 340,001円以上360,000円以下 5,800

７ 360,001円以上380,000円以下 7,500

８ 380,001円以上400,000円以下 9，１００

９ 400,001円以上420,000円以下 1０，８００

1０ 420,001円以上440,000円以下 1２，５００

1１ 440,001円以上460,000円以下 1４，１００

1２ 460,001円以上480,000円以下 1５，８００

1３ 480,001円以上500,000円以下 1７，５００

1４ 500,001円以上520,000円以下 1９，１００

1５ 520,001円以上540,000円以下 20,800

1６ 540,001円以上560,000円以下 2２，５００

1７ 560,001円以上580,000円以下 2４，１００

1８ 580,001円以上600,000円以下 25,800

1９ 600,001円以上640,000円以下 27,500

2０ 640,001円以上680,000円以下 30,800



第４号様式(第3条）

養護老人ホーム措置申請害

申請曰平成年月曰

府中市福祉事務所長

（申請者）住所

氏名（続柄）

電話番号

次のとおり､･老人福祉法による養護老人ホームの入所措置を申請します。

なお､必要のある場合には､世帯等の課税状況などの調査を承諾します。

②病院･1M ③そ０

１９－

フリオ
､■■￣￣￣■■I'■■■■■■￣￣￣￣￣■

Ｐ

ナ

入所希望者
(本人）

､￣￣－￣￣－■■－－－－－'■■￣－■■--'■■■■－■■￣￣￣'■■■■￣￣---■■■■■■■'■■￣￣－１■■￣￣￣■■■■￣￣■■￣ 生年月曰

年齢

明･大・昭
年月曰

歳 性別 男・女

住所
(所在地）

ｌ
Ｔ

電話番号 （） 携帯電話 （）

本人の居住所 ①住所地②病院･施設③その他(家族宅等）（該当番号にＯ印）

本人の居場所が
｢①住所地｣以外
の場合は必ず記
入してください。

病院･施設名

●
●

住所
(所在地）

入院・入所期間 年月曰へザ

入所希望施設 安立園・信愛寮・その他（）

手帳の有無 無・有（身障・療育・精神）
障害名

程度（種級）

要介護認定 無・有（要支援 ･要介護）

住居の状況 借家・持家家賃(月円）

収入の状況

(種類）

(種類）

年額円
、'■■l■■-,■■￣￣■■､--￣￣￣￣￣■■'■■￣■■￣■■--￣'■■￣￣￣I■■￣￣￣￣■■b■■、￣￣'■■￣￣￣'■■'■■￣￣■■l■■,■■■

年額円

申請理由(具体的に）

￣■■■■'■■￣■■￣■■￣￣￣■■■■￣￣－－￣■U■￣￣■■￣￣￣■■'■■￣￣■■■■■■￣'■■■■■■■■■■■■￣--￣￣￣￣￣－－－■■--1■■－－■■■■--'■■'■■l■■￣－－■■■■■￣￣■■■■■■￣■■￣－－￣■■￣￣￣￣■■￣l■■1■■■■-1■■--￣1■■￣■■■■!■■I■■￣■■￣￣￣￣■■■■￣l■■■■￣!■■￣I■■■-■■■---＿■=且

■■■￣!■■■■､■■'■■■■■■----■U■I■■￣￣￣￣■■■■■■■■■■￣￣￣￣－－■■－－■■￣￣￣■■￣■■■■■!■■■■--'■■'■■!■■■■￣'■■■■￣￣--￣￣---￣￣■■D■■■￣'■■'■■￣￣－－￣■■--￣￣!■■￣￣￣￣!■■----￣--1■■－－１■■￣－－■■￣■■■■■■￣￣￣￣￣￣￣￣■■■__＿二－－＝-＝-_

-----------－---■■￣－－－－－■■■■￣■■D￣■■■■－－－￣I■■!■■￣'■■---'■■1■■!■■'■■--￣￣■■－－－－－－￣－－－￣￣￣￣￣l■■￣■■￣￣■■￣■■－－－－－－－－￣￣￣■■０－￣－１■■'■■－－■■■--1■■!■■￣￣'■■-1■■￣￣|■■￣￣■■,■■l■□￣￣|■■￣￣￣￣｡~ﾆｰｰｰ－-二二_二
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●

同
居
者
及
び
近
親
者
の
状
況

氏名 続柄 生年月曰 住所 電話番号

●

曰
常
生
活
動
作
の
状
況

聴力

視力

言語力

理解力

歩行

食事

入浴

排泄

着脱衣

買い物

掃除･洗濯

金銭管理

服薬管理

普通やや困難困難補聴器使用

普通やや困難困難・眼鏡使用

普通やや困難困難筆談可

普通やや困難困難

自力で可能介助があれば可能・不可能

自力で可能介助があれば可能・不可能

自力で可能介助があれば可能・不可能

自力で可能介助があれば可能・不可能

自力で可能介助があれば可能・不可能

自力で可能介助があれば可能・不可能

自力で可能介助があれば可能・不可能

自力で可能介助があれば可能・不可能

自力で可能介助があれば可能・不可能

健
康
状
態

通院治療中

通院治療中

通院治療中

病歴

病歴

病歴

病名： 病院名：
、￣￣￣￣■■■■￣■■￣■■￣￣■■￣■■■■￣■■■■￣￣■■￣■■￣■■￣■■￣￣■■■■￣■■■■￣■■■■￣￣￣￣■■￣￣■■￣￣￣￣■■■■■■■■■■'￣￣■■■■■■￣■■￣￣￣■■￣■■I￣￣￣■■￣￣■■￣￣■■■■■■■■￣￣■■■■￣￣￣￣■■■■■■■■■■￣'■■￣■■－－￣－－－■■■■■■■■■■■■－１

病名： 病院名：
,!■■￣■■■■■■￣￣--'■■￣■■￣￣■■■■■■'■■￣￣－－－￣￣￣■■￣'■■!■■￣￣￣￣‐￣￣■■D￣!■■￣￣￣■■■￣￣￣￣￣￣■■￣■■!■■!■■￣￣￣￣■■￣￣'■■￣￣￣￣---￣￣￣￣￣■■￣￣￣■■--1■■■■￣■■■￣￣￣￣Ⅱ■■'■■'■■￣￣■■￣,■■■■D￣￣－￣￣￣~_＿_－－■

病名： 病院名：

病名： 年前病院名：
－－■■,－－－－－－■■トー－■■■■I■■－－■■－￣￣|■■￣￣■■,■■￣￣￣￣￣￣■■￣￣■■￣■■￣￣￣￣■■■■■■￣￣￣￣￣￣￣￣￣■■D■■I■■■■１－￣■■■■■■1￣￣■■￣■■￣￣￣■￣￣■■￣￣￣■■■■￣￣■■￣￣￣￣■■■■￣■■￣■■￣■■￣■■■■D￣￣￣￣■■■■￣￣￣■■￣1■■■■,ｑ

病名： 年前病院名：
￣￣■■1■■I■■■■､－１■■－－－■■■■■■￣■■'■■,■■|■■'■■I■■■■■--'■■'■■'■■￣■■■■'■■1■■￣￣--'■■￣■■■■■■■■■■'■■－－￣￣￣■■￣￣￣■■'■■－－－－１■■-----'■■￣￣--￣■■'■■￣■■￣'■■'■■■■､'■■|■■I■■￣－１■■'■■■■'■■'■■￣￣---■■■■I■■'■■￣■■￣■■、'■■￣￣￣￣■■1■■￣￣ｑ

病名： 年前病院名：

心
身
の
状
況
等

性格

趣味

食べ物の
好き嫌い

朗らか・社交的・几帳面・凝り性・世間体を気にしやすい。頑固
人見知り・わがまま・短気

宗教 アレルギー

好き：

嫌い：
嗜好 酒(１日）丑.タバコ(１日）本



ＮＣ

養護老人ホームケース記録票

受付者主査主幹

平成年月曰申請受理
一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一ロ‐￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣

申請者
一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一

整理番号
一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一｡￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣｡￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣･￣￣●￣￣￣･￣￣￣￣￣･￣￣￣￣

居住地
一一一一一一一一一一一一一●－￣￣￣￣￣－－－￣－￣－－￣－－￣－￣－－￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣｡●￣￣￣￣￣￣●￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣･￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣

申請理由
■■－＝－－－■■－－￣－－￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣■■￣■■’￣■■￣■■￣￣￣￣■■￣－－￣■■’￣■■￣￣￣￣￣￣■■■■■■■■■■￣￣￣■■￣￣￣■■￣■■■■￣￣■■■■￣■■■■￣■■￣■■■■■■■■■■￣￣■■■■■■■■■■■■■■■■■■￣■■■■￣■■■■■■￣■■■■■■■■￣■■■■■■￣■■’￣’■■￣￣￣￣■■￣￣￣■■Ｉ￣■■￣￣￣■■■■■■￣￣■■￣￣￣￣

－■－，－－■■－－－￣￣￣￣－－￣￣￣－￣－■■－￣￣￣￣￣￣￣￣･￣￣￣￣￣■■￣￣￣￣■■■■■■ロー￣■■￣■■￣￣￣￣￣●■￣￣■■￣●￣￣￣■■￣￣￣￣￣￣￣￣■■￣￣￣￣￣■、■、￣￣￣￣■￣￣￣￣￣￣￣￣￣■■￣￣￣￣■■￣￣￣￣￣￣■■￣￣￣￣￣■■￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣

￣￣￣￣￣￣￣￣■■■■￣■■￣￣￣■■■■■■■■￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣■■￣￣￣￣￣■■￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣■■￣￣￣￣￣￣￣￣￣■■￣■■￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣■■￣￣■■￣￣－￣￣￣￣￣￣￣￣－￣￣■■■■－￣■■－－－－－－－－－－－－■■＝－－■■－－■■■■
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兄弟、姉妹、子供等の相続人の連絡先について記載

|､!…------------,健康保険、介護保険、その他他法による給付について具体的に記載

（収入の状況）

年金等収入について具体的に記載

（資産の状況）

資産、負債の内容、返済状況について判明した範囲で記載

（持病、通院服薬状況）

持病、通院先、服薬状況について記載

（その他参考事項）

嗜好、趣味、宗教、アレルギー等について記載

（関係者の意見）

関係者の本人との関係、その意見について記載

（所見）

養護老人ホーム入所の措置要件、必要性について、担当者の意見
■、￣￣￣￣￣￣■■￣■■￣￣■■■■￣－－￣￣■■￣‐￣￣■■Ｉ￣■■￣■■￣￣￣￣￣￣■■■■￣￣￣￣￣￣￣■■￣￣￣￣￣■■￣￣■■Ｄ￣￣￣￣￣￣￣■■￣￣￣－－￣￣■■￣■■￣￣■■■■￣￣Ｉ■、￣■■■■■■￣■■■■￣￣■■￣￣■■￣－■■■■－－－■■－■■－－■■－■■■■■■－－－－－－－－－－－－，■■－■■一二コ‐■■１－．■－－－－

■■－－－－■■■■■■■■－■■－－－－－￣－，■、￣■■■■￣￣■■■■ｌ■■￣￣￣■■￣￣￣￣￣￣■■￣￣■■■■Ｄ￣■■￣１■■￣￣￣■■■■■■￣￣￣￣■■￣￣￣￣￣￣￣￣￣■■’■■￣■■■￣￣■■■■■■￣￣￣■■■■■■￣￣■■￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣１■■￣￣｜■■￣￣■■■■■■￣Ｉ■、Ｉ■■■■■■■■’■■￣■■￣■■￣￣－－－－￣－■■■■■■－－－￣－－－＿、■■－

＄

￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣口一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一□￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣－－￣￣￣￣￣‐－－￣－－－－－￣－￣￣￣－－－－－－－９

￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣-－￣￣￣￣■■■■I■■￣■■■■■■￣■■￣■■￣■■￣￣￣■■￣■■￣￣■■！■■0－■■￣￣￣￣■■￣￣■■！■■￣■■￣￣￣￣￣■■■■■■■■￣￣￣￣－－--■■￣￣￣■■■■■■－－￣■■￣￣￣-1■■■■￣￣￣￣￣￣￣￣￣■■￣￣￣￣■■￣￣■■￣￣￣￣－－■■￣￣￣￣￣￣■■■■￣￣￣■■－■■■■ご＝■￣－￣￣￣￣

■．－．■－－－－－－－－－－－－－－■■－■■－－－－－－■■－－－－－－■■－－－■■－－■■－■■－■■－－，■Ｄａ－－■■－－－－－－－－１■、■■￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣■■￣￣￣￣￣￣－－■■￣￣￣￣￣－－－－－■■￣￣￣■■￣￣￣￣■■￣■■■■￣￣■■￣￣■■￣￣￣￣￣－－－－￣￣￣￣￣￣--1■、￣

■■－■■－－■■－－－■■－－－－－１■■－－－－－－■■－－￣－■■■■－￣－￣￣■■■■■■￣■■￣￣￣￣￣■■■■■■■■￣￣■■￣■■、￣￣￣－－■■'￣■■￣■■￣￣---￣■■■■￣￣￣■■￣￣￣￣￣－－￣￣￣￣■■￣￣■■￣￣－－－－－－■■0-￣■■－－－￣－－－－￣￣￣￣￣￣￣￣|■､￣￣－－－－－－■■￣￣工＝－－

■■－－■■■■－－－■■－－■■■■－■■－■■－■■－■■■■■■■■■■－－■■■■￣■■■■￣￣■■￣￣●、￣￣’■■■■￣■■■■’■、■■￣￣■■■■■■■■■■￣■■■■■■■■￣■■■■■■￣￣￣￣￣■■■■￣■■■■■■■■■■■■■■￣■■￣■■■■￣■■￣￣￣￣￣￣－’■、￣－■■－■■￣￣一向一一一一一一一■■■■■■－－－■■－－－■■■■■■－■■■■－■■－－■■■－‐■■■－

⑪￣’■■■■’■■■■￣■■￣■■■■■■’￣￣■■￣￣￣￣■■￣■■￣■■￣--￣￣￣■■￣￣■■￣￣■■￣￣■■￣￣￣■■●■￣￣■■１－￣￣￣■■￣￣■■’■■■■■■■■￣￣￣￣■■￣■■--￣￣￣￣￣■■￣--■■■■■■－－－－■■--￣￣￣￣-－■■￣■■￣￣■■、￣￣￣￣－－￣￣－－－－－■■-－－－－－－－■■■■－￣￣－－■■－－－－

l■D￣￣■■￣￣■■￣￣￣￣￣￣￣￣－－￣￣￣￣－１■■－－－￣■■■■￣■■■￣￣■■､■■￣￣￣■■￣■■￣■■￣￣■■■■￣￣￣￣■■■■￣■■－－－￣－－￣---￣￣￣￣￣￣■■I￣---￣■■■■■■■■---■■￣￣--■■－－￣－￣￣－－－－￣－￣■■－－￣■■,－■■－－－－－－－－－－■■－－－－■■■■－■■-－－－－

￣￣■■￣■■￣￣￣￣■■￣￣￣￣￣￣■■￣￣￣￣￣￣￣■■■■￣￣■■￣￣￣■■￣■■￣■■￣■■■■■■■■■■￣￣'■■■■￣￣￣■■￣￣￣￣■■￣■■￣￣－－■■■■￣￣---￣￣￣￣￣■■￣￣￣■■■■￣￣￣￣￣￣■■￣￣￣■■￣■■￣￣■■■■■■■■￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣■■￣￣￣I■■令－－－－￣－－

￣－－－■■１－￣－■■￣￣￣■■￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣■■■■￣!■■■■￣■￣■■￣￣￣￣￣￣￣￣■■￣￣￣￣￣￣￣■■－－■■Ｉ■■-■■￣---￣￣---■■､￣￣－－￣￣￣u■Ｄ￣－－■■－－■■--■■￣￣■■￣■■Ｉ￣■■■■■■￣■■■■■■￣￣￣￣￣￣--￣■■■■､￣■■￣￣■■!■■￣■■￣￣￣￣--￣￣￣￣■■￣￣￣￣￣

２２



養護老人ホーム入所要否判定シート

受付番号

２３－

上

氏名 生年月日 昭和年月曰 年齢

住所

希望

申請の経緯

年齢要件 ６５歳以上該当

健康状態

環境上の理由

経済状態



別表１養護老人ホーム入所措置の実施基準表

受付番号氏名

１措置要件

措置指数２

…
」
手！

筐
２４

検討

結果

養護老人ホーム措置要件

府中市養護老人ホーム措置指数

該当 非該当

」点

該当項目 非該当項目

①年齢要件
● ６５歳以上であること

該当 非該当

②健康状態

･入院力ﾛ療を要する病態ではないこと
該当 非該当

③環境上の理由

･入所指数(項目３のa~､のいずれかに該当すること）

･介護度２以下であること

●

該当 非該当

④経済的要因

･本人並びにその生計を維持しているものが、

市民税非課税であること

該当 非該当

該当項目 指数 非該当項目

①－ａ 年齢(高齢度） ７５歳以上 該当 １ 非該当

身体上、精神上の理由（－部介助が１項目以上）

③－ａ 健康管理 服薬管理、健康維持 できない ２ できる

③-ｂ

③￣Ｃ

③ 。

身体状況

歩行、排泄

食事

着脱衣、入浴

－部介助

－部介助

－部介助

０

0

0

できる

できる

できる

③￣ｅ 金銭管理 一部介助 １ できる

③ ｆ

③ ９

③-ｈ

社会適応

O

ロ

問題行動、精神症状

対人関係

意欲（他者への依存）

問題あり

問題あり

問題あり

１

１

１

問題なし

問題なし

問題なし

環境上の理由（家族との同居が著しく心身を害する、劣悪な生活環境など）

③
●

１ ひとり暮らし 該当 １ 非該当

③-〕

③ ｋ

家庭環境 虐待

家族、同居者、近隣との関係

該当

該当

２

２

非該当

非該当

③ １

③－ｍ

住宅の状況
なし・立退き

問題あり

該当

該当

２

１

非該当

非該当

④_ａ 経済的理由（生活保護、市長村民税が非課税） 該当(生活保護） 3(1) 非該当



府中市高齢者緊急通報安全システム事業実施要綱

平成２４年６月Ｓ曰

要綱第６０号

府中市高齢者緊急通報安全システム事業実施要綱の全部を改正する。

（趣旨）

第１条この要綱は、高齢者の生活の安全を確保するため、高齢者緊急通報安全

システム事業を実施することについて必要な事項を定めるものとする。

（用語の定義）

第２条この要綱において「高齢者緊急通報安全システム事業」とは、高齢者の

住宅に当該高齢者の身体の異常等の緊急事態を通報するための機器（以下「緊

急通報機器｣という｡）を設置し､当該緊急通報機器からの通報があった場合に、

消防署等への連絡、現場への人員の派遣その他の救助活動を行う事業をいう。

（実施方法）

第３条高齢者緊急通報安全システム事業（以下「事業」という｡）は、自動通報

等の承認に関する規程（平成２年東京消防庁告示第１１号）第６条第１項の規

定による緊急即時通報に係る消防総監の登録を受けた事業者に委託して実施す

るものとする。

（対象者）

第４条事業の対象者は、市内に居住し、住民基本台帳法（昭和４２年法律第

８１号）第５条に規定する住民基本台帳に記録されている者で、次の各号のい

ずれかに該当するものとする。

（１）６５歳以上の者のみで構成される世帯に属する者で、心臓病、脳血管疾患

等を有し、日常生活を営む上で常時注意を要する状態にあるもの

（２）前号に掲げる者に準ずる者として市長が特に必要と認める者

（３）疾患その他の身体の異常等により生活の安全を確保する必要がある次のい

ずれかの世帯に属すろもの

ア７０歳以上の単身者の世帯

イ７５歳以上の者のみで構成される世帯

（申請）

第５条事業を利用しようとする者は､申請書により市長に申請するものとする。

この場合において、賃貸住宅等に居住しているときは、申請書に緊急通報機器

２５－



（施行期日）

１この要綱は、平成２４年６月８日から施行し、この要綱による改正後の府中

市高齢者緊急通報安全システム事業実施要綱の規定は、平成２４年４月１日か

ら適用する。

（経過措置）

２この要綱の施行の際、現にこの要綱による改正前の府中市高齢者緊急通報安

全システム事業実施要綱の規定により事業を禾l｣用している者に対する事業の実

施については、なお従前の例による。

付則（平成２５年９月１９日要綱第１０６号）

この要綱は、平成２５年１０月１日から施行する。

２７－



第１号様式

府中市高齢者髪急讓幸皇安菫システム利用申請書
年月曰

府中市長

申請者住所府中市町丁目番地の

方書

ふりがな

氏名＠

電話（）

次のとおり、府中市高齢者緊急通報安全システム･火災安全システムの利用を申請します。

性別

続柄年齢

話続柄＝＝

確
認
者

２Ｓ

利
用
世
帯

府中市町丁目番地の 電話

利
用
者
①

氏名（ふりがな） 性別 生年月日及び年齢

（歳）

日常生活の状況

利
用
者
②

氏名（ふりがな） `性別 生年月日及び年齢

（歳）

曰常生活の状況

親
族
の
状
況

氏名 続柄 左＝
￣齢 主所 電話

住
宅
案
内
図

最寄駅（線駅）から徒歩・バス分
緊
急
通
報
協
力
員

順位

１

２

３

４

氏名

ﾎｰﾑﾈｯﾄ提携警備会社

住所 電話 続柄 駆けつけ時
ヨＥ

日

分

分

分

分

確
認
者

※上記の状態であることを確認する。

年月曰支援センター名

氏名印

※包括支援センター記入欄 自己負担あり

自己負担なし



第２号様式

年月曰

府中市高齢者壼急襄鬘安二ｼｽﾃﾑ利用確認書
府中市長

申請者住所府中市町丁目番地の

⑩氏名

電話（ ）

府中市高齢者緊急通報安全システム・火災安全システムを禾Ｉ用するに当たり、次の

事項を確認します。

１希望する緊急通報協力員は、利用申請書のとおりです。

２緊急搬送された場合等の住居管理は、次の方に依頼してあります。

ｓ鍵の管理は、次のとおりです。

（１）市の指定する事業者に預けます。

(1)申請書にある緊急通報協力員 に預けます。

４緊急通報機器からの通報を受けた受信室からの確認電話に応答がない場合は､緊

急通報協力員及び関係機関職員等の住宅内への立入りを認めます。

５４の住宅内への立ち入り時に､やむを得ない理由で住宅等の一部に破損が生じた

場合には、修復責任を問いません。

６緊急事態発生時には、次の親族等に連絡を願います。

７市が、住民基本台帳の記載内容を確認することに同意します。また、市が、府中

市、府中市社会福祉協議会、地域包括支援センターの３団体で共用する地域包括支

援センターネットワークシステム内の高齢者台帳に申請内容を登録すること並び

に居宅介護支援事業者、居宅サービス事業者又は介護保険施設の関係者が同台帳を

閲覧することに同意します。

２９

氏名 住所 電話 備考

氏名 住所 電話 備考



第３号様式

府中市高齢者髪雫警菫ｼｽﾃﾑ登録明細》｜》｜》｜》｜悔一杼｜》｜》震

性別血液型年齢

（男女）

ﾍﾟｰｽﾒｰｶｰ障害

（有･無）

性別血仮型年齢

（男･女）

ﾍﾟｰｽﾒｰｶｰ障害

（有･無）

郵便番号

(緊急時の連絡先）

関係’
緊急通報協力員登録(※①は警備会社｡②は希望により登録(親族･支援センター等)）

関係’

医療機関は､受診歴のある中から､できる限り夜間診療が可能なところを選んでください。

(機器設置）曰程調整：本人・代理代理人名（）関係（）

代理人連絡先：電話番号（）

設置時立会い：本人・代理代理人名（）関係（）

代理人連絡先：電話番号（）

ペンダント追加利用：有・無

キーボックス利用：有・無

(担当地域包括支援センター）

３０

会員番号

禾ｌｌ用者① 性別 血液型 年齢

利用者①カナ氏名 (男･女）

生年月日

病名

明･大・昭年月曰 アレルギー(有･無） ペースメーカー

(有･無）

障害

禾'1用者② 』性別 血液型 年齢

利用者②カナ氏名 (男･女）

同居者生年月日

同居者病名

明･大・昭年月曰 アレルギー(有･無） ペースメーカー

(有･無）

障害

電話番号 （） 郵便番号

ｌ
Ｔ

住所
アパート･マンション名

親族氏名 電話番号（）

親族住所

ｌ
Ｔ

関係

協力員① ホームネット提携警備会社

電話番号 （）

駆けつけ時間 分 住所 Ｔ

協力員② 氏名 性別(男･女） 関係

電話番号 （）

駆けつけ時間 分 住所 Ｔ

本人医療機関 電話番号（）

住所

主治医 診療科 夜間対応 有・無

同居者医療機関 電話番号（）

住所 主治医

地域包括支援センター名

郵便番号

ｌ
Ｔ

住所

電話番号 （） ＦＡＸ （） 担当者



府中市高齢者医療ショートステイ事業実施要綱

（目的）

第１この要綱は、要介護高齢者の医療的対応の万全を期するため、短期入所療養介護

等を利用する者に対し医療処置を含めた施設ケアを行い、在宅介護を支援していくこ

とを目的とする。

（対象者）

第２利用対象者は、次の各号に掲げる要件を備える者でなければならない。

（１）府中市に居住し、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第５条に規定する

住民基本台帳に登録され、又は外国人登録法（昭和２７年法律第１２５号）第４条

第１項に規定する外国人登録原票に登録されている者

（２）６５歳以上で医療的ケアの必要な者

（３）身体的、精神的状況及び介護者の不在等により一時的に介護する必要がある者

（４）伝染性疾患を有していないこと

（５）著しい迷惑を及ぼす恐れのある精神性疾患を有せず、病状が安定していること。

（利用曰数）

第３利用日数は、原則として月に７日以内とする。

２第１項の規定にかかわらず、利用曰数の延長が真に止むを得ないと認められる場

合は、事前に延長期間の特定できる書類を提出し承認の手続きを得るものとする。

（利用申込み）

第４医療ショートステイを利用しようとする者は、利用申込書に同意書・主治医の意

見書を添えて提出し、市長の承認を得なければならないものとする。なお、主自医の

意見書の有効期間は６ヶ月間とする。

（要否の認定と承認等）

第５第４の利用申込による医療ショートステイの要否の認定は、ケースワーカー等の

実態調査に基づき､利用者の健康状態・医療処置・世帯の状況等を総合的に判断する

ものとし、医療ショートステイ受入施設（以下「協定施設しＩという｡）と協議のうえ、

利用承認又は不承認通知書により通知する。

（利用料）

第６利用者は利用料と食事代その他生活維持を負担するものとし、各々の額は協定施
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設の定めるところによる。

２利用者が生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の規定による被保護世帯に属す

る者である場合は、市長は第１項の利用料・食事代の納付を免除することができる。
（ベッド確保）

第７府中市と協定施設は対象者の利用動向を勘案し必要とするベッドを確保するもの

とし、ベッド数は双方協議のうえ定める。

（医療的ケアについて）

第８次の項目について、協定施設は主治医の意見書にもとづく栄養管理．輸液管理．

酸素管理、必要時カテーテルの交換等一般状態の観察のうえ、必要な処置．ケアを行
－

つ。

医療ショートは病状が安定していることが条件だが、緊急時は主治医と相談のうえ

対応するものとする。

（１）経管栄養（２）経胃栄養（３）ＩＶＨ（中心静脈栄養）（４）バルンカテ

ーテル留置（５）膀胱洗浄（６）導尿（７）人口肛門（８）人口膀胱（９）

ペースメーカー（１０）酸素療法（１１）インシュリン注射（１２）気管カニ

ューレ管理（１ｓ）吸引（１４）吸入・ネブライザー（１５）点滴管理

（１６）その他

（期間）

第９この要綱に定めるもののほか必要事項は市長が協定施設と協議のうえ別に定める。

付則

この要綱は、平成１４年５月１日から施行する。
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i￣ ☆在宅で医療的ケアを行っている皆様へ☆

高齢者医療ショートステイのご案内

Ｉ
では､在宅で療養されている方で､医療的ケアを必要とする､病状が安定した方を対府中市

Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ

象に､医療機関でのシヨートステイを実施しています。介護を必要とする高齢者で医療的処置

･が必要なため介護福祉施設(特別養護老人ホーム)や老人保健施設等でのショートステイが利

用できず困っている方は､ぜひご利用ください。短期入院で、日常生活のお世話と療養管理・

健康管理を行います。

＊利用できる方＊

次の①～④に該当する方がご利用いただけます。

①府中市にお住まいのＧＢ歳以上の方

②医療的ケアを必要とし病状が安定した方で､感染症にかかっていない方

ｉ《医療的ケアの主な内容》

１経管栄養・経寶栄養・IVH(中心静脈栄養）・点滴管理・膀胱洗浄

；バルンカテーテル留置・人エ肛門・(人工膀胱・ペースメーカー管理

ｉ酸素療法・インシュリン注射・気管カニューレ管理・吸引・吸入なと

③介護している方が外出の場合や､介護者の疲れの軽減が必要な方

④他の入院患者に迷惑を及ぼす恐れのある､認知症などの精神疾患のない方

*利用期間＊

月フ曰間まで(やむを得ない場合は相談に応じます｡）

*費用＊

１日２５００円

*ショートステイ先の病院＊

・奥島病院・共済会櫻井病院・府中医王病院・府中恵仁会病院

＊留意事項＊

.この事業は､特別養護老人ホームや老人保健施設でのショートステイとは異なり、

医療を中心とした療養､看護になります。

･医療ショートステイ中は､基本的に医療の提供(薬の処方など)､他科受診はありません。

･インシュリン注射液や人工肛門のパウチなど処置用品は持参してください。

・病状に変化があり､諸検査が必要な場合などは､医療保険での対応となります。

＊申込み窓ロ＊

各地域の地域包括支援センター､または高齢者支援課包括ケア担当まで。

冶医の意見谷(有効期限6ヶ月)が必要で７卓し込みの際は、申請と后 ０

－問合せ先一

府中市福祉保健部高齢者支援課

電話Ｏ４２－ＳＳＳ－４１０Ｓ

二手二字ニーー￣幻開α牢￣￣￣￣￣￣￣￣￣■唾

３３



平成年月曰

府中市高齢者医療シヨートステイ事業利用申込書

府中市長

（申込者）

住所府中市町丁目番地の

方･荘

氏名

電話（）

Ｊ
１担当地域包括支援センター（

担当居宅介護支援専門員（

３４－

利用者

ﾌﾘｶﾞﾅ

氏名

住所

男
女

明･大・昭年月曰生（歳）

被保険者番号（）

府中市町・丁目番地の方・荘

介護保険
介護保険認定無．有

介護区分（）認定有効期間（平成年月曰～平成年月曰）

矛1｣用期間 平成年月曰 戸一 年月曰（曰間）

医療的

ケア内容

1.経管栄養２.経霄栄養３．ｌＶＨ（中心静脈栄養）４.バルンカテーテル留置

5.膀胱洗浄６.導尿７．人工肛門(自己･介助）Ｓ､人工膀胱(自己・介助）

９.ペースメーカー装置106酸素療法（０）１１.ｲﾝｼｭﾘﾝ注射(自己･介助）

12.気管ｶﾆﾕｰﾚ管理１３.吸弓Ｉ１４.吸入･ﾈﾌﾟﾗｲｻ

１６.その他（

●

15.点滴管理

）

申込理由

世帯状況 ひとり暮らし・高齢者のみ世帯６同居 介護者の有無 有.無

身
体
・
生
活
状
況

寝返り

歩行

食事

排便

入.浴

意思の伝達

認知症

１自分でできる２－部介助が必要３全介助

１自分でできる２見守りが必要３－部介助が必要４できない

１自分で食べる２食べさせてもらう（経管・経胃栄養を含む）

１トイレに行ける２ポータブルトイレを使用３オムツを使用
●

１自分で入れる ２介助があれば入れる３寝たきりで全介助

１会話できる２身振り等で伝えるＳできない

有・無・不明

･介護への抵抗・大声を出す．歩き回る.昼夜逆転・問題行動なし
● その他（ ）

緊急

連絡先

1.氏名続柄（）電話（）

2.氏名続柄（）電話（）

生活保護受給の有無 有無

希望

医療施設
共済会櫻井病院・奥島病院・恵仁会病院・医王病院

*ﾌﾞi讃ｻｰﾋﾞｽ計画

福k士台帳'二上記の内容

ことに同意しまﾏﾘも

し住民基本台M1長を確認し府中および市内地域包括支援センター'二常備する高齢者

居宅介護支援事業者居宅サービス事業者または介護保M剣i壺剛葵M系者へ提示する

氏名



意 書同

府中市高齢者医療ショートステイ事業利用において事業の承認を受けた場合､次の事

項を守ることに同意します。

高齢者医療ショートステイ事業を受ける際、その送迎には付き添い人をつけます。

利用曰に状態が悪化したときは、医療機関の職員に連絡し利用を中止します。

利用中に状態が急変した場合、医療機関の職員の指示に従います。

家族との連絡がとれない場合は、医療機関の判断にまかせます。

利用中は、他人に迷惑をかけず、病院職員の指示に従います。

●
●
●
●
●

『
．
‐
（
（
叩
／
』
〔
五
四
》
幻
夘
」
（
Ｆ
【
傘
）

また、次の事項を承諾したうえで、事業を利用することに同意します。

禾Ⅱ用者の予期せぬ行動に対応しきれない場合、利用を中止することがあります。

医療機関であるため、福祉施設のような介護等はしかねる場合があります。

入院時において必要なことが生じた場合は､病院から市に連絡することがあります。

●
●
●

『
■
■
△
（
叩
〆
】
〔
堅
《
）

平成年月曰

利用者住所府中市 町丁目 番地の

方・荘

自陀采

介護人住所府中市 町丁目 番地の

方・荘

冒戈罪

＊介護サービス計画作成に必要なため、住民基本台帳または外国人登録原票を確認し、

府中および市内地域包括支援センターに常備する高齢者福祉台帳に上記の内容を登

録し、居宅介護支援事業者、居宅サービス事業者または介護保険施設の関係者に提示

することに同意します。

氏名

府中市長

３５



府中市高齢者医療シヨートステイ事業利用に係る主治医の意見書 (201406）

３６

ふりがな 住所

氏名

(男・女）

府中市町丁目番地

明・犬・昭年月日生（歳） （方書 ）

病名 既往症

現在の症状 処方内容（薬剤・回数）－添付可一

｡●

￣

･平均血圧（

･医療的ケア等

ｍｍＦＩg）・平均脈拍数（ 回／分）

経管栄養・経胃栄養・ＩＶＨ（中心静脈栄養）・ペースメーカー・酸素療法（０）・ネプライザー．

気管カニューレ管理･吸弓|・吸入・インシュリン注射（自己･介助）・人工透析・点滴管理.

バルンカテーテル留置・膀胱洗浄・導尿・人工膀胱・人工肛門（自己･介助）・その他（）

･感染症（既存情報）
●

●

結核□無□有（Ｘ･Ｐ撮影年月）

ＭＲＳＡ□無□有（検出部位： ）

･その他□無□有病名（
･感染性（□無ロ有
●

･問題行動の有無□無□有

）

）

部位（ ）

●

● 幻視・幻聴・妄想・昼夜逆転・暴言・暴行・介護への抵抗

排↑回･不潔行動・異食行動・性的問題行動回その他（）

ケアに関する指示事項・今後起こりうるリスク

０

平成年月日

●

●

医療機関・所在地一
（TEL ）

名称

匿且i氏名一一一印■



平成年月曰

府中市高齢者医療ショートステイ事業利用日数延長に伴う理由書

府中市長

(申込者）

住所府中市 番地の

方・荘

町丁目

氏名

電話（）
三
口

上記の理由で、利用曰数の延長を希望します。
Ｐ

口

３７－

利用者
フリカ゛ナ

氏名

男
女 明･大・昭年月日生（歳）

延長理由
●

●



府中市高齢者自立支援ショートステイ事業実施要綱

（趣旨）

第１この要綱は、一時的に養護を必要とする高齢者（６５歳以上の者をいう。以下同

じ｡）を老人福祉法(昭和３８年法律第１３３号)第２０条の４に規定する養護老人ホ

ーム、同法第２０条のＳに規定する特呂嶬護老人ホームその他の施設に入所させ、食

事の提供、健康管理の指導等を行う府中市高齢者自立支援ショートステイ事業（以下

「事業」という｡）を実施することについて必要な事項を定めるものとする。

（対象者）

第２事業を利用することができる者は、次の各号に掲げる要件を備える高齢者でなけ

ればならない。

（１）府中市に居住し、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１尉第５条に規定する

住民基本台帳に記録されている者

（２）当該者の健康上の不安、介護者の不在等により一時的に養護を必要とする者

ほり用日数）

第３１月に事業を利用することができる曰数は、７日（当該事業を利用する者がその

月に介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８条第９項に規定する短期入所生活介

護又は同法第Ｓ条の２第９項に規定する介護予防短期入所生活介護を利用したときは、

７日から当該利用した日数を差し弓|いた曰数）を限度とする。ただし、市長が特に必

要と認めるときは、この限りでない。

（未Ｉ用申込み）

第４事業を利用しようとする者は、申込書に必要な書類を添えて市長に申し込まなけ

ればならない。

（ﾗ１ﾐﾘ用の決定）

第５市長は､第４の規定による申込みを受けたときは､当該申込みの内容を審査の上、

事業の禾Ｉ用の可否を決定し､通知書により当該申込みをした者に通知するものとする。

（利用料等）

第６事業を利用する者は、次に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額の合計額を支

払わなければならない。

（１）利用料１曰につき１，０００円

（２）食事料１日につき１，３８０円（１日１食のみのときは６５０円）

３８－



２前項の規定にかかわらず、事業を利用する者が生活保護法（昭和２５年法律第

１４４号）の規定による被保護世帯に属する者であるときは、当該者に係る同項第１

号に規定する利用料については、市長がその全額を負担する。

（様式）

第７この要綱の施行について必要な様式は、別に定める。

（雑則）

第８この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。

付則

この要綱は、平成６年６月

付則

１日から施行する。

この要綱は、平成１２年４月１日から施行する。

付則（平成２４年６月１９日要綱第６４号）

この要綱は、平成２４年７月ｇ曰から施行する。

付則（平成２６年６月１９日要綱第７５号）

この要綱は、平成２６年６月１９曰から施行し、この要綱による改正後の府中市高齢

者自立支援シヨートステイ事業実施要綱の規定は、平成２６年４月１日から適用する。

３９



第１号様式(第2条）

年月日

府中市高齢者在宅サービスセンター利用申込書

申込者

住所府中市町丁目番地の

方・荘

氏名 印

電話（）

備考

サービスの利用内容は府中市高齢者在宅サービスセンター事業実施要綱により行い

ます。

－４０

未1」用者 フリガナ

氏名

住所

男

女

明・大・昭

年月日生（歳）

被保険者番号

（ ）

府中市町丁目番地の
９

方・荘

事業種別 １訪問食事 ２外出支援

３入浴サービス ４自立支援ショートステイ

禾Ｉ用施設 １ 安立園在宅ケアセンター

２泉苑ケアセンター

･

３老人保健施設ピースプラザ

４養護老人ホーム信愛寮

、Ｉ

緊急連絡先
１氏名続柄（）電話（）

２氏名 続柄（）電話（）

生活保護受給 有・無 介護度
未申請・申請中・非該当・要支援（１．２）

介護度（１．２．３．４．５）

上記のとおり府中市高齢者在宅サービスセンターの利用を申し込みます。

なお、介護サービス計画の作成に必要なため、住民基本台帳法を確認し、府中市及び市内地域

包括支援センターに常備する高齢者福祉台帳に上記の内容を登録し､居宅介護支援事業者､居宅

サービス事業者又は介護保険施設の関係人に提示することに同意します。

未|｣用者氏名（自署）＿印



意 書同

高齢者在宅サービスセンターにおいて実施する事業の承認を受けた場合、次

の事項を守ることに同意します。

１未Ｉ用曰に状態が悪化したときは、利用施設の職員に連絡し欠席します。

２利用中に状態が急変した場合、禾Ｉ用施設の職員の指示に従います。

３家族との連絡が取れない場合は、禾U用施設の判断にまかせます。

４利用中は、他人に迷惑をかけず、施設職員の指示に従います。

５継続してＳか月以上未U用しない場合には、未１１用登録を取り消します。
「｡

平成年 月 曰

府中市 番地の

方・荘

利用者 住 所 町 丁目

名氏

府中市 番地の

方・荘

介護人

(世帯主）

住 所 丁目町

名氏

野律雄府中市長 高

－４１



平成年月曰
ｂ

府中市福祉保健部高齢者支援課長様

府中市地域包括支援センター緑苑

自立支援ショートステイ(緊急入所)理由書

このことについて､次の理由による緊急の対応により入所の申請をします。

申込者住所府中市町丁目番地の

氏名

電話番号（）

使用期間平成年月曰～平成年月曰

－４２

緊急入所
が

必要な理由

利用者
世帯構成 独居・高齢者のみ世帯・その他世帯

緊
急
連
絡
先

①住所

ﾌﾘｶﾞﾅ
氏名

電話番号

②住所

ﾌﾘｶﾞﾅ
氏名

電話番号

か
か
り
つ
け
医

①住所

病院名

連絡先

医師名

②住所

病院名

連絡先

医師名



様式１
行方不明者捜索依頼

下記の方を捜しています｡ご協力よろしくお願いいたします。

依頼曰:平成年月曰

【連絡先】

【発信元】

－４３－

氏名(ふ1Jがな） （）

性別 男･女

生年月曰(年齢） 大･昭･平年月曰（歳）

住所

発生曰時

行方不明時の場

所･状況

特徴 【身長】

【体型】

【髪型】

【その他】

服装

持ち物

認知症 有・無 警察への届出 有・無

名前・・・言える･言えない 住所・・・言える･言えない

特記事項

【電話】（） 【FAX】 （）

【電話】（） 【FAX】（）



様式２
身元不明者照会依頼

下記の方を保護しています｡ご協力よろしくお願いいたします。

依頼曰:平成年月曰

【発信元､連絡先】

－４４－

氏名(ふりがな） （）

性別 男・女

生年月日(年齢） 明･大・昭年月曰（歳）

保護曰時 平成年・月曰午前･午後時分

保護時の場所･状況

特徴 【身長】

【体型】

【髪型】

【その他】

服装 【上】

【下】

【その他】

持ち物

特記事項

【電話】（） 【FAX】（）



平成２８年１月２２日

市町村高齢者・介護保険担当課長会
福祉保健局高齢社会対策部在宅支援課

認知症高齢者等の行方不明･身元不明に関する情報共有･情報提供について

＿￣

－
心
切

ｌ
Ｉ
ｌ
ｌ

ぶむ 蝿式

名称 身元不明の認知症高齢者等に関する特設サイト 迷い人台帳 行方不明認知症高齢者等情報共有サイト

実施主体 厚生労働省 警視庁

￣

東京都

内容

地方自治体がホームページ上で身元不明
の認知症高齢者等に関する情報公開を行っ
ている増合に厚生労働省ホームページにお
いて､当該ホームページヘのリンクの－覧を
褐城する取組

保護実施機関である区市町村からの要請
に基づき､身元不明者の写真付き台帳を整
傭し､警察署において閲覧に供する取組

区市町村からの依頼に基づき､身元不明者
等の情報を都内区市町村にメール等で提供
する取組を発展させ､サイト上で区市町村自
ら情報を更新し､いつでも閲覧できる取組

情報提供の範囲 ￣般に公開 行方不明届を提出した方に限定 区市町村等の関係機関に限定

都内の現況 稲城市のみ掲載 鍬なし繍嫡← ａｓ区市町が利用
●



(三IＩＰ
●

ｏ●

．、老発０６２５．第１号

‘平成.２７年６月２５日
●､

し

(

各都道府県知事殿
■

厚生労働省老健局､０

ｂ●

●●

Aｂ

■

身元不明の認知症高齢者等に関する情報の掲載等について（追加依頼）

艫より厚生労働行政の推進について御協力いただき御礼申し上げます。
各自治体における認知症高齢者等の行方不明i身元不明に対する取組についてば｢今

後の認知症高齢者等の行方不明･身元不明に対する自治体の取組の在り方について｣(平

成二6年９月１９日付厚生労働省老健局長通知｡．以下「通知」という｡）において、各自

治体のホームページに関する当省の特設サイトの積極的な活用を依頼しているところ

です。．

．しかし､各自治体の掲載状況を確認したところ､各自治体のホームページに掲載され

ている認知症高齢者等本人の情報が限られたものとなっております。

また､本日､響察庁から発表された｢平成26年中における行方不明者の状況｣(別鯛

では､認知症に係る行方不明春数がii乍年に比べ4.5ﾊﾟｰｾﾝﾄ増加しており､身元不明
の認知症高齢者等の情報の掲載の重要性が増しているところです。

つきましては､各都道府県におかれましては､身元不明の認知症高齢者等本人に関す

る情報の掲載につきまして､以下のとおり依頼いたしますので､管内市町村に周知徹底

いただきますようお願いいたします｡．

●

●

記

､１個人情報保護の取扱いについて（再周知）

・通知では､個人情報の取扱いについて､個人情報保護に関する法律(平成'5年法

律第57号)第23条第１項第２号の規定(第三者提供の制限に関する除外規定として、
人の生命､身体又は財産保護のために必要がある場合であって、本人同意を得ること

が困難であるときと規定)等に類する条例規定の解釈により、情報の共有化を行って

いる自治体もある旨ご案内したところであり、個人情報に関する条例との関係の検討

に当たって、参考≧していただきますよう再度ご案内いたします。

－４６
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．,２身元不明の認知症高齢者等に関する情報のホームページヘの掲載について'

．…地域における身元不明の認知症高齢者等に関する情報の掲載は、家族や親族が各自・ノ
●●●●●

治体へ問合せを行うぎわかけとなり、身元の判明に繋がり得ることから､出来る限り、

・の情報を掲載することが重要であると考えております。

．．.：．そのため､･個別の身元不明の認知症高齢者等の情報を掲載する他に､全ての都道府．
.．。・・・'ＤＤＨ.、：T ●Ｃ Ｏ．●

円く:県に渚V1て､管内市耐から身元不明の認知症高鱸等に関する情報を収集の上､厚一一
●●●●

．．●．・一・・・ｈＦ「･ロ－．．･・・。

．くず：生労働省で開設している身元不明の認知症高齢者等に関する特設サイトのリンク先
●●

●●●●●●

３．である都道府県のホームページ上に、
・８。。ｏ ●０●●

●０

．．，$：.①.身元不明の認知症高齢者等の有無や人数．．．，．
夕

②照会先となる都道府県等の窓口の連絡先
●・・.

Ｉ・０。．･･、８０．９Ｐ･

を掲載し、定期的な更新も含めた情報の公表の徹底をr依頼いたします。

．．『.．“:.＆.:ご゛`・弓.:･7F:．*;､工人．$:榊『::.〈妥一.ｉ:.、..！･･･.・・・

a霧舅:鴬露i繍鱸鱗繍i3l雪iilii;i)|t至麟裁孟±
ﾛﾐ施設等へ入所している方の身元０９判明噸け厄､身元の確認に必要な手続を整理す
ることとして､.､替察と】蝋の上wガイ隈ラインを作成しております。、

このような取組は､孚続のﾙＹ－ﾙ化に伴う、迅速な情報の公開が可能となるだけで

なく､関係機関との密な連携が図られ副繰､､地域の見守り体制づくりの強化に資す

愚と考えられることから、各都道)K【県においても取組の参考とし;こく雄い⑥．
また､通知では、「一定期間を経過しても身元が判明しない場合､保護実施機関である．

市区町村等の要請に基づき､替察では､地方自治体が作成した身元不明者に係る賓料を

警察署又は警察本部に備え付けたり､他の都道府県替察に（)提供するとされておりくその

備え付け先､閲覧対象､期間についても､市区町村等の意向に基づき実施するとしていま・

す｡よって､身元不明案件力輔生し､＝定期間を経でも身元が判明せず､特に広域での取

組が必要と判断された場合には､地方自治体で公開するのみならず､適宜､響察にも協力

を求めるよう留意願いますｕとされております｡各自治体の有する身元不明の認知症高齢

者等に関ずろ情報を馨察と共存す-ることは`身元の判明に繋がり得る重要な方途であると考
えられることから､改めて替察との情報の共有の徹底を依1貢いたします。．

0●

Ｐ

.(参考ＵＲＬ）身元不明者情報の共有.･公開に関するガイ膜ライン

http://www･pref・shizuoka．ouseikO-210chouju/kaigoyobou/documents

里gLzﾕｭﾆ幽
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●
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平成２８年１月２２日

rHH]村f寶齢者･ﾌﾞ)諸i#験担当課長会費；斗

替視庁少年育成課

｢迷い人台帳」について

１．趣旨

各自治体で保護している身元不明者について、､一定期間（概ね１～３ヶ月）を
保護実施機関である区市町村等経過しても身元が半Ｉ明しない場合、警視庁では、

の要請に基づき自治体が作成した身元不明者Ｉの要請に基づき自治体が作成した身元不明者に係る資料を警察署等に備え付け

へたり、他の道府県警察にも提供しく行方不明者届を提出した方に閲覧していただ

くことにしている。

※根拠

・平成２６年９月１９日厚生労働省健老局長老発0919第４号

「今後の認知症高齢者等の行方不明・身元不明に対する自治体の取組の在

り方について」

・平成2.7.年６月２６日厚生労働省健老局長老発0625第１号

「身元不明の認知症高齢者等に関する情報の掲載等について（追加依頼)」

警視庁では、各区市町村長（福祉担当部長経由）宛てに少年育成課長名で平成

２７年９月１０口少育.保第９２２号「身元不明に係る響察との協力について」

の文書を発出しk保護中の身元不明者に係る情報（資料）提供について検討を依
頼しているところであるが、自治体からの要請は稲城市からの１件のみである。

「迷い人台帳ｊは、身元不明者の身元確認のために有効な手段のひとつである

ことから、各区市町村では保護中の身元不明者について個人情報保護審議会など

に諮っていただくなどして警察に要請し、情報提供をお願いしたい。
※参考

警視庁では、この取組を「迷い人台帳」と呼称している。

平成２８年１月１５日現在、「迷い人台帳」には全国の警察本部（特に大

阪府警や京都府替などが多い）から提供された情報５８件を登載し、全ての

・警察署と警視庁本部に備え付けて行方不明者届を提出した入の閲覧に供して

いる。

２今後の予定

・特別区長会や市長会にも出向いて、説明していくことを計画している。

警視庁少年育成課

０３－３５８１－４

環境担当管理官内田警視

保護相談係長渡邊警部

(代）

３０７１０

３０７５１

３２．１

（内線）

（，，）

Ｉ

－４８－



の設置に係る家主、住宅管理者等の承諾書を添えなければならない。

（利用の決定）

第６条市長は、前条の規定による申請があったときは、当該申請をした者の生

活状況を調査の上、事業の利用の可否を決定し、通知書により通知する。

（緊急通報機器の設置）

第７条市長は、前条の規定により事業の未|｣用の決定を受けた者（以下「利用者」

という。）の住宅に緊急通報機器を設置するものとする。

２市長は、前項の規定により設置する緊急通報機器に加えて、禾Ⅱ用者の求めに

応じ、火災通報機器、携帯型緊急通報機器その他の緊急通報機器を設置するこ

とができる。

（変更の届出）

第ｓ条利用者は、申請の内容に変更があったときは、届出書により市長に届け

出なければならない。

（費用負担）

第９条事業の禾lj用に係る費用の負担は､次の各号に掲げる利用者の区分に応じ、

当該各号に定めるとおりとする。

（１）第４条第１号及び第２号に該当する者無料

（２）第４条第３号に該当する者月額８００円（第７条第２項の規定により緊

急通報機器を追加したときは、月額８００円に当該緊急通報機器に係る費用

を加えた額）

（利用の決定の取消し）

第１ｏ条市長は、利用者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、事

業の利用の決定を取り消すものとする。

（１）第４条に規定する対象者に該当しなくなったとき。

（２）虚偽その他の不正行為により事業の利用の決定を受けたとき。

（３）前２号に掲げるもののほか、事業の利用が不適当と市長が認めるとき。

（様式）

第１１条この要綱の施行について必要な様式は、別に定める。

（雑則）

第１２条この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。

付則

２６
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平成二十七年東京都議会会議録代表質問抜粋
平成二十七年十二月八曰（火曜日）

（橘正剛君）

都議会公明党を代表して質問を行います。
・認知症対策において、早期発見、早期治療と同様に重要な視点は、俳回などの重症患者を抱

える家族への支援であります。
警察で保護された身元不明者については、原則二十四時間以内に身元が判明しない場合、警

察署が所在する区市町村に身柄が引き継がれることになっております｡、当然､_区市町村はそ…
の後も身元の特定に努めるわけでありますが、一方で、さまざまな理由から顔写真の公表ま
で踏み切れない事情もあるようであります。
しかし行方不明者を探す家族には、`保護された身元不明者の顔写真の閲覧を認めるべきで

あります。これによって、家族の姿を求めて奔走する都民の負担も和らぎ、身元の判明に至

る可能性も大いに高まるものと考えます。

その点、頼りになるのは、やはり警視庁であります。警視庁として、行方不明届を提出した、
または、現に行方不明届を提出しようとしている家族等に対して、都内各地で保護された身元
不明者の顔写真を一括して地元署で閲覧に供することができれば、身元不明者と家族の双方に
とって効果の高いものになると考えます。
そこで現在、警視庁が行っている身元不明者として保護されている人を早期に帰すための対．

策の内容と今後の対応について、警視総監の所見を伺います。

－方、身元不明者の身柄を警視庁から弓lき継いだ区市町村においても、早期に家族のもとに
･戻せるよう努めなければなりません。

しかし、地元で保護されたとはいえ、必ずしもその自治体の住民とは限りません。したがっ

て、こうした身元不明の認知症高齢者については、広域自治体である都としても、他県や区市
町村と協力して身元の判明に努めるべきと考えます。都の見解を求めます。

￣

Ｏ警視総監（高橋清孝君）
身元不明者の対策についてでありますが、警視庁では昨年七月から、保護実施機関である区

市町村等の要請に基づき、身元不明者に関する写真つきの資料を迷い人台帳として警察署等に
備えつけ､行方不明者の届け出をしようとする方な･どが閲覧できる取り組みを行っております。
この迷い人台帳は、警察で保護した身元不明者を区市町村に引き継いだ後、一定期間を経て

も身元が判明しない場合に、区市町村等からその方に関する写真つき資料の提供を受け、これ

を警察署等で台帳として管理するもので、全国の警察と情報共有しております。
この取り組みを効果的なものとするため、都内全ての区市町村に対して、身元不明者に係る

情報提供の働きかけを行っております６．

今後も、関係機関とのネットワークを強化するなど、身元不明者を早期に家族のもとに帰す
ための取り組みを推進してまいります。

Ｏ福祉保健局長（梶原洋君）

最後に、身元不明認知症高齢者等への対応についてでありますが、都は、行方不明の高齢者
等が早期に発見され、身元の判明につながるよう、平成＝十二年度から、区市町村の依頼に基
づいて、その情報をファクスや電子メールで都内全区市町村に提供しており、昨年度末までに
身元不明九十一件、行方不明六百十七件の情報蓬提供いたしました。
また、本年六月には、区市町村がみずから情報を更新し、いつでも最新情報を閲覧できるよ
う、関係機関向けの情報共有サイトを都独自に構築し、現在、三十六の区市町が利用しており
ます。

警察では、区市町村からの情報提供を受けい迷い人に関する台帳を全国の警察署に備えつけ
る取り組みを進めており、今後、情報共有サイトへの参画や警察との連携に、より積極的に取
り組むよう区市町村に働きかけてまいります。

夕
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少育．保第９２２号

平成２７年９月１０日
0

「･

○○区(市。町。村）長殿

（福祉担当部長経由）

警視庁生活安全部
､

少年育成課長

身元不明者に係る警察との協力について
●

貴区（市・町・村）におかれましては、平素から、警察業務の各般にわたり､.深いご理解と

多大なるご協力を賜り、厚く御礼を申し上げまず可．

さて、平成２６年の東京都の高齢者人ロは２８９万人、高齢化率は２２５％で、近年、急

・連に高齢化が進んでおり、認知症高齢者も約３８万人に及んでいます.

認知症高齢者の行方不明事案等への対応が喫緊の課題となっており、貴区（市・町・村）に

おいても､厚生労働省通知（｢今後の認知症高齢者等の行方不明･身元不明に対する自治体の
取組の在り方について」平成２６年９月１９日老発０９１９第４号）に基づき、行方不明とな

った認知症高齢者等の捜索活動や、保護中の身元不明者の身元特定に向けた取組みをｙ推進さ

れていることと存じます。、

当庁では現在、全国の馨察との連携によりＹ認知症高齢者をはじめとする身元不明者の身元

特定に向け、保護実施機関である区市町村等からの要請に基づき、身元不明者の写真付き台帳

を整備して警察署において閲覧に供する制度を実施しているところですが《現在までのところ､、

区市町村からの情報提供は、全国でわずか５６件にとどまっています。貴区(市。町・村)に

おかれましては、身元不明者の身元を早期に特定し《ご家族等のもとにお帰しできるよう、保

護中の身元不明者に係る情報（資料）の提供について、是非ご検討をお願いします。 」

【本件担当】

警視庁生活安全部少年育成課

保護相談係長渡邊警部

電話(03)3581-4321内線30751
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老発０９１９第４号

平成２６年９．月１９日
●●

Ｐ

各都道府県知事･殿

Ｐ

厚生労働省老億局
●

●
今後の認知症高齢者等の行方不明?身元不明に対する自治体

の取組の在り方について

１

Ｋ

、今後も認知症の高齢者が増えると推計されているなか､認ﾀＨ１症の人が住みljKれた
地域で可能な限り生活を続けていくためには､これまで以上に地域における認知症施

策の推進を図ろことが重要となりまれこうした禅創､平成26年６月5口の馨察庁発表に
よる認知症の人の行方不明の状況や､昨今の新聞報道等による身元不明のまま保護
されている認知症高齢者等がいるという問題については、社会全体で認知症の人を～

支えていく､いわば認知症の人を支える地域包括ｹｱｼﾇﾃﾑの構築を目指す上での゛
｡●

大きな課題であることから､今般、下記のとお')､平成26年６月110曰付勲篝連絡により
実力ｉＬた｢俳掴などで行方不明となった認知症の人等に関する実態調査(市区IIJ村調
査)｣(以下｢市区町ｵ欄査｣という｡)において得られた市区町村の取組や意見を参考
としつつ､今後の認知症高齢者等の行方不明･身元不明対策について､各自治体に

も.●

：おいて望ま』h,ろ対応について整理しましたので、管内市区町村に対し周知徹底をお

願いいたします６，

．また､都道府県におかれましては､市区町村の取り組む行方不明`身元不明対策

の状況に応じて､都道府県圏域や二次医療圏域といった広範囲でのﾌﾟｫﾛｰｱｯﾌﾟ
に関し､行政内関係部局及び各都道府県替察との連携を図りつつ､適宜､検討願い
ます。．

なお､認知症に係る行方不明者の早期発見･保護については､警察庁から各都道

.、府県響察に通達(｢認知症に係る行方不明者発見活動の推進について｣(平成26年６
，月５日群察庁丁生企発第310号馨察庁生活安全局生活安全企画課長通知｡別紙参
照)されているので､あわせて参考としてください。

●

■０

ク
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記

1.地域における認知症高齢者等の見守り体制づくりについて

認知症の人やその家族が安心して暮らすためには､地域住民による見守りが不
可欠であり､日常生活の中でのさりげない見守り体制づくりこそが有効性を伴う俳

掴｡見守りSOSﾈｯﾄﾜｰｸの基盤となるＭと考えられます６

このため､認知症サポーターの養成などによる認知症の正しい理解や普及啓発、
地域包括支援ｾﾝﾀｰや認知症地域支援推進員等を中心とする個々の見守りネッ

トワーク体制づくり１こつﾙ､てく地域住民が自分の地域の問題として主体的に取り組
むよう､例えば地域ケア会議等を活用して~認知症施策に関する基本方針を明示
し関係者と共有することが必要となりますｏ

あわせて市区町村におかれましては融地域の実情に応IＸも以下のような取組に

ついても検討lmiiいます｡．

●

●

【見守りが必要な高齢者の実態把握ｌ

地域包括支援センターや認知症地域支援推進員等を中心に､認知症高齢
､者､独居高齢者､高齢者のみ世帯等についての実態把握を行い､認知機能の

低下等に伴い排ｲipI等のおそれのある認知症高齢者の把握等に努めること力泌

要であると考えられます。

また､認知症高齢者等が行方不明になったｹｰｽについて検証を行うことは、

普段の見守り体制や気づきから､通報､捜索に至る経緯､その他のアフターケ

ア等の在り方を見直す観点からも有効であると考えられます。
■

【見寄りﾈｯﾄﾜｰｸづくりのための協定の締結】

地域住民のみならず､昼夜時間帯における人口流出動向等も勘案し､民間

企業等と見守りﾈｯﾄﾜｰｸに関する協定等を結ぶことも有効と考えられます｡例．

えば､地元企業に対しては市区町村､大型”ﾂﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰやﾁｪｰﾝ店な
ど市区町村圏域を超えて広域的に活動する企業に対しては都道府県が協定締

結を行うなど､都道府県と市区IIT材とで役割分担を行うことも考えられます。：
その際､市区町村行政のホームページに協力団体一覧を掲載したり､協力

団体である旨の証明として､例えば協力店舗にステシカーを配布するなどの工

夫を行うことも考えられます。

●

【認知症ｻﾎﾟｰﾀｰの養成】

見守りﾈｯﾄﾜｰｸづくりのため協定を締結した企業には6認知症サポーター

養成講座を通じて､認知症に関する正しい知識をf得てもらうこと力$必要と考えら

れますｂＪ
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また､行方不明者の捜索活動や発見時において認知症の人と正しく接するこ

とができるよう､交通機関関係者､身元不明者の一時保護に携わる福祉事務所
の職員等にも､認知症サポーター養成講座を通じて､認知症に関する正ｕＭＨＪ

識を得てもらうことが必要と考えられます。

￣￣Ｏ￣｡

2.行方不明者の捜索活動に関する取組について

(1)俳桐･見守りSOSﾈｯﾄﾞﾜｰｸ構築ﾖﾄﾞ業等の実施

地域で認知症の人の俳掴事案に対応できるよう準警察のみならず､幅広く市民

が参加する槻回高齢者の捜索･発見･通報･保護や見守りに関するﾈｯﾄﾜｰｸを

構築するため､俳桐‘見守りSOSﾈｯﾄﾜｰｸの構築は､地域で認知症の人の排

↑国事案に対応するための一つの有効な施策と考えられますbまた､既にﾈｯﾄﾜｰ

ｸ活動がなされている地域であっても､管内の関係機関｡団体と必要な連携がなさ

れているか等の活動状況について点検を行い､必要に応じ､改善を図っていくこ

とが必要と考えられます。

●

墹噸･見守りSOSﾈｯﾄﾜｰｸのような多様な関係者によるﾈｯﾄﾜｰｸ活動以外

にも､例えば山間部の多い地域などではCPS鞠噸探知ｼｽﾃﾑを用いた事業

Ⅶ展開なども有効な手段であり､こうした事業を併用するなど､地域の状況に応じて
様々な取組について検討を行うことが必要と考えられます。．

(2)肴噸･見守りSOSﾈｯﾄﾜｰｸの構成機関例について

今回の市区町村調査において､俳掴｡見守りＳＯＳﾈｯﾄﾜｰｸの構成機関につ

いて調査票様式で想定Ｍ;機関以外にも､多くの機関例につき報告がありまＭ二・.
既にSOSネットワーク等を構築している自治体においても､また､こうしたSOSネッ

トワークの構築を検討している自治体においても､効果的なﾈｯﾄﾜｰｸ体制を構

築する上で有効となるものと考えられますので､適宜､参考としてくださいｂ

●
●

【公共機関等､ﾈｯﾄﾜｰｸ構成の基本とt眉ろ機関】

･市区町村

・轡察署．’

･消防署

･保健所

・福祉事務所

ｂ地域包括支援センター
●

●

●●
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･社会福祉協議会

･介護サービス槻関

・医療機関．

b学校､保育所､幼稚園

･公民熊Ｐ

【身近な地域の互助的組織】

」自治会
・老人ｸﾗﾌﾞ

・消防団．．

・家族の会．

‘農協〈生協

、

● ●

●・己タクグ０，

【交通機関｡報道機関等】
・タクシー会社

・バス会社．

・鉄道機関

⑯自動車学校

・報道機関(地方テレビ局､ＦＭﾗｼﾞｵ局〈新聞）

。

●

【地域に系列店舗等を有する機関等】
・金融機関

・郵便局・

・薬局､ﾄﾞﾗｯｸﾞｽﾄｱ'
ｂコンビニエンスストア

・ガソヅンｽタンド

・理美容業者.

。宅配業者

・新聞販売業者

・乳飲料配達業者

･清掃業者・

・燃料店

．｡住宅販売業者．
９商工会議所

●

の

【人が集まる場ﾐ立ち寄りそうな場所】
・ホームセンター、(大型)商業施設､道の駅

・飲食店、娯楽施設

５７



●

｡宿泊施設､ホテル

ず寺院､神社､教会

【夜間｡早朝簿に戸外に関係者がいる機関等１

.地域の防犯組織(深夜ｽｰﾊﾟｰ防犯組合､金融機関防犯組合等）
~且響備会社一．……．

。駐車場管理会社

・ｳｵｰｷﾝｸﾞ団体(早朝や夜間のｳｵｰｷﾝｸﾞ､散歩等）

●

【生活圏域外に出て行くことから守るためのﾎﾟｲﾝﾄとなる関係機関等】

－高速道路公団

・海上保安部､フェリー関係

・開発建設部､建設協会､土地改良区､土木現業所

・猟友会､山岳捜索部

●

(3)馨察の行方不明者発見活動との協力に関すること

~排ｲﾛ･見守りSOSﾈｯﾄﾜｰｸによる活動は､警察に３３る行方不明者発見活動と

有機的に連携を図ることが重要です.行方不明者の家族等から､可能な限り多く

の情報が提供されることが､馨察や排ｲ回・見守りSOSﾈｯﾄﾜｰｸによる活動の効
果的な実施に資することになると考えられます､家族等からの直近の顔写Jg等、

必要な情報提供が行われるよう､市区町村においては地域包括支援センター等

の関係機関に対し､各都道府県においては当該都道府県域を所管する保健所

（当該都道府県圏城内の政令市･中核市･保健所設置市に設置されている保健

所を含む｡)に対し､それぞれ周知願います６

●

●
(4)捜索活動においてﾈｯﾄﾜｰｸ内において共有している情報例について

や ■

今回の市区町村調査において､｢捜索活動においてﾈｯﾄﾜｰｸ内において共

有している情報｣として、調査票様式で想定した事項以外にも､多くの情報例につ

き報告がありました｡既にSOSﾈｼﾄﾜｰｰｸ等を構築している自治体においても､ま．

た､こうしたSOSﾈｯﾄﾜｰｸの構築を検討している自治体においても､ﾈｯﾄﾜｰ

ｸ内の活動において有効となるものと考えられますので､共有情報の検討等の場

において､適宜参考としてください。

【本人の身体的特徴や外見に関する情報】

・写真(顔､前身､側面､上半身､全期

ね身長､体重､体型．
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●

●

･髪型､頭髪の色､ひげの有無・

・メガネの有無

･顔の特徴(ぼくろ､外傷等）

･歩行時の姿勢､歩き方
･服装P衣１１良(色､形など格好の特徴）

P杖の所持､普段持ち歩くもの

・自転車／徒歩／車の使用の有無

■｡

’

【捜索活動に有効と考えられる情報１

．.行方不明となった日時､場所

６種噸歴
。最後に本人を確認した場所

・過去に保護された場所

。よく行く場所､立ち寄りそうな場所(病院､買物する店等）．

．日頃よく利用する交通機関．

。昔住んでいた所､実家の場所

・本人が以前行きたがっていた場所

。１日住所など聞かれると答える地名

．・・本人がいなくなる前に何か言っていなかったかb気になる行動はなかったか。

」本人のいなくなるまでの行動．

【行方不明発見時における対応(本人確認など)等に関する情報】
・発見時の連絡先､発見の際の連絡方法

・保護時lこ気をつけてほしいこと(水分補給の依頼等）
・主病名､既往歴

⑮愛称､呼び名､旧姓．

・・本人の普段の特徴的なしぐさ

。よく言う寶葉など､､会話の特徴

・元の職業
．ｂ●

(5)個人情報保護の取扱し､に関すること

⑫

●

●

排桐･見守りSOSﾈｯﾄﾜｰｸの構築に当たっては､多様な関係機関間の共通

ルールづくりや､個人情報の取扱いが課題になると考えられますが､ネットワーク
の構築を行っている自恰体におかれましては､個人情報の取扱いについて､個

人情報の保護に関する法律(平成15年法律第57割第23条第２項の規定(第

三者提供の制限に関する除外規定としてs人の生命､身体又は財産の保護のた

めに必要がある場合であって､本人の同意を得ることが困難であるときと規定)等

ゲ
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〕

に類する条例規定の解釈により､情報の共有化を行っているところもありますので

参考としてください。

なお､情報の共有化を行うに際し､個人情報保護の観点から､行方不明捜索に
関するメール配信情報を含め､専用ファイルサーバーを用いる､個々の登録ID及

ｏ〆

びパスワー腰設定にJこりｼｽﾃﾑへのﾛｸﾞｲﾝを行う､登録高齢者又は家族の意向

一によ嚇報提供範囲に制限勘動けている等の対応を行っている例も見受けられま

すので､･運用上の取扱いの参考としてください。.
●

(6)事前登録制度｡排↑回模擬訓練
０●

ず排ｲ回のおそれのある;認知症高齢者等の｢事前登録制度｣の導入や｢排桐模擬．

、訓絢の実施についても､地域における取組として有効な手段と考えられますが、
～〉今回の市区町村調査においても以下のような取組に関する報告がありましたので、

参考としてください｡

､

●

【事前登録制度】．，

､･見守り体制づくりの一環又は延長として､地域包括支援ｾﾝﾀｰやi認矢ﾛ症地
域支援推道員が中心となって､事前登録に関する地域への啓発を実施。

・認jilJ症などによる俳緬の可能性のある者の情報(氏名､住所､電話番号、生年

月日､性別､緊急時の連絡先､身体的特徴等の情報等)について､市区IIT村一

及び替察署に豊熟登録者には登録番号等を記載したカー}ず筆を配布｡登録

者が排↑回し保護された場合に､登録情報から個人を特定し､ご家族等に連紙

。事前登録者に関する基本情報や写真を､いつでも対応できるようＰＣでデータ１
.管理しており､行方不明時には､当日の情報(服装等)のみ入力することで捜索

できるようにしている｡また､膳本人の状況や写真などについては､直近の情報が

得られるよう、一年に一度更新している。

●

●

【俳掴模擬訓練】．

。毎年､実施地区を変えながら実施しており､一度実施したまま終わらないよう、

実施地区毎の地域住民が主体的に模擬訓練を行うよう､適宜啓発している。
・ﾀｸｼｰ会社､鉄道会社､パス会社など交通会社を巻き込んで実施している。

@種噸模擬訓練前に認知症サポーター養成講座を開催し､訓練の参加者に受

講してもらった上で実施してもらっている.．・

・鯛'3模擬訓練の様子を､新聞や行政ﾁｬﾝﾈﾙ等に取材してもらうことで､実
・施状況を広報し､:ﾈｯﾄﾜｰｸ参画への啓発を促している。

６０
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(7)俳掴･見守りSOSネットワーク構築事業やGPS等俳掴探知システム以外の取組

例について

今回の市区町村調査において､俳桐･見守りSOSﾈｯﾄﾜｰｸ構築事業やGPS
等俳梱探知システム以外にも､､い『<つかの取組例について報告がありました特

に､､認知症に係る行方不明者発見P保護活動には､･身元I液認における若衣,靴へ

の記名､名*L等の装着等の工夫が重要であると考えられます6地域の実情に応じ

て､こうした事業を併用することも有用と考えられますので､適宜､参考としてくださ

い。＿

【見守り剴置－ホルダー､靴用ネームシール等の配布】
・氏名､緊急連絡先導の情報を記載した｢見守りｷｰﾎﾙﾀﾞｰ｣を配布し､あら

かじめ登録された番号を地域包括支援センターに問い合わせることで迅速な対
応を行っている｡夜間でもわかりやすいよう反射材を使用し､市10丁村の健康づく

りのｷｬﾗｸﾀｰを図柄に施している。

.｢見守りグッズ(ネームプレート､ｱｲﾛﾝプリントネーム､靴用ネームシール､反

射ｼｰﾙ)｣を配布しつつ､日常の見守り方法の具体的なｱﾄﾞﾊﾞｲｽやく介護サ
鈩一ﾋﾞｽ利用の見直し点機Sを実施していろ。－

●

【メール･FAX等による配信】

・携帯電話を活用し､登録者には市からメールでⅡ『報配信を実施｡裾ｊ､症商齢

者を含む行方不明者情報のほか､気象情報､地震情報;避難情報､不審者情

報､クマ目撃情報､食中毒特報､火災客報等につき､情報配信している。

・市町村行政の危機管理室が運用する防犯･火災･災害情報配信ｼｽﾃﾑを拡・

大し､俳植捜索者情報を導入d登録者である市民や事業所(捜索盗力者)の携

帯lE話やパソコンにメール又はﾌｧｯｸｽなどで配信．…

心市区町村内ケーブルネットワーク加入者宅に殺匝された｢告知端末｣左利用し、

市区町村総務課､蕃察署､消防本部の総合の連携体制により､認知症高齢者

に限らず､行方不明者全般の捜索に対応していろ。

●

●
●

3.身元不明者の身元確認に関する取組について

．(1)身元確認を行うための体制に関すること

市区町村におかれましては､保健所､地域包括支援ｾﾝﾀｰ､瞥察との連携協

力体制の構築はもとより､身元不明者の一時保護を行う関係機関や､行政機関内

●

●

●●
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における関係部局(生活保護関係部局､精神保I竃関係部局等)との連携体制の
構築に努めてください。

また､｢身元不明の認知症高齢者等に関する特設ｻｰｲﾄの設置及び運用につ
いて｣(平成2Ｇ年８月５日厚生労１ｌｂ省老億局高齢者支援課認知症･虐待防止対
拶策推進室事務連絡)でお示したとおり､厚生労I！$省のﾎ胃ムページにおいて､地

方自治体のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞとの特設ｻｲﾄﾞを殻歴したところですので､積極的な活
用を検討してください｡その際､当該ｻｲﾄの運用については､身元不明の認夷】

症高齢者等の状況について調査した結果寸圏域内にはそのような方が把握され

・ていないことが明らかになった場合には､その旨を各地方自治体のホームページ

上で３２i関していただければ､当該ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞへのり〃についても掲載の対象
としており､また､普段からルク設定を行っていない場合にあっても､身元不明案

件が発生し､当該案件について所管行政圏域を超えた広域での取組が必要と判

断された場合腱随時ルク設定を行うことも可能とする運用としてありますので､あ

わせ↓て承知願います。．

Ｃ

●

‐このほか､馨察において､･響察に届出がなされた行方不明者に係る一定の情

報を↓都道府県替察のﾎｰﾑページ等により公表している場合があることから､俳

桐･見守りＳＯＳﾈｯﾄﾜｰｸのみならず､身元不明者の一時保護を行う関係機関

が当該情報を閲覧すれば､身元確認につながることも考えられます｡市区町村に
おかれましては､関係機関への情報周知等に留意願います。

8．

０勺 ⑪

(2)身元確認のための替察との協力に関すること

各市区町村においては､保健所、地域包括支援センター、身元不明者の一

時保護を行う関係機関、行政機関内における関係部局（生活保護関係部局、

精神保健関係部局等）との連携体制を確保するほか､身元不明者に関する身

元の判明につながると考えられる情報が得られた場合等においては、適宜、

警察にも情報提供するよう留意願います。

●

ア市区町村において､身元不明者を保護した場合､当W亥者の身元の判明に

つながると考えられる情報が得られた場合及び身元が確認された場合等に

おいて､適宜ぃ馨察にも情報提供するよう留意願います６

「

イ一定期間を経過し科>身元が判明しない場合､保護実施機関である市区

IIT村等の要請に基づき､蕃察では､地方自治体が作成した身元不明者に
係る資１６随警察署又は馨察本部に備え付けたり､他の都道府蝿悸察にも提

１Ｍ;するとされており､その備え付け先､閲覧対象､期間についても､市区町

●

●
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●

●

村等の意向に基づき実施するとしています｡よって､身元不明案件が発生し、

一定期間を経てt)身元が判明せず､特に広域での取組淑必要と判断された
場合には､地方自治体で公開するのみならず､適宜､蕃察にも鰯力を求め

るよう留意願います。＃
（公開資料の掲載事項の例）

－．身元不明者の写真

・氏名｡年齢につながる情報７
.特徴･服装等（

・発見された状況

・連絡先

・閲覧対象

。備え付け期間．

ロ●

● ●●

(3)本人の身元確認につながると考えられる情報例について

、今回の市区町村調査において､｢本人の身元砿認につながると考えられる優良

な情報｣の把握を行ったところです｡こうした情報についてはi必ずしも全ての身
元不明のケースにおいて得られるものでもなく､また､確実に身元判明につながる

.ものとは冒し剃れませんが､個々のケー界によっては､身元判明に至る場合もある

と考えられますので､市町村等の保護実施機関において､適宜､参考としてくださ

い。．

【本人の記憶｡発言等】

・氏名(自称を含む）

・生年月日(自称を含む）

・家族(両親､兄弟姉妹､子ども等)の名前

・生い立ち(○○で生まれた､兄弟が○人いる：○○学校出身､○○に住んで

いた鍋
●●

６○○方面の地理に詳しし、

。かつての自分の仕事､実家の職業）

、結婚の有無

・戦争に関する記憶．

●

【本人の趣味･嗜好】

。○○が好き

・・○○が嫌い

●

、。

●■

●

６３－
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■

０

●

【身体的特徴】

,言葉や会話に○○地方の方言が出てくる。

・背中にあざ､顔にlまぐろ､腹部に手術痕.等
Ｐ

0０

【所持品】．

．…･洋服､靴に氏名の記載。．

．診察券､(有効期間の切れた)健康保険証､ｸﾚｼﾞﾂﾄｶ罠Ｆ､領収害等

．．(使用不能の)携帯電話

・他人の名刺を所有

・内服薬の袋

●

● 【その他】．．

‘本人の筆跡､本人の描いた絵等

．･本人がよく発言する言葉､話等

(4)個人情報保護の散扱いに関すること

、身元不明者の個人情報の取扱いについては､｢個人'1ﾜ報を本人以外の者に提

/供することが明らかに本人の利益になるときは､同意が得られなくてY>自ら当該情、
報を利用又は提供を行うことができる｣といった条例規定の解釈運用により､ホー

ムﾍﾟｰｼﾞ上の情報公開による身元捜索を行っている自治体もあるので参考として
●

ください。

●

●

０．

、

■ｂ

、●

●●

－－●

●

●●
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東京都行方不明屈知症高齢者等情報共有サイト〔イメージ〉

鏑'三iB11I■I蔓
－￣ゲタ 近隣県可けの可けの可けの

･東京都の取組に賛同していただける区市町村や関係U■関等ズ

ンの【Pアルスを提供いただき､閲､Ｅ可能なパソコン培末を股罰

し､サイトへのログインパスワードを付与する。

･これまで､メール等で行われていた取組が効率化され､より迅

特に身元不明者情報は随時､最新情報に更新することができ

くことがHH侍される。

･HP視庁や近隣県にも焚同いただければ､ⅡI報をより広域に共’

･東京都の取組に賛同していただける区市町村や関係U■関等から､登録するパソコ

ンの【Pアルスを提供いただき､閲､Ｅ可能なパソコン培末を設定.さらに担当者に対

し､サイトへのログインパスワードを付与する。

･これまで､メール等で行われていた取組が効率化され､より迅速に情報共有が可能，

特に身元不明者情報は随時､最新情報に更新することができ､早NH解決に結びつ

くことがHH侍される。

･HP視庁や近隣県にも焚同いただければ､ⅡI報をより広域に共有することが可能．
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府中市身体障害者用自動車改造費助成事業実施要綱

（目的）

第１条身体障害者用自動車改造助成事業は、重度身体障害者が就労等に伴い自動車を取

得する場合、その自動車の改造に要する経費を助成することにより重度身体障害者の社会

復帰の促進を図り、その福祉の増進に資することを目的とする。

（助成対象者）

第２条本事業の対象者は、府中市に居住する１８才以上の身体障害者手帳の交付を受け

ている１級及び２級の上肢、下肢又は体幹機能障害であり前年の所得が別表の範囲であっ

て、かつ自らが所有し運転する自動車の操行装置及び駆動装置等の一部を改造する必要が

ある者。

②別表を別添のとおり設定する。

（助成額）

第３条操行装置及び駆動装置等の改造に要する経費総額のうち、133,900円を限度とし

てその実費額とする。

（実施の方法等）

第４条

（１）自動車改造費の助成は、助成を受けようとする者の申請に基づき実施するものと

する。なお、申請に当っては、改造を行う業者の見積書（改造の個所及び経費を

明らかにしたもの）を添付し、運転免許の取得に際し付された条件が確認できる

ものを提示するものとする。

（２）福祉事務所は、助成の状況を明らかにするため、自動車改造費助成簿を整備して

おくものとする．

付則

この要綱は、昭和５６年７月１日から施行する。

付則

この要綱は、昭和６３年４月１日から適用する。

付則

この要綱は、平成４年４月１日から適用する。

付則

この要綱は、平成５年４月１日から適用する。

６６



自動車改造費助成事業のご案内

[対象者］身体障害者手帳１級および２級の上肢、下肢または体幹機能障害のある方で

就労等に際して、自らが所有し運転する自動車の操向装置および駆動装置を

改造する必要がある方。ただし、本人又は扶養義務者の前年の所得による制

限があります。

[内容］１３３，９００円を限度として操向装置および駆動装置の改造に要した経費に

相当する額を助成します。

必要な書類①申請書

②見積書

③改造の箇所を明らかにした図面

④運転免許証のコピー

⑤身体障害者手帳のコピー

⑥所得証明書(特別障害者手当所得制限基準による制限あり）

⑦車検証のコピー

→これから取得する場合､車検証はないため車の種類と排気量を

申請書に記入。》
鈴 審査の結果、助成が決まりましたら決定通知書をお送りします。

決定通知が届いてから、改造をしてください。費用については業者に全額をお

支
必

払いください。

要な書類①業者の請求書(改造の箇所を明らかにしたもの）・納品書

②領収書

③請求書兼支払口座振替依頼書（市指定用紙）

④車検証のコピーー（提出済みの場合は不要）

支払い

《問合せ先》

府中市福祉保健部障害者福祉課生活係

電話Ｏ４２－３３Ｓ－４５４Ｓ

ＦＡＸＯ４２－３６８－６１２６

６７

に ヨ請



平成年月曰

自動車改造費助成申請薑

府中市長

申請者住所

方薑

フリガナ

氏名

電話

生年目曰

府中市 町丁目 番地の

印

（）

年月曰（歳）

自動車改造費助成事業運営要綱に基づき、自動車改造費の助成を受けたいので、

､次のとおり申請します。
￣

Ｎ４０４３００１

－６８－

身体障害者

手帳の内容

番号

等級

障害名

種級

運転免許証

の内容

番号

免許の種類

条件

Ｐ●０

０

’

自動車の

慨要

購入年月曰

ロ－

里 種

排気．量

年月曰

ｃｃ

改造の概要

￣

改造費用

操向装置

駆動装置

円

●●

ＵＯ

●

●可



府中市福祉タクシー事業実施要綱（案）

（目的）

第１この要綱は、電卓、パス等の通常の交通機関を利用することが困難な心

身障害者（児）が、タクシー及びミニキャプ（以下「福祉タクシー」という｡）

を利用する場合に、その運賃の一部を助成することにより利用の便を図ｂ、

もって日常生活の向上と福祉の増進に寄与することを目的とする。

（対象者）

第２この事業の対象者は、市内に住所を有し、かつ現に居住しており、次の

各号のいずれかに該当するものとする６

(1)身体障害者手帳を所持する者で、障害の程度が１級・２級のもの。
(2)身体障害者手帳を所持する者で、障害の程度が３級の下肢、体幹または内
部の機能障害を有するもの。

(3)愛の手帳を所持する者で、障害の程度が１度～３度のもの。
(4)精神障害者保健福祉手帳を所持する者で、障害の程度が１級のもの。
(5)市長が特に必要と認めるもの。
２前項の規定にかかわらず、属する世帯の構成員の全員の市民税所得割額の

合計額（１８歳以上の者にあっては、当該障害者の市民税所得割額（配偶者が

あり、かつ、その配偶者に所得がある場合は、その配偶者の市民税所得割額と

の合計額)）が２８万円を超えるときば、対象者としない。

（助成の内容）

第３対象者が福祉タクシーを利用した場合には、１回の乗車につき基本料金

相当分を助成する。ただし、基本料金を超えた場合は、交付された利用券の

範囲内で利用券を充てることとする。

（申請及び決定）

第４福祉タクシーの助成を受けようとする者は、申請書により、市長に申請

するものとする。申請を受理した市長は、審査のうえ、助成が必要と認めら

れる者については、利用者証の発行により決定通知書にかえる。

（利用券の発行）

第５市長は、利用者証の交付を受けた者（以下「利用者」という｡）に対し、

年間３１，８００円を限度とし、別表第１に定める申請月の区分に応じ、同

表Ａ券欄に定める交付額に相当する利用券（以下「Ａ券」という｡）を交付す

る。

２前項の規定にかかわらず、市長は、第２(1)に掲げるもののうち体幹及び下
肢の機能障害が１級又は２級のものに対し、年間３９，０００円を限度とし、

別表第１に定める申請月の区分に応じ、同表Ｂ券欄に定める交付額に相当す

る利用券（Ｂ券）を交付する。

３市長は、交付決定を受けた年度の７月１日現在における障害の程度により、

利用者にＡ券又はＢ券のいずれを交付するか決定するものとする。

４利用者は、第１項又は第２項の規定により交付を受けた利用券を第三者に

譲渡してはならない。

－６９



第６利用者は、福祉タクシーを利用する場合には利用者証を携帯し、利用券
をタクシー運転手に提示し、利用券で支払うものとする。ただし、利用券の
額面を超える端数については、現金で支払うことができる。
（助成金の支払い）

第７協力タクシー及びミニキヤブは、利用券に必要事項を記入のうえ、毎月
１ｏ曰までに前月分の受け取済み利用券を請求書とともに市長に提出するこ
ととし、市長はこれを受理してｓｏ曰以内に支払うものとする。
（資格の消滅）

第８利用資格は、次の各号のいずれかに該当した曰をもって消滅する。
(1)第２に該当する障害者でなくなったとき。

(2)府中市内に住所を有しなくなったとき。

(3)府中市心身障害者自動車ガソリン等費助成事業実施要綱に基づく助成（以
下「ガソリン助成」という｡）の申請をしたとき。

(4)府中市高齢者車いす福祉タクシー事業実施要綱に基づく利用者証の交付を
申請したとき。

(5)第２の２項に該当したとき。

(6)第２の２項に該当しないことが確認できないとき。
(7)その他市長が必要でないと認めたとき。

２本人が死亡したときは、その事実が発生した日の翌日から消滅する。

３市長は、前項の（５）（６）に該当することを確認した者に対して、資格消

滅通知書により通知しなければならない。

（助成の制限）

第９ガソリン助成を受けている者、及び府中市高齢者車いす福祉タクシー利

用者証の交付を受けている者については、利用者証を発行しない。ただし、

ガソリン助成を受けている者のうち、その助成を辞退する旨の申し出をした

者についてはこの限りでなく、第５（１）の規定にかかわらず、次の各号の

いずれか少ない額を限度として利用券を交付する。

(1)別表第１の申請月に応じて規定される交付額。
(2)当年度のガソリン助成について既に助成を受けた量（リットル相当分）を
別表第２に適用したとき、別表第２で対応する申請月と、同じ申請月で別表

第１に規定する交付額。

（届出の義務）

第１０利用者証の交付を受けた者は、次の各号のいずれかに該当するときは

市長に届け出なければならない。

(1)資格の消滅時由が生じたとき。
(2)住所を変更したとき。
(3)氏名を変更したとき。
（助成金の返還）

第１１市長は、利用者等が偽りその他不正な手段により助成を受けたときは、
その者から当該助成金を返還させることができる。

（事業への協力）
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第１２この事業の実施については、この事業を理解する個人、

－及びミニキヤブと事業への協力関係について「協定書の交換
する。

（様式）

第１３この要綱の施行に関し必要な様式は、別に定める。
（雑則）

第１４この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。

解する個人、法人のタクシ

協定書の交換を行うものと

別表第 １（第 ５，第９）

月
月
卿

５
６
表
別

(第 9）

ロ
川
口
川
回
川
阿
呵
ロ
川
口
河
口
同
ロ
川
ｎ
ｎ
ｐ
ｎ
ｐ
同
円
川

ワ
ー
〔
己
Ｑ
Ｊ
ｎ
Ｕ
可
上
ｏ
』
１
１
ｍ
ご
Ｑ
Ｕ
幻
４
戸
ｏ
（
０

勺
１
可
上
１
１

７１

申請月
交’

Ｐ

、

●

額（
Ⅱ

）

Ａ券 Ｂ券

７月 ３１ ， Ｓｏｏ ３９ ， ０００

８月 ２９ ， ２００ ３５ ， ８００

９)E￥ ２６ ， ６００ ３２ ， ６００

１０月 ２４ ， ＯＯＯ ２９ ， ４００

１１月 ２１ ， ４００ ２６ ， ２００

１２月 １８ ， Ｓｏｏ ２３ ， ０００

１月 １６ ， ２００ １９ ， ８００

２１＝ １３ ， ６００ １６ ， ６００

３月 １１ ， ＯＯＯ １３ ， ４００

４雁 ８ ， ４００ １０ ， ２００

５月 ５ ， Ｓｏｏ ７ ， ０００

６月 ３ ， ２００ ３ ， ８００

申請月
既助成量

(リットル相当分）

７月 ０

８月 ５０以

一
、

９月 ５０超～ １００以

一
、

１０月 １００超／、‐ １５０以

｜
、

１１月 １５０超～２００以

一
、

１２月 ２００超～２５０以

一
、

１月 ２５０超～Ｓｏｏ以一

｜
、

２月 ３００超～３５０以

一
、

３月 ３５０超～４００以

一
、

４月 ４００超～４５０以

一
、

５月 ４５０超～Ｓｏｏ以

一
、

６月 ５００超～５５０以下



付則

この要綱は、

付則

この要綱は、

付則

この要綱は、

付則

この要綱は、

付則

この要綱は、

付則

この要綱は、

付則

この要綱は、

付則

この要綱は、

付則

この要綱は、

付則

この要綱は、

付則

この要綱は、

付則

この要綱は、

付則

この要綱は、

付則

この要綱は、

付則

この要綱は、

付則

この要綱は、

昭和５７年４月１日より適用する。

昭和５９年４月１日より適用する。

昭和６１年４月１日より適用する。

昭和６２年４月１日より適用する。

平成元年４月１日より適用する。

平成２年４月１日より適用する。

平成３年４月１日より適用する。

平成３年１０月１日より適用する。

平成４年４月１日より適用する。

平成５年１０月１日より適用する。

平成８年４月１日より適用する。

平成１０年４月１日より適用する。

平成１３年４月１日より適用する。

◆

平成１４年４月１日より適用する。

(平成１９年３月３０日要綱第５１号）

平成１９年４月１日より適用する。

平成２Ｓ年７月１日より適用する。
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府中市福祉タクシー券交付申請書

年月 曰

府中市長

申請者住所

ブリガナ

氏名

連絡先（）

府中市福祉タクシー券の交付を次のとおり申請します。

なお、受給資格の認定のため、上記の者の所得状況等について、平成28年度の課税台帳等の
公簿を福祉保健部障害者福祉課長が確認することに同意します。

対象者氏名 印

※身体障害者手帳又は愛の手帳及びタクシー券貼付用の写真を提出ください。

７３

対
象
者

住所

フリガナ

氏名

障害の程度

障害名

府中市

￣ ■ ０｡$

生年月日 年月日生

身体障害者手帳…種級 愛の手帳種度

●●口

同
一
世
帯
の
者

氏名

●●

生年月日

年月日生

年 月 日生

００●｡

年月 日生

年月 日生

年月 日生

続柄 職業 備考

Ａ券
Ｂ券以外の１．２級、下肢、体幹、内部障害の３級

愛の手帳１～３度 Ａ

Ｂ券 下肢、体幹機能障害１．２級 Ｂ



莚第１号様式（第５条）

放課後子ども教室事業新規利用登録申込書・登録事項変更届

平成年月曰

府中市長

放課後子ども教室事業利用登録を受けたいので、府中市放課後子ども教室事業実施要綱第５

条第１項の規定により次のとおり申し込みます。なお、保険の加入も希望いたします。

小学校･学年生年月日･年齢

平成年月曰

氏名(ふりがな）

小学校年

※４月からの学校名･学年を記入

男
女

対
象
児
童

￣￣.■■－－■■’■■■■■■■■■■￣￣■■･■■･■■･■■’■■－－￣￣'■■■■￣￣--￣■■’■■■■'■■￣￣--￣

１

(４月１曰現在才）

学童登録障害の有無

有.無有．無

電話番号連絡先の名称氏名(ふりがな）

携帯

く
』
く

ｊ
』
１

緊
急
連
絡
先

(勤務先）

携帯

く
齋
く

ｊ
篝
１

(勤務先）

携帯

く
》
く

ｊ
嶢
』

(勤務先）

※お子様に接するうえで配慮すべきところがありましたらご記入ください。

備
考
欄

※この申込書は、「放課後子ども教室登録のご案内」をご覧のうえ、必ず保護者の方が記入してください。
※この申込書１枚で、１名登録できます。

※内容に変更があった場合は、再度、この放課後子ども教室新規事業利用登録申込書・登録事項変更届（第
１号様式）に変更内容を記入して提出してください。

※保険は「スポーツ安全保険」に加入します（子ども1人につき８００円／年度）。万一、けやきシズでけ
がをされ入院又は通院した場合は、この保険でご請求ください。

※放課後子ども教室をご利用される前に、「けやきシズの利用にあたって」に記載されている注意点をお読
みいただき、ご理解の上ご利用ください。

申込者（保護者）住所：

氏名：

スタッフ記入欄 登録番号■■■■
1年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生

登録番号

1年生 ２年生 ３年生 4年生 5年生 ６年生 その他特記事項

登録の有無

保険登録



平成２７年度東京都通学路防犯設備整備補助金交付要綱

２６青総安第４９７号

平成２７年３月３１日

（目的）

第１この要綱は、学校、地域等が行う通学路における児童の見守り活動を補完する

ため、区市町村（東京都の区域に存する特別区及び市町村をいう。以下同じ｡）が

設置する防犯カメラの整備に要する経費の一部に対し、東京都が補助金を交付する

ために必要な事項を定め、もって通学路における児童の安全確保に資することを目

的とする。

（通則）

第２この補助金の交付については、東京都補助金等交付規則（昭和３７年東京都規

則第１４１号。以下「規則」という｡）に定めるもののほか、この要綱の定めると

ころによる。

（用語の定義）

第３この要綱において、使用する用語の定義は、次に定めるところによる。

。（１）「通学路」とは、区市町村教育委員会又は公立小学校長が児童の通学時に

おける児童の安全を確保するために設定する道路をいう。

（２）「防犯カメラ」とは、専ら犯罪又は事故の防止を目的として、不特定多数

の者が往来する場所を撮影するために設置された一連の機器又は装置の総称

で、映像の表示又は記録の機能を有するものをいう。

（補助対象事業）

第４この補助金は、児童の安全を確保するため、区市町村がその所管する小学校の

通学路を撮影する防犯カメラを整備する事業のうち、次に掲げる要件の全てに該当

するもの（以下「通学路防犯設備整備事業」という｡）に対し交付する。

（１）学校、地域若しくは保護者等により児童を見守る体制があるもの、又は事

業の開始の曰までにその見込みがあるもの。

（２）防犯カメラの設置に関し、地域住民その他の関係者の合意形成がなされて

いる、又は事業の開始の曰までにその見込みがあるもの。

（３）防犯カメラの設置に関し、当該設置場所の管理者の許可若しくは承認が得

られている、又は事業の開始の曰までにその見込みがあるもの。

（４）事業の開始の曰までに、第８（４）キの事項を記載した防犯カメラの設置

及び運用に関する基準（以下「運用基準」という｡）が定められているもの。

（５）平成２８年３月３１日までに事業を完了することができるもの。
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（補助対象経費等）

第５この補助金は、平成２７年度の東京都予算の定める額の範囲内において交付す

る。

２この補助金の交付の対象となる経費及び補助率等は、別表のとおりとする。ただ

し、以下の経費については、交付の対象としない。

（１）修繕、保守及び清掃等に係る経費

（２）消耗品の交換に係る経費

（３）電力の受給その他当該防犯カメラの機能を維持するために要する経費

（４）当該経費のうち、防犯カメラの設置場所及びその本来の効果の及ぶ範囲が

近接又は重複するなど、この補助金が公正かつ有効に使用されないことが明

らかなもの

（交付申請）

第６この補助金を受けようとする区市町村は、別途定める申請期間内に、補助金交

付申請書(別記第１号様式)に必要な書類を添えて知事に提出しなければならない。

（交付決定）

第７知事は、第６の規定に基づき、区市町村から補助金交付申請書を受理したとき

は、その内容を審査し、必要に応じて現地調査等を行い、別途定める期限までに、

この補助金の交付又は不交付の決定を行う。

２知事は、１の交付決定を行ったときは交付決定通知書(別記第２号様式)、不交付

決定を行ったときには不交付決定通知書（別記第３号様式）により区市町村に通知

する。

（遵守事項）

第８区市町村は､･通学路防犯設備整備事業の実施に当たっては、次に掲げる事項の

全てを遵守しなければならない。

（１）この補助金により取得した防犯カメラについては、当該事業の完了後にお

いても、善良な管理者の注意をもって管理し、事業の目的に従ってその効率

的運用を図ること。

（２）知事から要求のあったときは、この補助金により取得した防犯カメラの現

況について報告すること｡(事業の完了した曰の属する会計年度の終了後５年

間に限る｡）

（３）当該事業に関する収入及び支出の関係を明らかにした書類を整備し、事業

の完了した曰の属する会計年度の終了後５年間保存すること。

（４）防犯カメラの運用に当たっては、区市町村で条例等に定めのある場合を除

き、次に掲げる事項の全てを実施すること。

ア明確かつ適切な方法で、防犯カメラを設置している旨を表示する。

イ映像又は音声の記録（以下「記録」という｡）について、個人情報としてプ

ライバシー保護のため、無線によるシステム構築の際、容易に他者が情報を
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傍受できないものとするなど…厳正な管理を行う。

ウ記録の保管期間は、１週間程度までとする。

エ記録の閲覧は、運用基準で定める防犯カメラ設置の目的に照らして適切と

認められる場合等に限る。

オ外部に記録を提供し、又は閲覧させるときは、法令等に基づくとき又は捜

査機関から犯罪捜査の目的で公文書による照会を受けたとき等に限る。

力記録に私有地の映像が含まれる場合は、あらかじめ当該私有地の所有者、

管理者、使用者又は占有者の承諾を受ける。

キ次に掲げる事項を書面で定め、常時開示できる状態で保管する。

（ｱ）管理責任者及びその責務

（ｲ）防犯カメラの設置場所

（ｳ）防犯カメラの設置の周知方法

（ｴ）記録の保管期間、保管方法及び廃棄方法

付）記録の閲覧が可能な者

（力）記録の閲覧方法

（ｷ）記録の外部提供の方法

（申請の取下げ）

第９区市町村は、第７の交付決定の内容又はこれに付された条件に不服があるとき

は、交付決定の通知を受けた曰から１４日以内にその旨を記載した書面を知事に提

出することにより、申請の取下げをすることができる。

２１に規定するほか､区市町村は､交付申請後に申請を取り下げようとするときは、

遅滞なくその旨を記載した書面を知事に提出しなければならない。

（承認事項）

第１０区市町村は、次のいずれかに該当するときは、あらかじめ変更等承認申請書

（別記第４号様式）に必要な書類を添えて知事に提出し、その承認を受けなければ

ならない。

（１）事業の内容を著しく変更しようとするとき。

（２）事業を中止し、又は廃止しようとするとき。

（３）この補助金の交付を受けて設置した防犯カメラを他の用途に使用し、他の

者に貸し付け若しくは譲り渡し、他の物件と交換し、又は債務の担保に供し

ようとするとき。

（報告事項）

第１１区市町村は、次のいずれかに該当するときは、速やかに知事に報告しなけれ

ばならない。

（１）知事が事業の円滑な執行を図るために必要があると認めるとき。

（２）災害その他やむを得ない事情により、区市町村において当該事業の執行が

困難となったとき又は平成２８年３月３１曰までに当該事業を完了すること
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ができなくなったと見込まれるとき。

(３）区市町村がこの補助金の交付を受けて設置した防犯カメラを廃棄しようと

するとき。

（実績報告）

第１２区市町村は、事業が完了したときは、事業を完了した曰から２０日以内に、

必要な書類等を添えて実績報告書（別記第５号様式）を知事に提出しなければなら

ない。

（補助金の額の確定及び支払）

第１３知事は､第１２の規定に基づく実績報告を受けたときは､その内容を審査し、

必要に応じて現地調査等を行い、その報告の内容がこの補助金の交付決定の内容及

びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、

確定通知書（別記第６号様式）により区市町村に通知する。

２知事は、１の規定により交付すべき補助金の額を確定した後、区市町村から請求

書（別記第７号様式）を徴した上、速やかに当該額を支払う。

（交付決定の取消し）

第１４知事は、区市町村が次のいずれかに該当する場合は、この補助金の交付決定

の全部又は一部を取り消すことができる。

（１）偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。

（２）補助金を他の用途に使用したとき。

（３）補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件その他法令又は規則に基づく

命令に違反したとき。

（４）正当な理由がないにもかかわらず、平成２８年３月３１曰までに事業を完了

することができないと見込まれるとき。

（補助金の返還）

第１５知事は、第１４の規定による補助金の交付決定を取り消した場合において、

事業の当該取消しに係る部分に関し、既に区市町村に補助金が支払われているとき

は、期限を定めてその返還を命じるものとする。

（違約加算金及び延滞金の納付）

第１６第１４の規定によりこの補助金の交付決定の全部又は－部の取消しを行い、

第１５の規定により当該補助金の返還を命じたときは、知事は、区市町村が当該補

助金を受領した曰から納付の曰までの日数に応じ、当該補助金の額（－部を納付し

た場合のその後の期間においては既納額を控除した額）につき、年１０．９５パー

セントの割合で計算した違約加算金（１００円未満の場合を除く｡）を区市町村に

納付させなければならない。

２当該補助金の返還を命じた場合において、区市町村が定められた納期曰までに当
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該補助金を納付しなかったときは、納期曰の翌曰から納付の曰までの日数に応じ、

その未納付額につき、年１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金（１００円

未満の場合を除く｡）を納付させなければならない。

（違約加算金の計算）

第１７第１６の１の規定により違約加算金の納付を命じた場合において、区市町村

の納付した金額が返還を命じた補助金の額に達するまでは、その納付金額は、まず

当該返還を命じた補助金の額に充てるものとする。

（延滞金の計算）

第１８第１６の２の規定により延滞金の納付を命じた場合において、区市町村に返

還を命じた補助金の未納付額の一部が納付されたときは、当該納付の曰の翌曰以降

の期間に係る延滞金の計算の基礎となるべき未納付額は、その納付金額を控除した

額によるものとする。

（財産処分の制限）

第１９区市町村が、この補助金の交付を受けて設置した防犯カメラを処分しようと

するときは、第１０（３）の規定にかかわらず、取得価格が５０万円以上のものに

ついて､あらかじめ防犯カメラ処分承認申請書(別記第８号様式)を知事に提出し、

その承認を受けなければならない。

２小学校の統合又は廃止等により、防犯カメラに移設又は廃止等の何らかの変更事

由が生じる場合は、区市町村は、知事にあらかじめ協議しなければならない。

３区市町村が防犯カメラを処分することにより収入があり、又はあると見込まれる

ときは、知事は、その収入の全部又は－部を納付させることができる。

（文書等の様式）

第２０申請書、通知書及び報告書等の様式は、別記のとおり定める。

附則

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。
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別表補助対象経費等

■

８０

対象経費 都補助率 都補助限度額

防犯カメラ（モニター・録画装置等

を含む｡）の整備（購入、取付等）に

係る経費

2分の１以内

ただし、１，０００円末

満の端数が生じた場

合には、これを切り捨

てるものとする。

小学校１校当たり９５

万円

ただし、防犯カメ

ラの設置場所の物理

的状況その他知事が

やむを得ない事情が

あると認めるとき

は、この限りでない。



別記様式一覧

第１号様式平成２７年度東京都通学路防犯設備整備補助金交付申請書

第２号様式平成２７年度東京都通学路防犯設備整備補助金交付決定通知書

第３号様式平成２７年度東京都通学路防犯設備整備補助金不交付決定通知書

第４号様式平成２７年度東京都通学路防犯設備整備補助金に係る事業内容の変更

等承認申請書

第５号様式平成２７年度東京都通学路防犯設備整備補助金に係る事業実績報告書

第６号様式平成２７年度東京都通学路防犯設備整備補助金に係る交付額確定通知

書

第７号様式平成２７年度東京都通学路防犯設備整備補助金請求書

第８号様式平成２７年度東京都通学路防犯設備整備補助金に係る防犯カメラ処分

承認申請書

●

－８１－
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府中市女性センター防犯カメラの設置及び管理運用に関する取扱基準（案）

（趣旨）

第１条この基準は、府中市女’性センター（以下「女性センター」という｡）における防犯

カメラの設置及び管理運用に関し、必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条この基準において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。

（１）防犯カメラ犯罪の予防を目的として不特定の者が出入りする場所を撮影するため、

女'性センターに設置する映像撮影装置で、映像表示及び映像記録の機能を有するもの

（犯罪の予防を副次的な目的としているものを含む｡）をいう。

（２）映像防犯カメラにより撮影された映像であって、当該映像から特定個人を識別する
ことができるものをいう。

（３）映像データ映像を電磁的媒体に記録した情報をいう。

（４）記録装置映像を電磁的媒体に記録する装置をいう。

（５）電磁的媒体電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によって認識することができな

い方式で記録されるための媒体をいう。

（職員の責務）

第３条職務上、映像データの内容を知り得る職員（施設の管理運営に係る業務に従事する

者を含む。以下｢職員｣という｡）は、この基準に基づき防犯カメラの適正な運用に努めな

ければならない。

２職員は、映像データの内容を第三者に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。

その職を退いた後も、同様とする。

（管理責任者の設置）

第４条防犯カメラの適正な管理運用を図るため、防犯カメラの管理責任者（以下｢管理責

任者｣という｡）を置く。

２管理責任者は、市民活動支援課男女共同参画推進係長の職にある者をもって充てる。

（管理責任者の責務）

第５条管理責任者は、この基準に基づき防犯カメラの適正な管理運用を図らなければなら

ない。

２管理責任者は、防犯カメラの管理運用に関する業務を委託する場合は、この基準に基づ

く責務を当該受託者に遵守させなければならない。

（防犯カメラの設置に関する表示）

第６条管理責任者は、女性センター内の見やすい場所に、防犯カメラが設置されている旨

を表示するものとする。

（記録装置の設置に係る措置）

第７条管理責任者は、記録装置の設置場所について、管理責任者の許可を受けた者以外の
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立入りを禁止する等の措置を講ずることにより、映像データの漏えい防止に努めなければ

ならない。

（防犯カメラの作動時間）

第８条防犯カメラの作動時間は、２４時間とする。

（映像データの保管方法）

第９条管理責任者は、映像データを記録した電磁的媒体を保管する場合は、当該電磁的媒

体を施錠のできるキャビネット等に保管し、粉失、盗難、散逸等の防止を図らなければな

らない。

２管理責任者は､次条に規定する映像データの保存期間が経過した後は速やかに当該映像

データの消去､又は当該映像データを記録した電磁的媒体の破砕等の処理を行わなければ

ならない。

（映像データの保存期間）

第１０条映像データの保存期間は、次に掲げる場合を除き、原則として７日間とする。

（１）捜査機関から犯罪捜査の目的による保存期間の延長の要請を受けた場合

（２）前号に掲げるもののほか、市長が特に必要があると認める場合

（映像データの管理等）

第１１条前２条に定めるもののほか、映像データの管理、利用、提供等に関する事項は、

府中市個人情報の保護に関する条例（平成１５年６月府中市条例第８号）に定めるところ

⑪

による。

（雑則）

第１２条この基準の定めるもののほか必要な事項は、別に定める。

付則

この基準は、平成２８年４月１曰から施行する。
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日務を所管する課

８５

新たに目録に追加する事務

NＣ 個人 青報を取り扱う事務の名称 事務を所管する課

１ 個人番号カード交付等事務 総合窓ロ課

２ 住宅用家屋証明書発行事務 資産税課

３ 農業協力委員 経済観光課

４ 農産！勿特産化事業 経済観光課

５ 中小企業事業資金融資事業 経済観光課

６ 商店会街路灯等ＬＥＤ化事業 経済観光課

７ 買物弱者支援モデル事業 経済観光課

８ 地域安全リーダー講習会 地域安全対策課

９ へい死処理手数料に関する事務 ごみ減量推進課

1０ 親子リサイクル教室 ごみ減量推進課

1１ 市民提案型協働事業補助金交付事務 市民活動支援課

1２ 府中市女'性センター防犯カメラ設置及び運用事務 市民活動支援課

1３ 指定文化財現状変更等届出受理事務 ふるさと文化財課

1４ 講座・講演会等の講師謝礼支払事務 図書館

1５ 講座・講演会等の参加者管理事務 図書館

1６ バナー広告掲出 図書館

1７ 館内撮影 図書館

1８ 学習室利用受付 図書館

1９ 介護サービス事業者等指導及び監査 地域福祉推進課

2０ 緊急通報安全システム事業 高齢者支援課

2１ 介護予防教室・介護予防講座 高齢者支援課

2２ 府中市高齢者医療ショートステイ事業 高齢者支援課

2３ 府中市高齢者自立支援ショートステイ事業 高齢者支援課

2４ 行方不明高齢者等の捜索に関する事務 高齢者支援課

2５ 身体障害者自動車改造費用助成 障害者福祉課

2６ 府中市福祉タクシー事業 障害者福祉課

2７ 府中市障害者等地域自立支援協議会に関する事務 障害者福祉課

2８ 府中市障害者計画推進協議会に関する事務 障害者福祉課

2９ 有料道路における障害者書U弓|制度 障害者福祉課

3０ 原爆被爆者援護金支給に関する事務 障害者福祉課

3１ 高次脳機能障害者支援事業に関する事務 障害者福祉課

3２ 心身障害者自転車駐車場使用料（利用料）減額（助成）に関する事務 障害者福祉課

3３ 障害者就労支援施設の管理及び運営に関する事務 障害者福祉課

3４ 府中市心身障害者（児）短期入所事業 障害者福祉課

3５ 府中市障害者生活介護事業 障害者福祉課

3６ 飼い犬の登録（鑑札の再交付）・狂犬病予防注射済票交付（再交付） 健康推進課

3７ 出生届出 健康推進課

3８ 低体重児届出 健康推進課

3９ 支給認定事務 保育支援課

4０ 府中市レクリーダー関係事務 児童青少年課

4１ 府中市青少年委員会関係事務 児童青少年課

4２ 健全育成協力店 児童青少年課

4３ 相談受付処理表 管理課

4４ 道路占用許可事務 管理課
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事務を所管する課
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4５ 自費工事承認事務 管理課

4６ 道路使用許可事務 管理課

4７ 府中市中心市街地活性化協議会関連事務 計画課

4８ Ｌｗｅふちゅう賑わい倉Ｉ出委員会関連事務 計画課

4９ 学校施設使用に関する事務 総務課

5０ 通学路防犯カメラ設置及び運用事務 総務課

5１ 学校評価事業 指導室

5２ 学校経営支援事業 指導室

5３ コミュニティ・スクール推進事業 指導室

5４ 小・中連携一貫教育推進事業 指導室

5５ 副校長等校務改善支援事業 指導室

5６ 総合的な学習振興事業 指導室

5７ 部活動指導事業 指導室

5８ 教職員研修事業 指導室

5９ 市費講師等任用事業 指導室

6０ 特別支援教育補助員等任用事務 指導室

6１ 農業委員会事務 農業委員会

NＣ イ層 人 育報を取し|扱う事務の名瀦

蛍
１ 肖Ｉ 除理由 事務を所管する課

１ 附属機関及び附属機関に類似する機関の委員名簿の集約 共通事務のため 政策課

２ 市民相談委員（専門）名簿 別事務へ統合したため 広報課

３ 固定資産課税台帳の登録価格に係る審査申出に関する事務 所管が変わったため 総務管理課

４ 固定資産の非課税、減免及び課税標準の特例に係る認定事務 別事務へ統合したため 資産税課

５ 不動産取得税の通知事務 別事務へ統合したため 資産税課

６ 土地価格等縦覧帳簿及び家屋価格等縦覧帳簿の縦覧事務 別事務へ統合したため 資産税課

７

ｌ
ｒ ７民朝市 事業廃止のため 経済観光課

８ 府中市ことぶき理髪事業及びことぶき美容事業 事業廃止のため 高齢者支援課

９ 府中市高齢者在宅サービスセンター事業 事業廃止のため 高齢者支援課

1０ 府中市住宅建築資金助成 事業廃止のため 高齢者支援課

1１ 水中介護予防教室 事業廃止のため 高齢者支援課

1２ －人暮らし高齢者等緊急通報安全システム事業 別事務へ統合したため 高齢者支援課

1３ 高齢者世帯等緊急時見守り事業 別事務へ統合したため 高齢者支援課

1４ 福祉バスきぼう号に関する事務 事業廃止のため 障害者福祉課

1５ 幼児食教室 事業廃止のため 健康推進課

1６ ひとり親家庭健康診査費助成事業 事業廃止のため 子育て支援課

1７ 幼稚園類似施設幼児の保護者に対する補助金 別事務へ統合したため 保育支援課

1８ 中高生ひろぱ事業 別事務へ統合したため 児童青少年課

1９ 公立幼稚園就園奨励費補助金 事業廃止のため 学務保健課

2０ 学校運営連絡協議会 事業廃止のため 指導室

2１ 農業委員会委員選挙人名簿登載申請 事業廃止のため 農業委員会事務局

NＣ 個人 胄報を取り扱う事務の名淵

。
’

事務を所管する課

１ 専門相談委員等事務 広報課

２ 固定資産税・都市計画税の賦課事務（土地・家屋） 資産税課

３ 固定資産税の賦課事務（償却資産） 資産税課

４ 固定資産に係る証明発行、公簿等閲覧及び縦覧帳簿の縦覧に係る事務 資産税課
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８７

５ 府中市ごみ減量・３Ｒ推進ポスターコンクール、標語コンクール ごみ減量推進課

６ 主催講座保育事業 市民活動支援課

７ 文化活動功労者表彰 文化振興課

８ はいかい高齢者探索サービス事業 高齢者支援課

９ 養護老人ホーム措置事業 高齢者支援課

1０ 保育所等の利用調整事務 保育支援課

1１ 利用者負担徴収事務 保育支援課

1２ 私立幼稚園等園児の保護者に対する補助金交付事務 保育支援課

1３ 青少年体験活動事業 児童青少年課

1４ 放課後子ども教室事業 児童青少年課
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○府中市個人情報の保護に関する条例

平成15年６月20曰

条例第８号

平成27年９月25曰条例第26号

（一部未施行）

平成27年12月２１日条例第30号

（未施行）

改正平成17年９月30日条例第18号

平成27年12月２１曰条例第28号

目次

第１章総則(第１条～第５条）

第２章個人情報の収集(第６条～第９条）

第３章個人情報の管理(第10条～第12条）

第４章個人,情報の利用及び提供(第13条～第15条）

第５章自己情報の開示請求等の権利(第16条～第28条）

第６章苦情の申出、救済手続等(第29条～第38条）

第７章府中市情報公開・個人'情報保護審議会(第39条）

第８章事業者等に対する措置(第40条～第42条）

第９章雑則(第43条～第47条）

第１０章罰則(第48条～第52条）

付則

第1章総則

（目的）

第１条この条例は、個人に関する情報の取扱いについての基本的事項を定め、府中市(以

下「市」という。）の実施機関が保有する個人情報の開示、訂正、削除等を請求する権利

を保障することにより、個人の権利利益の保護を図るとともに、市政の適正な運営に資す

ることを目的とする。

（用語の定義）

第２条この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は､それぞれ当該各号に定めると

ころによる。

（１）実施機関市長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、農業委員会、固定資産

評価審査委員会及び議会をいう。

（２）個人情報個人に関する情報(事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く｡)で、

８８
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特定の個人が識別され、又は識別され得るものであって、実施機関が保有する文書、図

画、写真、フイルム及び電磁的媒体(電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によって

認識することができない方式で記録されるための媒体をいう。以下同じ。）に記録され

るもの又は記録されたものをいう。

（３）電子計算組織一連の処理手順に従い電子計算機及びその関連機器を利用して事務

を処理する組織をいう。

（４）事業者法人(国及び地方公共団体並びに第４1条に規定する出資等法人を除く。）そ

の他の団体及び事業を営む個人をいう。

（５）特定個人情報行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律(平成25年法律第27号。以下「番号法」という。）第２条第８項に規定する特定個

人情報をいう。

（平27条例２６．－部改正）

（実施機関等の責務）

第３条実施機関は、この条例の目的を達成するため、個人情報の保護に関し必要な措置を

講じなければならない。

２実施機関は､その所属する職員(地方公務員法(昭和25年法律第261号)第３条第２項及び

第３項に定める一般職及び特別職の職員をいう。以下同じ。）に対して、個人情報の取扱

いに関する教育を行い、指導及び監督に努めなければならない。

３実施機関の職員は、その職務に関して知り得た個人情報を漏らしてはならない。その職

を退いた後も、同様とする。

（市民の責務）

第４条市民は､個人に関する情報の保護の重要性を認識するとともに、相互に個人の権利

利益を尊重し、個人に関する情報の保護に努めなければならない。

（事業者の責務）

第５条事業者は､その事業の実施に当たっては､個人に関する情報の保護の重要性を認識

するとともに、個人に関する情報の取扱いに適正を期し、個人の権利利益を侵害すること

のないよう努めなければならない。

第２章個人'情報の収集

（適正収集の原則）

第６条実施機関は、個人，情報を収集する場合は､個人情報を取り扱う事務の目的を明確に

し、当該事務の目的を達成するために必要かつ最小限の範囲内で、適法かつ公正な手段に

－８９
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よって行わなければならない。

（収集の制限）

第７条実施機関は、個人情報(特定個人』情報を除く。）を収集する場合は、本人から収集し

なければならない。

２前項の規定にかかわらず、実施機関は、次の各号のいずれかに該当する場合は、本人以

外のものから個人'情報(特定個人'情報を除く。）を収集することができる。

（１）本人の同意があるとき。

（２）法令又は条例(以下「法令等」という。）に定めがあるとき。

（３）出版、報道等により公にされているとき。

（４）個人の生命、身体又は財産を守るため、緊急かつやむを得ないと認められるとき。

（５）所在不明、精神上の障害等の事由により、本人から収集することができないとき。

（６）争訟、選考、指導等の事務で、本人から収集したのでは、その事務の目的を達成し

得ないとき、又は事務の適正な執行に支障が生じると認められるとき。

（７）他の実施機関から収集するとき。

（８）国又は他の地方公共団体から収集することが、事務の執行上やむを得ないと認めら

れるとき。

（９）前各号に掲げるもののほか、実施機関が第39条に規定する府中市情報公開・個人情

報保護審議会(第39条を除き、以下「審議会」という。）の意見を聴いて、公益上特に必

要があると認めるとき。

（平27条例２６．－部改正）

（収集の禁止）

第８条実施機関は、次に掲げる事項に係る個人情報の収集をしてはならない。ただし、法

令等の定めがあるとき､又は実施機関が審議会の意見を聴いて職務執行上特に必要である

と認めたときは、この限りでない。

（１）思想、信条又は信教に関する事項

（２）社会的差別の原因となる事実に関する事項

（３）犯罪に関する事項

（４）病歴その他の個人の心身に関する事項

（個人'情報を取り扱う事務の届出等）

第９条実施機関は､継続して行う個人'情報を取り扱う事務を新たに開始しようとするとき

は、あらかじめ次に掲げる事項を市長に届け出なければならない。

帝￣ＬＡﾜ己Ｉ
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（１）個人Ｉ情報を取り扱う事務の名称

（２）個人情報の利用の目的．

（３）個人'情報の内容

（４）個人情報の対象者

（５）個人情報の管理責任者

（６）前各号に掲げるもののほか、府中市規則で定める事項

２前項の規定による届出は､実施機関の職員又は職員であった者に係る事務については適

用しない。

３実施機関は､第１項の規定により届け出た事項を変更し、又は届出に係る事務を廃止し

たときは、速やかにその旨を市長に届け出なければならない。

４市長は、第１項又は前項の規定による届出を受理したときは、当該届出に係る事項を速

やかに審議会に報告しなければならない。

５市長は、第１項又は第３項の規定による届出に係る事項について、目録を作成し、一般

の閲覧に供しなければならない。

第３章個人'情報の管理

（適正管理の原則）

第１０条実施機関は、個人情報を管理するに当たっては、個人情報の管理責任者を定める

とともに、次に掲げる事項について必要な措置を講じなければならない。

（１）個人情報をその利用目的に照らして正確かつ最新のものとすること。

（２）個人情報の改ざん、滅失、き損その他の事故を防止すること。

（３）個人情報の漏えいを防止すること。

２実施機関は、管理する必要がなくなった個人情報については、速やかに廃棄し、又は消

去しなければならない。

（委託等に伴う措置）

第１１条実施機関は､個人情報の処理を含む業務の全部又は－部を実施機関以外のものに

委託するとき､又は指定管理者(地方自治法(昭和22年法律第67号)第244条の２第３項に規

定する指定管理者をいう。以下同じ。）に公の施設の管理を行わせるときは、当該業務を

受託するもの又は当該指定管理者に対して､個人,情報の保護について必要な措置を講じさ

せなければならない。

（平17条例１８．－部改正）

（受託者等の責務等）

■
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第１２条実施機関から前条に規定する業務を受託したもの又は市の公の施設の指定管理

者は、個人情報の改ざん、滅失、き損及び漏えいの防止その他の個人情報の適正な管理に

ついて必要な措置を講じなければならない。

２前条の規定により実施機関から委託を受けた業務(以下「受託業務」という。）に従事し

ている者若しくは従事していた者又は前項の指定管理者に係る公の施設の管理に関する

業務(以下「管理業務」という。）に従事している者若しくは従事していた者は、受託業務

若しくは管理業務に係る個人情報を漏らし､又は受託業務以外若しくは管理業務以外の目

的で持ち出し、若しくは使用してはならない。

３受託業務に関するこの条例の規定は､市の区域外にある受託者に対してもその効力を有

する。

（平17条例１８．－部改正）

第４章個人情報の利用及び提供

（適正利用の原則）

第１３条実施機関は､収集した個人情報を事務の目的に即して適正に利用しなければなら

ない。

（目的外利用及び外部提供の制限）

第１４条実施機関は､個人情報の第９条第１項の規定により届け出た事務の目的の範囲を

超えた利用(以下「目的外利用」という。）をしてはならない。

２実施機関は､番号法第19条に掲げる場合を除き、個人情報の当該実施機関以外のものへ

の提供(以下「外部提供」という。）をしてはならない。

３前２項の規定にかかわらず、実施機関は、次の各号のいずれかに該当する場合は、個人

情報(特定個人情報を除く。）の目的外利用又は外部提供(以下「目的外利用等」という。）

をすることができる。

（１）本人の同意があるとき。

（２）法令等に定めがあるとき。

（３）出版、報道等により公にされているとき。

（４）個人の生命、身体又は財産を守るため、緊急かつやむを得ないと認められるとき。

（５）市の実施機関内で利用する場合、又は国若しくは他の地方公共団体に提供する場合

で、事務に必要な限度で使用し、かつ、使用することに相当な理由があると認められる

とき。

（６）前各号に掲げるもののほか、実施機関が審議会の意見を聴いて、公益上特に必要が

９２
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あると認めるとき。

４実施機関は、前項の規定により外部提供をするときは、外部提供を受けるものに対し、

個人,情報の使用目的若しくは使用方法の制限その他の必要な制限を付し､又はその適正な

取扱いについて必要な措置を講ずることを求めなければならない。

５第１項の規定にかかわらず、実施機関は、府中市個人番号の利用に関する条例(平成２７

年12月府中市条例第28号)に定めがあるとき、又は個人の生命、身体若しくは財産を守る

ために必要である場合であって、本人の同意があり、若しくは本人の同意を得ることが困

難であると認められるときは、特定個人情報の目的外利用をすることができる。

（平27条例２６．平27条例２８．－部改正）

（電子計算組織の結合の制限）

第１５条実施機関は、次に掲げる場合を除き、個人情報を処理するため、市の電子計算組

織と国、他の地方公共団体その他市以外のもの(以下「接続先機関」という。）の電子計算

組織との通信回線による結合を行ってはならない。

（１）法令等に定めがあるとき。

（２）前号に掲げるもののほか、実施機関が審議会の意見を聴いて、職務執行上特に必要

があると認めるとき。

２実施機関は､市の電子計算組織と接続先機関の電子計算組織との通信回線による結合に

より個人情報の処理を行っている場合において､個人情報の漏えい又は不適切な利用のお

それがあると認めるときは、接続先機関に対して報告を求め、又は必要な調査を行わなけ

ればならない。

３実施機関は、前項の報告又は調査により、個人情報の漏えい又は不適切な利用があると

認めるときは、あらかじめ審議会の意見を聴いて、個人情報の保護を図るため、必要な措

置を講じなければならない。ただし、緊急かつやむを得ないと認めるときは、必要な措置

を講じた後、速やかにその内容を審議会に報告しなければならない。

第５章自己'情報の開示請求等の権利

（開示の請求）

第１６条何人も、実施機関に対し、その実施機関が保有する自己に関する個人情報(第９

条第２項の事務に係るものを除く。以下「自己,情報」という。）の開示の請求(以下「開示

請求」という。）をすることができる。

２未成年者又は成年被後見人の法定代理人(特定個人,情報にあっては、未成年者若しくは

成年被後見人の法定代理人又は本人の委任による代理人(以下「代理人」と総称する。））

９３
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｝よ、本人に代わって開示請求をすることができる。

（平27条例２６．－部改正）

（自己情報の開示）

第１７条実施機関は、開示請求があったときは、当該開示請求に係る自己情報が次の各号

のいずれかに該当する場合を除き、開示しなければならない。

（１）法令等の規定により、開示することができないとき。

（２）個人の評価、診断、判断、選考、指導、相談等に関するもので、開示することによ

り、実施機関の事務の適正な執行に支障を生ずるおそれがあるとき。

（３）調査、争訟等に関するもので、開示することにより、実施機関の事務の適正な執行

に支障を生ずるおそれがあるとき。

（４）国又は他の地方公共団体から提供されたもので、開示することにより、その情報を

提供した国又は他の地方公共団体の事務の執行に支障を生ずるおそれがあるとき。

（５）開示することにより、第三者の権利利益を侵害するおそれがあるとき。

（６）代理人による開示請求がなされた場合であって、開示することが本人の利益に反す

ると認められるとき。

（平27条例２６．－部改正）

（部分開示）

第１８条実施機関は、開示請求に係る自己情報に、前条各号の規定により開示しないこと

ができる自己情報(以下「非開示情報」という。）とそれ以外の自己情報がある場合におい

て、当該開示請求の趣旨を損なうことがないと認めるときは、非開示情報を除いて開示し

なければならない。

（自己情報の存否に関する情報）

第１９条開示請求に対し､当該開示請求に係る自己情報が存在しているか否かを答えるだ

けで､第17条第５号又は第６号の規定に該当する非開示情報を開示することとなるときは、

実施機関は、当該自己情報の存否を明らかにしないで、当該開示請求を拒否することがで

きる。

（訂正の請求）

第２０条何人も、実施機関が保有する自己情報に誤りがあると認めるときは、当該実施機

関に対して､当該自己J情報の訂正の請求(以下｢訂正請求」という。）をすることができる。

２第16条第２項の規定は、訂正請求について準用する。

（削除の請求）
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第２１条何人も、実施機関が第７条第２項若しくは第８条ただし書の規定によらないで、

又は番号法第20条の規定に違反して自己情報を収集したと認めるときは､当該実施機関に

対して、当該自己情報の削除の請求(以下「削除請求」という。）をすることができる。

２第16条第２項の規定は、削除請求について準用する。

（平27条例２６．－部改正）

（中止の請求）

第２２条何人も、実施機関が第14条第３項若しくは第５項の規定によらないで、若しくは

番号法第19条の規定に違反して自己』情報の目的外利用等をしていると認めるとき､又はす

るおそれがあると認めるときは、当該実施機関に対して、当該自己情報の目的外利用等の

中止の請求(以下「中止請求」という。）をすることができる。

２第16条第２項の規定は、中止請求について準用する。

（平27条例２６．－部改正）

（請求手続）

第２３条開示請求、訂正請求、削除請求又は中止請求をしようとする者(以下「請求者」

という。）は、実施機関に対して、自己が請求に係る自己』情報の本人(代理人による請求に

あっては、当該代理人)であることを明らかにするために必要な書類を提出し、又は提示

して、次に掲げる事項を記載した請求書を提出するものとする。

（１）請求者の氏名及び住所

（２）請求に係る自己情報の内容

（３）訂正、削除又は中止の内容

（４）前３号に掲げるもののほか、府中市規則又は実施機関(市長を除く。）の規貝１１その他

の規程(以下「市規則等」という。）で定める事項

（平27条例２６．－部改正）

（請求による一時停止）

第２４条実施機関は、訂正請求、削除請求又は中止請求があったときは、次条の決定をす

るまでの間、当該自己情報の利用又は提供を一時停止しなければならない。ただし、一時

停止によって実施機関の正当な職務執行に著しい支障を生じる場合は、この限りでない。

２実施機関は、前項ただし書の規定により一時停止をしなかったときは、その事実を速や

かに審議会に報告しなければならない。

（請求に対する決定等）

第２５条実施機関は、第23条に規定する請求があったときは、請求のあった曰の翌曰から
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起算して、開示請求の場合にあっては１０日以内に、訂正請求、削除請求又は中止請求の場

合にあっては30曰以内に、当該請求に対する決定(第19条の規定により拒否することとす

る決定及び当該請求に係る自己情報を実施機関が保有していない場合の決定を含む｡以下

「開示決定等」という。）をしなければならない。

２実施機関は、開示決定等をしたときは、請求者に対し、その決定の内容を記載した書面

により通知しなければならない。

３実施機関は、やむを得ない理由により、第１項に規定する期間内に開示決定等をするこ

とができないときは、同項の規定にかかわらず、請求のあった曰の翌曰から起算して６０

日を限度としてその期間を延長することができる。この場合において、実施機関は、速や

かに延長の期間及び理由を書面により請求者に通知しなければならない。

４実施機関は、開示決定等のうち請求を認めない決定(第18条の規定により自己』情報の一

部を開示しないこととする決定､第19条の規定により拒否することとする決定及び当該請

求に係る自己情報を実施機関が保有していない場合の決定を含む。）をしたときは、第２

項の書面にその理由を付記しなければならない。この場合において、開示しないことと決

定した自己情報の開示しない理由がなくなる時期をあらかじめ明示できるときは､その時

期を明らかにしなければならない。

（第三者保護に関する手続）

第２６条開示請求に係る自己情報に第三者に関する情報が含まれているときは､実施機関

は、開示請求に対する決定に先立ち、当該情報に係る第三者に対し、開示請求がなされた

事実その他市規則等で定める事項を通知して､意見書を提出する機会を与えることができ

る。

２実施機関は､前項の規定により意見書の提出の機会を与えられた第三者が当該自己情報

の開示に反対の意思表示をした意見書を提出した場合において､開示請求を認める決定を

するときは､開示請求に対する決定の曰と開示する曰との間に少なくとも１４曰間を置かな

ければならない。この場合において、実施機関は、開示請求に対する決定の後直ちに当該

意見書(第30条及び第３1条において「反対意見書」という。）を提出した第三者に対し、開

示請求に対する決定をした旨及びその理由並びに開示をする曰を書面により通知しなけ

ればならない。

（開示等の実施）

第２７条実施機関は､第25条の規定により第23条に規定する請求を認める決定をしたとき

は、速やかに当該自己情報について開示、訂正、削除又は目的外利用等の中止をしなけれ
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ばならない。

２自己情報の開示は､実施機関が第25条第２項に規定する書面で指定する日時及び場所に

おいて行う。この場合において、請求者は、実施機関に対して、自己がその開示請求に係

る自己情報の本人(代理人による請求にあっては､当該代理人)であることを明らかにする

ために必要な書類を提出し、又は提示しなければならない。

３自己’情報の開示は、文書、図画又は写真については閲覧又は写しの交付により、フイル

ムについては視聴又は写しの交付(マイクロフイルムに限る。）により、電磁的媒体につい

ては視聴、閲覧、写しの交付等(ビデオテープ及び録音テープにあっては視聴に限る。）

でその種別、情報化の進展状況等を勘案して市規則等で定める方法により行う。

４実施機関は、前項の視聴又は閲覧の方法による自己情報の開示にあっては、その自己情

報が記録されたものの保存に支障を生ずるおそれがあると認めるときその他合理的な理

由があるときは、その自己情報が記録されたものの写しによりこれを行うことができる。

５自己情報の訂正、削除又は目的外利用等の中止をした場合には、実施機関は、その旨を

請求者及び当該個人'情報の外部提供を受けているものに対し、通知しなければならない。

（平27条例２６．－部改正）

（手数料等）

第２８条前条の規定による個人情報の開示、訂正、削除又は目的外利用等の中止に係る手

数料は、無料とする。

２前条第３項の規定により自己情報の写しの交付を受ける者は､府中市規則で定めるとこ

ろにより、当該写しの作成に要する費用を負担しなければならない。

第６章苦』情の申出、救済手続等

（苦情の申出）

第２９条何人も、実施機関に対し、自己情報の取扱いについて、苦情を申し出ることがで

きる。

２実施機関は、前項の規定による申出があったときは､迅速かつ適切に対応しなければな

らない。

（不服申立て）

第３０条開示決定等について、行政不服審査法(昭和37年法律第160号)の規定に基づく不

服申立てがあったときは、実施機関は、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、速や

かに府中市個人情報保護審査会に諮問をし、その答申を尊重して、当該不服申立てについ

ての決定をするものとする。

９７
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（１）不服申立てが不適法であり、却下するとき。

（２）開示決定等(第23条に規定する請求の全部を認める決定を除く。）を取り消し、又は

変更し、当該不服申立ての同条に規定する請求の全部を認めるとき(当該不服申立てに

係る開示請求に対する決定について第三者から反対意見書が提出されているときを除

く。）。

（諮問をした旨の通知）

第３１条前条の規定により諮問をした実施機関(以下「諮問実施機関」という。）は、次に

掲げるものに対し、諮問をした旨の通知をしなければならない。

（１）不服申立人及び参加人

（２）請求者(請求者が不服申立人又は参加人である場合を除く。）

（３）当該不服申立てに係る開示請求に対する決定について反対意見書を提出した第三者

（当該第三者が不服申立人又は参加人である場合を除く。）

（第三者からの不服申立てを棄却する場合等における手続）

第３２条第26条第２項の規定は､次の各号のいずれかに該当する決定をする場合について

準用する。

（１）開示請求に対する決定に係る第三者からの不服申立てを却下し、又は棄却する決定

（２）不服申立てに係る開示請求に対する決定を変更し、当該開示請求に対する決定に係

る自己'情報を開示する旨の決定(第三者である参加人が当該自己Ｉ情報の開示に反対の意

思表示をしている場合に限る。）

（府中市個人'情報保護審査会）

第３３条第30条の諮問に応じて審議するため、府中市個人情報保護審査会(以下「審査会」

という。）を置く。

２審査会は、市長が任命する委員５人以内をもって組織する。

３委員の任期は２年とし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、再任を

妨げない。

４委員は､職務上知り得た秘密を漏らしてはならない｡その職を退いた後も､同様とする。

５審査会は､第１項に規定する審議を通じて必要があると認めるときは､個人情報保護に

関する事項について、実施機関に意見を述べることができる。

６委員は、在任中、政党その他の政治的団体の役員となり、又は積極的に政治運動をして

はならない。

（部会）
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第３４条審査会は、その指名する委員３人以上をもって構成する部会に、不服申立てに係

る事件について審議させることができる。

（審査会の調査権限）

第３５条審査会(前条の規定により部会に審議させる場合にあっては部会。以下同じ。）

は、必要があると認めるときは、諮問実施機関に対し、不服申立てのあった開示決定等に

係る自己情報の提示を求めることができる｡この場合においては､何人も､審査会に対し、

その提示された自己'情報の開示を求めることができない。

２諮問実施機関は、審査会から前項の規定による求めがあったときは、これを拒んではな

らない。

３審査会は、必要があると認めるときは、諮問実施機関に対し、不服申立てのあった開示

決定等に係る自己情報の内容を審査会の指定する方法により分類し､又は整理した資料を

作成し、審査会に提出するよう求めることができる。

４第1項及び前項に定めるもののほか、審査会は、不服申立てに係る事件に関し、不服申

立人、参加人又は諮問実施機関(以下「不服申立人等」という。）に意見書又は資料の提出

を求めること､適当と認める者にその知っている事実を陳述させることその他必要な調査

をすることができる。

（意見の陳述等）

第３６条審査会は、不服申立人等から申出があったときは、当該不服申立人等に、口頭で

意見を述べる機会を与え、又は意見書若しくは資料の提出を認めることができる。

２審査会は、前項の規定により不服申立人等から意見書又は資料が提出された場合は、不

服申立人等(当該意見書又は資料を提出したものを除く｡)にその旨を通知するよう努める

ものとする。

（提出資料の閲覧等）

第３７条不服申立人及び参加人は､諮問実施機関に対し第３5条第３項及び第４項並びに前

条第１項の規定により審査会に提出された意見書又は資料の閲覧又は複写を求めること

ができる。この場合において、諮問実施機関は、第三者の利益を害するおそれがあると認

めるときその他正当な理由があるときでなければ､その閲覧又は複写を拒むことができな

い。

２諮問実施機関は、前項の規定による閲覧又は複写について、その日時及び場所を指定す

ることができる。

（審議の非公開）
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第３８条審査会の行う審議は、公開しない。

第７章府中市`情報公開・個人,情報保護審議会

（府中市情報公開・個人情報保護審議会）

第３９条府中市情報公開条例(平成12年９月府中市条例第27号)第34条に規定する府中市

情報公開・個人情報保護審議会(以下この条において「審議会」という。）は、第７条第２

項第９号、第８条ただし書、第９条第４項、第14条第３項第６号、第15条第１項第２号及

び第３項並びに第２4条第２項に定めるもののほか、実施機関の諮問に応じ、次に掲げる事

項を審議することができる。

（１）個人‘情報の保護に関する重要な事項

（２）前号に掲げるもののほか、市長が審議会に諮ることが適当と認める事項

２前項に定めるもののほか、審議会は、個人情報の保護について、実施機関に意見を述べ

ることができる。

第８章事業者等に対する措置

（事業者への調査、指導等）

第４０条市長は､事業者が個人に関する'盾報を不適正に取り扱っている疑いがあると認め

るときは､当該事業者に対して、関係資料の提出、質問その他の調査について協力を求め

ることができる。

２市長は､事業者が個人に関する情報を不適正に取り扱っていると認めるときは、当該事

業者に対して当該行為の是正又は中止を指導し、又は勧告することができる。

（出資等法人の個人に関する情報の保護）

第４１条市が出資その他財政支出等を行う法人であって、実施機関が定めるものは、この

条例に基づく市の施策に留意しつつ､個人に関する情報の適切な取扱いを確保するため必

要な措置を講ずるよう努めなければならない。

（個人に関する,情報の保護の普及促進）

第４２条市長は、市民及び事業者において個人に関する情報の保護が図られるよう、意識

啓発その他必要な施策の普及促進に努めなければならない。

第９章雑則

（運用状況の公表）

第４３条市長は、毎年１回以上各実施機関の個人情報保護制度の運用状況を取りまとめ、

公表しなければならない。

（市長の助言等）
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第４４条市長は、市長以外の実施機関に対して、個人情報の保護について報告を求め、又

は助言することができる。

（他の法令等との調整）

第４５条他の法令等により個人』情報の開示、訂正、削除又は目的外利用等の中止に関する

手続が定められている場合においては、当該他の法令等の定めるところによる。ただし、

開示請求については、府中市情報公開条例の規定は、適用しない。

（国等への要請）

第４６条市長は、個人に関する,情報の保護を図るため必要があると認めるときは、国、他

の地方公共団体等に対して､個人に関する情報の保護に関し適切な措置を講ずるよう要請

するものとする。

（委任）

第４７条この条例の施行に関し必要な事項は、市規則等で定める。

第１０章罰則

（罰則）

第４８条実施機関の職員若しくは職員であった者､受託業務に従事している者若しくは従

事していた者又は管理業務に従事している者若しくは従事していた者が､正当な理由がな

いのに、個人の秘密に属する事項が記録された個人情報を含む情報の集合物であって、一

定の事務の目的を達成するために特定の個人情報について電子計算機を用いて検索する

ことができるように体系的に構成したもの(その全部又は－部を複製し、又は加工したも

のを含む。）を提供したときは、２年以下の懲役又は'00万円以下の罰金に処する。

（平17条例18,.-部改正）

第４９条前条に規定する者が、その業務に関して知り得た個人情報(官報、公報、白書、

新聞、雑誌、書籍その他不特定多数の者に販売することを目的として発行されるもの及び

府中市規則で定める市の施設において歴史的若しくは文化的な資料又は学術研究用の資

料として特別の管理がされているものを除く。）を自己若しくは第三者の不正な利益を図

る目的で提供し、又は盗用したときは、１年以下の懲役又は50万円以下の罰金に処する。

第５０条実施機関の職員がその職権を濫用して､専らその職務の用以外の用に供する目的

で個人の秘密に属する事項が記録された文書、図画、写真、フイルム又は電磁的媒体に記

録されたものを収集したときは、１年以下の懲役又は50万円以下の罰金に処する。

第５１条前３条の規定は、市の区域外においてこれらの条の罪を犯した者にも適用する。

第５２条偽りその他不正の手段により、開示の決定に基づく個人』情報の開示を受けた者は、
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５万円以下の過料に処する。
_マノ

付Hll

（施行期曰）

lこの条例は、平成15年８月１曰(以下「施行曰」という。）から施行する。

（経過措置）

２この条例の施行の際、現に実施機関が個人情報の収集、管理又は利用をしている事務の

届出については、第９条第１項の規定中「継続して行う個人情報を取り扱う事務を新たに

開始しようとするときは、あらかじめ次に掲げる事項を」とあるのは、「現に継続して行

っている個人情報を取り扱う事務について、次に掲げる事項を」と読み替えて、同項の規

定を適用する。

３この条例の施行の際、現に実施機関が行っている個人』情報の収集、管理、利用等につい

ては、この条例の相当規定により行ったものとみなす。

（府中市電子計算機処理に係る個人情報の保護に関する条例の廃止）

４府中市電子計算機処理に係る個人情報の保護に関する条例(平成元年６月府中市条例第

１６号)は、廃止する。

（府中市電子計算機処理に係る個人情報の保護に関する条例の廃止に伴う経過措置）

５施行曰前に､府中市電子計算機処理に係る個人情報の保護に関する条例第17条第２項の

規定により府中市個人』情報保護審査会の委員に委嘱されていた者は、施行曰以後は、この

条例第33条第２項の規定により府中市個人情報保護審査会の委員に任命された者とみな

す。

（府中市情報公開条例の一部改正）

６府中市情報公開条例の一部を次のように改正する。

第34条第１項中「府中市情報公開審議会」を「府中市情報公開・個人情報保護審議会」

に改め、同条第２項中「５人以内」を「10人以内」に改め、同条第３項を次のように改め

る。

３委員の任期は２年とし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、再任

を妨げない。

付則(平成17年９月30日条例第18号）

この条例は、公布の曰から施行する。

付則(平成27年９月25日条例第26号）

この条例中第１条の規定は平成27年10月５日から､第２条の規定は行政手続における特定
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の個人を識別するための番号の利用等に関する法律(平成25年法律第27号)附則第１条第５

号に掲げる規定の施行の曰から施行する。

付則(平成27年12月２１曰条例第28号抄）

（施行期日）

この条例は、平成28年１月１曰から施行する。１
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○府中市個人情報の保護に関する条例施行規則

平成15年７月29曰

規則第22号

改正平成17年３月３１曰規貝11第17号平成18年３月３１日規貝Ⅱ第20号

平成23年４月28日規則第21号平成25年４月30曰規則第36号

平成27年10月７日規則第65号

（趣旨）

第１条この規則は､府中市個人'情報の保護に関する条例(平成15年６月府中市条例第８号。

以下「条例」という。）の施行について必要な事項を定めるものとする。

（用語の定義）

第２条この規則における用語の意義は、条例の例による。

（個人’情報を取り扱う事務の届出）

第３条条例第９条第１項の規定による継続して行う個人情報を取り扱う事務の届出は､個

人情報取扱事務届出書(第１号様式)により行うものとする。

（個人'情報を取り扱う事務に係る届出事項）

第４条条例第９条第１項第６号に規定する規則で定める事項は､次に掲げるとおりとする。

（１）個人情報を取り扱う事務を行う組織の名称

（２）個人'情報を取り扱う事務の根拠

（３）個人｣情報を取り扱う事務を開始する年月日

（４）個人情報の処理の方法

（５）‘個人情報の記録媒体

（６）収集禁止事項を収集する根拠

（７）個人情報の主な収集先

（８）本人以外から収集する根拠

（９）事務の委託の有無

（10）条例第９条第１項の規定により届け出た事務の目的の範囲を超えた個人情報の利

用(以下「目的外利用」という。）又は市の実施機関以外のものへの個人情報の提供(以

下「外部提供」という。）の有無

（11）個人,情報の目的外利用又は外部提供をする根拠

（12）個人情報の外部提供の提供先

（13）個人情報を記録する主な文書、図画、写真、フィルム及び電磁的媒体(以下「文書
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等」という。）の名称

（個人情報を取り扱う事務の変更又は廃止の届出）

第５条条例第９条第３項の規定による個人'情報を取り扱う事務の変更又は廃止の届出は、

個人情報取扱事務(変更・廃止)届出書(第２号様式)により行うものとする。

（目録の作成及び閲覧）

第６条条例第９条第５項に規定する目録は､個人情報取扱事務届出書及び個人情報取扱事

務(変更・廃止)届出書に基づき作成することとする。

２前項の目録は、府中市役所において一般の閲覧に供するものとする。

（目的外利用又は外部提供の届出）

第７条条例第14条第３項の規定により目的外利用又は外部提供をしようとする実施機関

は、あらかじめ個人情報取扱事務(変更・廃止)届出書を市長に提出しなければならない。

（外部提供の条件）

第８条条例第14条第３項の規定により外部提供をしようとする実施機関は､外部提供を受

けるものに対し、次に掲げる事項を遵守するよう求めなければならない。ただし、事務の

性質又は目的により該当のない事項については、この限りでない。

（１）外部提供を受けることにより知り得た秘密の保持

（２）申請目的以外の利用の禁止

（３）承認を受けたもの以外への提供の禁止

（４）複写又は複製の禁止

（５）利用期間終了後の返還又は廃棄

（６）事故発生時における報告

（７）その他個人Ｉ情報の保護に関し実施機関が必要と認める事項

（開示請求等の手続）

第９条条例第23条第４号に規定する府中市規則で定める事項は､次に掲げるとおりとする。

（１）請求年月曰

（２）請求者の連絡先

（３）条例第16条第１項の規定による自己情報の開示の請求(以下「開示請求」という。）

にあっては、開示の方法

（４）条例第16条第２項(条例第20条第２項､第21条第２項及び第22条第２項において準用

する場合を含む。）の規定により未成年者又は成年被後見人の法定代理人又は本人の委

任による代理人(以下「代理人」と総称する。）が請求をする場合にあっては、当該請求
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に係る自己｣情報の本人の氏名、住所、連絡先及び代理人により請求する理由

（５）条例第20条第１項の規定による自己'情報の訂正の請求(以下「訂正請求」という。）

にあっては、訂正を求める理由

（６）条例第21条第１項の規定による自己情報の削除の請求(以下「削除請求」という。）

にあっては、削除を求める理由

（７）条例第22条第１項の規定による自己情報の目的外利用及び外部提供の中止の請求

（以下「中止請求」という。）にあっては、中止を求める理由

（８）特定個人情報に係る請求にあっては､当該請求に係る自己'情報の本人の個人番号(行

政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律(平成25年法律

第27号。以下「番号法」という。）第２条第５項に規定する個人番号をいう。）

２条例第23条に規定する請求書の提出は、自己情報(開示・訂正・削除・中止)請求書(第

３号様式)により行うものとする。

（平27規則６５．－部改正）

（開示請求等の請求者の確認）

第１０条条例第23条及び第２7条第２項に規定する本人又はその代理人であることを明ら

かにするために必要な書類は、次に掲げるとおりとする。

（１）官公署の発行した写真のはり付けてある身分証明書、免許証その他本人又は代理人

本人であることを証明できる書面

（２）実施機関が、本人確認のため請求者に対し照会した文書

（３）前２号によりがたい場合は、客観的に本人又は代理人本人であることを証明できる

書面

２前項の書類のほか、代理人は、代理関係を確認するための戸籍謄本その他代理人の資格

を証明する書面を提出しなければならない。

３前２項の書類のほか、特定個人情報に係る請求をする者は、通知カード(番号法第７条

第１項に規定する通知カードをいう。）、個人番号カード(番号法第２条第７項に規定する

個人番号カードをいう。）その他の当該請求に係る自己,情報の本人の個人番号が記載され

た書類を提示しなければならないα

（平27規則６５．－部改正）

（未成年者の確認書の提出）

第１１条実施機関は、未成年者の代理人による開示請求がなされた場合であって、当該未

成年者が満15歳に達しているときは､開示することが条例第17条第６号の規定に該当する
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かどうかの判断に当たり、当該未成年者に開示についての確認書(第４号様式)の提出を求

めることができる。

２前項の確認書の提出を求めたにもかかわらず､提出がない場合は、条例第17条第６号に

該当するものとみなす。

（平27規則６５．－部改正）

（開示決定等の通知）

第１２条条例第25条第２項の規定による開示決定等の通知は、自己情報(開示・訂正・削

除・中止)請求決定通知書(第５号様式)により行うものとする。

２条例第25条第３項の規定による開示決定等の延長の通知は、自己｝情報(開示・訂正・削

除・中止)請求決定期間延長通知書(第６号様式)により行うものとする。

（意見書を提出できる第三者への通知等）

第１３条条例第26条第１項に規定する府中市規則で定める事項は､次に掲げるとおりとす

る。

（１）開示請求に係る自己情報に含まれる第三者に関する情報の内容

（２）開示決定に先立ち意見害を提出することができる旨

（３）意見書の提出期限

（４）意見書に記載すべき事項

（５）意見書の提出先

２条例第26条第１項の規定による意見書を提出する機会を与えるための通知は､開示請求

に関する意見照会書(第７号様式)により行うものとする。

３条例第26条第１項に規定する意見書の提出は､開示決定に係る意見書(第８号様式)によ

り行うものとする。

４条例第26条第２項に規定する開示請求を認める決定をした旨及びその理由並びに開示

をする曰に係る第三者に対する通知は､開示決定に係る第三者通知書(第９号様式)により

行うものとする。

（平27規則６５．－部改正）

（開示の実施方法）

第１４条条例第27条第２項の規定による自己｝情報の開示に当たっては､実施機関の職員が

立ち会うものとする。

２実施機関及び自己情報の開示を受けようとする者は､条例第25条第１項の規定による開

示の決定を受け、第12条の自己情報(開示・訂正・削除・中止)請求決定通知書により通知
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された開示の日時又は場所を変更しようとするときは､開示の曰の前日までに連絡するも

のとする。

３実施機関は､条例第27条第３項の規定により視聴又は閲覧の方法により自己情報の開示

を受け、又は受けようとする者が、当該視聴又は閲覧に係る個人情報が記録されている物

を汚損し、若しくは破損し、又は当該個人情報を損傷するおそれがあると認めるときは、

当該視聴又は閲覧の中止を命ずることができる。

４自己'情報の開示を行う場合において、文書等の写しを交付するときの交付部数は、開示

請求に係る自己情報１件名につき１部とする。

（電磁的媒体に記録された自己』情報の開示方法）

第１５条条例第27条第３項の規定による電磁的媒体(ビデオテープ及び録音テープを除く。

以下この条において同じ。）に記録された自己情報の開示は、電磁的媒体に記録された当

該自己１情報に係る部分を印刷物として出力したものの閲覧又は交付により行うものとす

る。

２前項の規定にかかわらず､電磁的媒体に記録された当該自己情報に係る部分をディスプ

レイに出力したものの視聴が容易であるときは､電磁的媒体に記録された当該自己J情報の

視聴により開示を行うことができる。

（自己情報の訂正等の通知）

第１６条条例第27条第５項の規定による自己情報の訂正､削除又は目的外利用等の中止に

係る通知は、請求者に対しては自己１情報(訂正・削除・中止)通知書(本人用）（第10号様式）

により、目的外利用をしているもの又は外部提供を受けているものに対しては自己’情報

（訂正・削除・中止)通知書(利用者用）（第11号様式)により行うものとする。

（写しの作成費用等）

第１７条条例第28条第２項の規定による自己I情報の写しの作成に要する費用の額は､別表

に定めるとおりとする。

２前項の自己情報の写しの送付を希望する者は､送付に要する費用として当該自己'情報の

写しの送付に要する郵便料金の額を負担するものとする。

３条例第28条第２項及び前項の費用は､自己情報の写しの交付を受けるときまでに納付し

なければならない。

（審査会に対する諮問の通知）

第１８条条例第31条の規定による諮問のための通知は、審査会諮問通知書(第12号様式）

により行うものとする。
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（意見書の閲覧等）

第１９条条例第37条第１項の規定により府中市個人情報審査会(以下「審査会」という。）

に提出された意見書又は資料の閲覧又は複写を請求しようとする者は、審査会提出資料

（閲覧・複写)請求書(第13号様式)を市長に提出しなければならない。

２審査会に対し、諮問を行った実施機関は、前項の審査会提出資料(閲覧・複写)請求書が

提出されたときは、速やかに当該閲覧又は複写の諾否を決定し、審査会提出資料(閲覧・

複写)請求決定通知書(第14号様式)により当該請求者に通知するものとする。

（事業者に対する勧告）

第２０条条例第40条第２項の規定により勧告する場合は、当該事業者に対し、当該勧告の

理由その他必要な事項を記載した書面を交付しなければならない。

（出資等法人）

第２１条条例第41条に規定する市が出資その他財政支出等を行う法人であって､実施機関

が定めるものは、次に掲げるとおりとする。

（１）府中市土地開発公社

（２）公益財団法人府中市勤労者福祉振興公社

（３）公益財団法人府中文化振興財団

（４）社会福祉法人府中市社会福祉協議会

（５）公益社団法人府中市シルバー人材センター

（平18規貝'１２０．平23規則２１．－部改正）

（個人に関する情報の適切な取扱いを確保するための措置）

第２２条条例第41条に規定する個人に関する情報の適切な取扱いを確保するための必要

な措置は、次に掲げるとおりとする。

（１）開示請求、訂正請求、削除請求及び中止請求(以下「開示請求等」という。）を含め、

条例及びこの規則の内容に準じた内部管理規程を設けること。

（２）個人に関する情報の保護の重要性を職員に認識させるための教育を行い、指導及び

監督に努めること。

（３）電子計算組織により個人情報を処理するに当たり、十分な安全対策を講ずること。

（運用状況の公表）

第２３条条例第43条の規定による運用状況の公表は､次に掲げる事項を市広報に掲載する

ことにより行うものとする。

（１）個人'情報の取扱事務の届出状況

1０９



府中市個人Ｉ情報の保護に関する条例施行規則

（２）目的外利用及び外部提供の状況

（３）開示請求等の状況

（４）審議会への諮問の状況

（５）不服申立ての状況

（６）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項

（適用除外とされる個人１情報を管理する市の施設）

第２４条条例第49条の府中市規則で定める市の施設は、次に掲げるとおりとする。

（１）府中市立中央図書館

（２）府中市郷土の森博物館

（３）府中市美術館

（４）府中市立ふるさと府中歴史館

（５）その他これらに類する施設

（平23規則２１．－部改正、平25規則３６．旧第25条繰上）

（雑則）

第２５条この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める｡～

（平25規則３６．旧第26条繰上）

付則

（施行期日）

lこの規則は、平成15年８月１日から施行する。

（府中市電子計算機処理に係る個人J情報の保護に関する条例施行規則の廃止）

２府中市電子計算機処理に係る個人情報の保護に関する条例施行規則(平成元年６月府中

市規則第27号)は、廃止する。

（府中市』情報公開審議会規則の一部改正）

３府中市情報公開審議会規貝１１(平成13年３月府中市規則第13号)の一部を次のように改正

する。

題名を次のように改める。

府中市情報公開・個人'情報保護審議会規則

第１条中「府中市｣情報公開審議会」を「府中市'情報公開・個人'情報保護審議会」に改め

る。

第２条を次のように改める。

(審議会の構成）

－１１０
．－－－

戸一一一一訂



府中市個人情報の保護に関する条例施行規則

第２条審議会は､次の各号に掲げる者のうちから、市長が任命する委員をもって組織す

るものとする。

（１）公募による市民３人以内

（２）民間の団体の構成員３人以内

（３）学識経験を有する者４人以内

付則(平成17年３月３１曰規則第17号）

この規則は、平成17年４月ｌ曰から施行する。

付則(平成18年３月３１日規則第20号）

この規則は、平成18年４月１日から施行する。

付則(平成23年４月28日規則第21号）

この規則は、公布の曰から施行し、この規貝Ｉによる改正後の第21条及び第２5条の規定は、

平成23年４月１曰から適用する。

付則(平成25年４月30曰規則第36号）

この規則は、公布の曰から施行する。

付則(平成27年10月７曰規則第65号）

この規則は、公布の曰から施行する。

別表(第17条）

自己情報の写しの作成に要する費用の額

備考両面印刷の用紙を用いるときは、片面を１枚として算定する。

１１１｜’

種類 写しの作成の方法 金額

文書、図画、写真 乾式複写機による写し(単色

刷り）

乾式複写機による写し(多色

刷り）

1枚につき10円

1枚につき100円

フイルム 印刷物として出力したもの

の写し

1枚につき１０円

電磁的記録 印刷物として出力したもの

の写し

1枚につき１０円



府中市個人Ｉ情報の保護に関する条例施行規則

鮒l>ﾂｰ様式(炎)(鮒3条）

ｲ1瓦)｝｜」

Ii1il人情報取扱21『務)illⅢ１１ド

ＷＩ１ｒｌｉ長

郷 謀反

府'１１『１７(|｝i1人'liI柵の僻ｌｋにllMする条例獅条第１頃のMiL定により、次c/)とおりﾙilけijl喪十・

１１２
￣＝-￣－－－－－~￣￣

１１１:務のdri称

ソ
ー 巍務の｢I的

３：`l駅務の根拠

ｌ事務を|Ⅱ|蛤する

ｲﾄﾞﾉｌＬ１
ｲド」I｜］

li〕 '１:務の対象胄問･と

なる||`!i1人のiiiiiilⅡ’

６
個
人
怯
報
の
内
容

(1)jiL水'1|い'}:｣:!〔

□ＩＷｉ□（iﾐ所□,l1lH>jll

□ｆＭｚｊⅡＩロイ1三齢□ｆ(j;,ｉｉｌｉ番サ・メールアドレス

□灸融機ｌｌＭの｢11轆蒜ﾄナ□Wjl人番芳□その他||M人を識B|ける蒜号

(2)家族状況蝉

□家族状況□親族関係・''１ｉＵｌ１ＭＶ)ｲ｢無

(3)社会(lZ7iIi

□学校〃】・'判ｌｉｌｉ□職業・職朧□１脇附評ＩＩｌ１ｉ

□溢格・処罰□１１ｲ藤・収入□（}ﾐ)ijlU)状況

□公'11<｣状1ﾘ」□その他

(4)収雄紫Ili｣II1lil

□１t11岨・Ｉ篇条・信敬ロドj二食'1'9雄ｊｊｌｌ(/)１%(|Ａｌとなる〕'１ﾘミ

ロ犯ＪＩＡに'3ｌけるr１１:｣『〔□リi所Ｉ瀧その他心身に|Mける)}I:咽

７lilil人Ｉｉ１『;lillの処ｊＷ)ﾉﾌﾞ法

□Ｉ１１ｉ:lillシステム嫌□・l1Iii報システム嫌以外

ＨⅡ`Iil人Ｉｉ１ｆｌｌＩｌの記録媒体

□文,Ⅱ： □図１１(ｌｉロゼj:11〔

□フィルム□サーバ機器律□パソコン機器等

□１W''１１k記録媒体（ ）

□その他（ ）



府中市個人情報の保護に関する条例施行規則

鋪l浄様式(喪）

１１３

９収鰻嬢jl括り}:項を収蝿する根拠

□法令等(法令等の紹称

□群瀧口公意見

ｌＯＩｌｌ人W淵』のｊ;な収雄先

□本人

□本人以外

巴
他c/)実施機関□国・地方公』し、体

民ＩＨＩルlilYf人

その他（

１１イミ人以外から収雄する根拠

ロノ|更人の同意□法ｲﾁ蝉※□Ｉｌｒｌ版、報道鋒

□繁忽□ＤＭ三不IﾘＩ等□をilFI訟等

□他の災施機|卿□蝋・地ﾉﾉ公共団体□稀(雛会意児

※法令等の紹称（ ）

１２事務のⅡ委託のｲ！｢無

ロイ｢り □無し

１３１]1119外利H1の有無

ロイ『り□ 1Ⅱ［
げり、､、 し

|,Ｉｒｌ的外利川をする根拠

□本人の|i了l意□法令鰈※

□醗急ロリミ施機関内

□審繊会懲兇

□出版、報道等

※法令蝉のfi称（

１５外部提供の打撫

ロイ１－り □ ｲⅢ１
Ｊ､、、 し

'６外榔提供をするＭ１拠

□本人の１両|意□法令等※□ｌⅡ版、報逝等

□緊急□他の実施機関、｜型、地方公共団体

□審縦会懲兇

※法令等(ﾉ)*,称（）

１７外部提供の提供先

□国｡・地方公共団体 □｜|}賛|;11(ｲﾐ等□公共的団体

□１１１;ＩｉＷ・私人

ｌ８Ｉｉｋｌ人(11r報を記録する主な文禅等の:燗称



府中市個人情報の保護に関する条例施行規則

iW723-様式(輔5条）

年)１１－１

ll1ljl人'１，ｉｆ報取扱§|i:務(愛虹・廃I上))ｉＭＩ二ilド

WIIrl｢長

部Ｈ１ｌｌ長

府'ｌ１ｉｌｉｌ'il人情綴の保護にｌｌＭする条例鋪9条第３｣Y〔の規定によ(（)、次のとおりⅢ{iけ111主す。

１１４－

ｌｎｉ 区分 □変更 □廃|上

□「'''19外利111．外1ｷ|l提供の|)M始

２１１Ｍ人l11iiliMを

１lxり扱 つ

1i:筋の｣jr,称

３通史、１１的外

利111・外部

ＩＭＭ)内蒋

変更前 変更後

'１礎１２、廃｣'二

Ｍ０外利>Ⅱ

、

●

外部提供の

|:ﾙ|始の理'二|］

;１ 変史、廃｣'二、

１１的外利川 ａ

外＃１１提供の

|)Ｍ蛤ｲ１２ﾉﾘ日

ｲl皇月１１

６１Wｉ湾



府中市個人'情報の保護に関する条例施行規則

鋪3州:式(表)(鰯9条）

年ｌｌｌｌ

|;l□|洲〔('ﾙ|示・訂正・iJi1l除・［''''二)請求71ド

(実施機関名）

（1了所

求行氏名

地誌

Ｗ胸il7IMjl人精細の保雄にIMjける条例鰯23条鰯1噸の規定によし)、次U〕とおり請求します。

１１５－

Ｉ請求内容の(変分
□側麓□ｉ<111聴□写しの交付

□訂正□i1illl験□’三'''1ｳ外利１１１・外部提供の'|｣''二

，̄ 誌求

内存

！.－
０￣ 係る'１１己I11iWlの

３打1１
￣

■

◆、 削除及びｌ－Ｉ的外

利)|ル外ilflj提Ｉ此の｢'１｣｣二

を求めるjilll1l1

'Ｉｉｆｉｌ７>|<に係

る｜］己Ｉ
･１二

１１

の本人

の氏 名檸

※坐1該本人

の代f111人に

よる請求の

場合に記了liit

:＃

所

連絡先

代理人に

よりii1i求

するlJ11ll1

□）ｲﾐ成〈ｈＩｉｆ(15歳未満）□未成イト11f(15歳以一ｔ）

□ル)ﾋｲ'三被後見人

□その他（）

５仙|人番号の有熈
□Ｉ１ｌｉｌ人:稀号を含む（）

□Ilil人番号を
ヱミー

iﾕＩ 主ない

６備轌

※ lill 求者の本人(iilli jリ
Ⅱ'心

□juiil(Ｍ許□パスポート□１１画1人濡勝カード

□その他（）

※代fMl人確;沼
□戸j;１１W勝本 ロ住民県□議記pll:項証|ﾘ'二諜

□黍Ｉr；状□その他（ ）

※訂''三lＭＬ □&ＩＭＩ□提示



府中市個人｣情報の保護に関する条例施行規則

筋3サィ鑛式(蕊）

｜□'２|]のあるｌＭには、該1Mする口内にし'三'１を記入してください。

２請求に係る|;]己Ｉｉｌｒ報の|人1群IMIには、諦求をしようとする１１]己情報が特定できるよう具

体的に記入してください。

３請求を行う際には、ifi1i求に係る'１己･陪細の本人であることを鳶lける諜類を提示又は提

出してください。

’｜訂正の請求をする場合は、訂~l}ﾐすべき自己情報の内容が襖っていることを証する齊類

を提示又は提(1)してください。

５代理人が請求71-るMjlr合は、代及１１椎をｲ丁することを証するTIf蝋を添付してください。

６※MIIには、何もriu人しないでください。

■

1１６
－c----￣￣－－－－－－－｡



府中市個人情報の保護に関する条例施行規則

第４衿･様式(第11条）

粥

年１１

｢,１

′;ｊ゛

Ⅲ

様

(実施機1MJ名）

回

年）］「|付けであなたの代理人である様から、別糺脳己情

柵ｌＭ不請求鮮の写しのとおり請求のあったあなたの自己情搬のljM不について、次の『|＃|>i<

についての確認）響」によりあなた'１１身の意ﾉﾑ｣Lを確認いたしますゴ

ごIfl身で「|司懲しま-ｳｰ。ｊ、「lir耐激しません。」のいずれかを○で|〃'んで、ＩＬＭＭＬぴ氏

潴をご記入の上、 年)１Ⅲ1までに返送してください。

なお、Ｉ)M示に|司意された場合であっても、WlliljIlM人l11i報の保誰に関す‐ろ条例第17条の

規定により非|）判示となる場合があります６

開示についての確認響

風の代ｆ１Ｉ１人が}私に代わって別紙自己ｌｉｌｉ報開示請求稗の写しのとおり請求

した私のlL1LL精報について|腓j《することに

’同意します。２１ｉ２ｉｌ意しません。

（「同意します。」’１，葱しません垢Ｊのいずれかを。で,11,んでください。）

イ'且ノ］Ⅱ

(に１７

氏妬，

(氏名は、必ずご|き'身で記入してください」

－１１７－
．－－－－－－



府中市個人I情報の保護に関する条例施行規則

第５ｹﾅ様式(第12条）

第ﾄﾅ

ｨ|ミ）｝｜］

様

(実施機６Mｲi'i）

画

１４１己|洲』(|Ⅲ|ﾉ'〈・ｉｉ｢I1Z・ililI除・[|｣｣上)諦求決定皿知11ド

イ1ヨ１１１]付けで諸求のあった|l]且ＩｉＩ７糊(|)'1示・訂l［・i1iﾘ|漆・ｌｌ１ｌｆ)誌求に

ついて１ft、）ｸ<のとおり決定しましたので、ｌＩ１:ｌＩ１ｉｉＷｉｌ人II1i報の(11噸に|)Uする条例鏑25条輔2噸

のＩＩＬ定によりお知らせします。

’二の決定にイミ服がある陽介には、この決定があったことを知った||の判｣から起坤して

６０１=|以|ﾉ､1に、‘だ施機ＩＭＩに対してｌ１ｉＬ雛111立てをすることができます(なお、この決定があっ

たことを知った|]の翌|]からjM11〔して601=|以１人]であっても、このiMjfのＭ)翌11から超１１＃（

してl(Ｉｚを経過するとliiL雛'１１立てをすることができなくなり主十・）｡

２二の決定については、この決定があったことを知った｢1の翌１Ｍ､らｌＭｉＩして6筋)]以'六｝

に、｜(:j:''1Tl｢を|ﾘkfL化して(剛i烏訟において府１１１市を代表する肴はＷｌ１『'7災となります。）、処

分(ﾉ)llX消しの訴えを提Ｉ哩することができます(なお、この決定･があったことを知った'1の

翌'１からiuJして6iiM以|人lであっても、この決定のｌ－ｌの翌'１から起騨してlｲ１２を経Mhする

と処分のllIilljしの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、ｌのｌｌｌＬ雛１１ﾊrてを

した場合には、当該jILi雛lllfXてに対する決定があったことを知った||の判｢1からI起算して

６筒)]以|ﾉﾘに、処分のllXii1jしの訴えを提起することができます。

１１ｓ
-－－－－－－－

｜請求|人}容の侭分
□ｌｌＬｌ１ｉｊＺ□視Ｉ徳□写しの交付

□訂Tｉｉ□i1ilⅡ漆□’三||'|<j外利川・外部提供のＩｌ１ｌ上

５
〆

Ｃ
●
・
●
■
■
■
◆
己

０
－
Ｉ

Ｍ
１

⑪
』 ;に係るlf1□

ｉＭの１人1存

３沢定｜ﾉ１祥

□ガルkを認める決定

□諸求の一・部を認める決定

□iiIi求を認めない決定

□iii1i)kを'1(否する決定

□１１核|`1己Ｉｉ１了報を保ｲ｢していない旨の決定

,ＩＩｉＡ定したＨｌ１ＩＩ１

及びその＃'1分

５１)'１ '］《のＩ］Ⅱ｣「

及び場『ﾘ『

６１%|示できる

]多定の期’二Ｉ

７担、１１部
二

ｑ

Ｉ１鵬

８術衿



府中市個人’情報の保護に関する条例施行規則

鋪6号様式(輔12条）

鮒

年Ⅱ

ｌごｌ

ﾉﾝ゛

１１

嫌

(実施機関余）

画

|÷|己Ｉｉ１ｉ報(ｌｊｌ１示・訂I1Z・rill除・Lllll二)請求決定期間延長jln知諜

年）］｜]付けでｉＩ１ｉ求のあった|;1己情liM(ＭＦ]《・訂｣Iミ・ilill除・ilJllz);ili求につ

いては、次の剛１１|]によりその決定機関を延長しますので、府【'１『'711M人'117報の保謎に関する

条例輔25条第３｣r〔の規定によりお知らせします。

１１９
￣￣￣￣－－

ｌ「ii1i求内容の鷹分 □Mil[麓□視聴□写しの交付

□制
￣ｉｌ： □削l縦

□「l1Mj外利)||・外部提供の'1]''２

２請求に係る'41己

`Ｉ１ｌｉ１ＩｉＭの｜ﾉﾘ秤

３延長のｆ１ｌ１ｌｈ

'１決定す‐る期限

ドイ

５１１１ｙｌｉ＃|； ,；
111Ｎ

６Ｉｉｉ；勝



府中市個人情報の保護に関する条例施行規則

iii7B・様式(鰯13条）

第

年川

’二１

７Ｊ－

１１

様

(実施機牒陥）

画

|ﾙl示請求にIMIする意兇照会71ド

Wl1il7I1lil人Ｉｉｌｉ報の保謎に|lしける条例第'(う条の規定により、次のとおり

に関するｌ１ｌｉ繩が含まれた''１１i'人ＩｉＩｉ鞭について')M示請求があり主した。

′,x件,)M示諮>,<に係る,Ⅱ,>Ｍ)決述についてご怠りLがあれば、ｌ(（}lliilTl1il人ｌ１ｌｆ報のI1ki護にＭＩ－

ろ条仏1第26条鏑l岨の規定により、｜ﾙl示iiiIi求に対する決定に先立ち近!'iLを述べることができ

夫十ので、別紙「|ﾙ|不決定嫌に係る意岾'『」により、イ'ニノ’ＩＪＩまでに回稗して

ください。

／

－１２０－
－－－－－

ｌｌｊＭ永誌求に係る論>に背

の'１)己li1il1ljが記録され

た丈諜弊の名称
リ
＆■

にUUする'１１１｢報の|ﾉ､1容
r

ｑ｝「|)W示決定等に係る
_ｌＤｆｇ

Ｉ￣Ｉ
ＤＬ＝｡ 児１１ド」の｛

･11

ﾉピ ｌＩｌ先

'１ｌｕ当部
；

1１ 'し

５Ｉｌｌｉ弩



府中市個人情報の保護に関する条例施行規則

鏑s-lf)･様式(鮪13条）

|)M示決定に係る意見蒋

(|ミ）１１１

(実施機関名）

（1三所

k者氏名

ドljh話

１Ｆハ｜]付け館丹･で照会のあI)主した''１:について、次のとおり|iT1簿

し主十。

法人その他の団体にあっては、その絡称、yly勝iﾘ｢又は〕伽:葉脈の所ｲＭしび代表者の氏名を

|ﾐ行の柵に記入してください。

'

１２１

１１%|不請求に係る請求荷

の自己|力雛が記録

された文啓弊の‘iZi称

２Ⅱ胤示を認める決定に対

する反対意思の有無

□｜)M示を認める決定に反対します。

□｜淵示をi認める決定に反対しません。

３怠見(i)刊示を認める

決定に反対するＪｌｌＭｌ）

４術椿



府中市個人情報の保護に関する条例施行規則

鰍)>ﾅ様式(鋪13条）

第

〈iii）］

にＵ

ﾉﾝ゛

ＩｆＩ

様

(災施機関ギ,）

画

|洲1示決定に係る第三ffjm知井

イ|茎川｜]付けのあなたにllLlするIilfliMが含まれたＩＩ１ｌｊｌ人l11制のWll氷諦求につ

いては、次のとおり決定しましたので、府''１市Illil人|ﾂﾞｧﾎﾞﾋﾞの保継に関する条例第26条lWii2項の

MiL腿によりお知らせします`：

ｌこり)決定にイミ１１MがあるtMr合には､この決定があったことを知ったＨの判｣からｊＭ１ｉして６

011以内に、実施機ｌｌ１ｊに対して踏砿''１立てをすることができます(なお、この決定があった

ことを知った'1の翌ｌＭ､ら1剛i〔して6()｢|以内であっても、この決定の|]の翌'1から旭猟し

てlｲliを経jiilＩするとY1L舷||｣立てをすることができなくな')まず。）。

２二の決定については、この決定があったことをjillった１１の判'二|から起算して6笛ﾉｰl以|ﾉﾘ

に、）１１:｢|jrlTを''11〔告として(訴訟において１１１:'１'巾を代表する行は府１１]TITjIi:となります。）、処

分の取iiIiしり)訴えを|雌起71-ることができます(なお、この決定があったことを)i１１つたlJの

翌'二Iから超t;i[して6筒ｊ１以|人1であっても、この決定の|｣の翌|]から超in〔してlｲ1三を緑週する

と処分の１Ｍiしの訴えを提起することができなくなります。）〃ただし、ｌのll1iL雛'１１立てを

した場合には、当該ll1iLi磯''二'立てに対する決定があったことを知った|]の翌|]から超猟して

６筒ｊｌ以|ﾉミ1に、処分の取棚jしのiﾘﾄﾞえを提起することができます。

１２２
－￣ﾆｰｰｰｰ

’１%}示請求に係る請求

行の〔]ｕｌｉ１ｉ報が記録

された文灘等のイ1称
リ １%|不諦求を認ｙ）る

決定をしたＨｌ１Ｉｌ１

３１)Ｍ示弓)‐る年）］卜Ｉ 111 J１１１

'１机当部課

５１１lｉｉ袴



府中市個人｣情報の保護に関する条例施行規則

箱l()ﾄｼ･様式(輔16条）

鮒

年)］

B・

｢Ｉ

嫌

(実施機ＩＭＩ糸）

画

111己ｉｉｌｒ鰍(訂.71二・i1l11除・ｌ１１ｌｋ)jMnjiMf(本人)'1）

〈'三）］’1付けの自己1,1i報(訂正・iliIl除・'''''二)請求決定

ｉＭｌｉﾙﾄﾞにてお知らせしたとおり、あなたの、己１１１７繩について次のとおり（訂１１２．i1i1l隙・'''''二）

をﾉﾐ施しましたので、府中il｢||`Iil人'1'7報の保識に関する条例第27条第５項のM1定によりおjiI1ら

せします，｡

１２３

111:Ｉ 求１人I秤の区分 □訂ＴＩミ

ロi1ill除

□F1的外判りI］・外ifMiL供の【|]Ｉ上

２１il1i求（二係る｜］己

'１１７報の｜ﾉﾘ瀞

３ｉｆ|~TIi、ｉｌｉ１ｌ除、’三|的

外利艸１.外併ＭＭキ

の’１］’'二の｜ﾉﾘ群

４訂止、iIilll縦、｜÷|的外

利１１１.タMlj提供の

１１』 ‐為
-Ｇ-心-●￣ した年月｜’

－１

ｌＩ

５１１１当舟lliMl（

陸
匂一の

▲
●
●
■
■
■
⑪

仰
脈
Ｍ
１



府中市個人I情報の保護に関する条例施行規則

筋１１号様式(鰯16条）

第

年)]

1＝Ｉ

ノノ．

Ⅱ

様

(実施機MrI）

画

'21己`Ii11i報(訂]｢了・i1illl漆・Ｉｌ１Ｉｋ)j1n知誓(利)[|薪)Ⅱ）

Ｍ９外利１１]蝉をしているIlilil人'Ｉ１Ｉｉｌｉｌｌについて、次のとおり（訂jli・ilill除・[ｌ１ｊＩ蔦)をしました

ので、府ｌｌｊ市''１'i1人Ｉｉｌｉ繩の保謎に関する条例第27条第５項の規定によりおjillらせします。

１２４－

ｌ請求｜ﾉﾐ｝存 Cﾉ） 区分 □訂''二

□ｉＩｉ１ｌ除

□１１的外利１１|・外部提供の'Ｌｌ１ｌｌ１

２請求に係る'二|己情報(/)内雰

３訂jl2、i1iIl除、’'''1ＭＭ|川１．

外部提供の'１」’'二 |ﾉﾘ窓

．'｜訂'|ﾐ、i1iIl除、｜］的外利用.

外部提供の''１j'二をした年月１１
《'三 ノリ’二’

り ｲ1１，｣１郷 裸

６伽考



府中市個人情報の保護に関する条例施行規則

節ｌ２け様式(鮒18条）

第

年川

１１

ﾉﾉｰ

｢Ｉ

様

(実施機関名）

画

審査会議|lllj皿]111ド

１１ユノ］１１付けで提出されましたｲⅢ１１１立てにつきましては、府｢|]市I|/’１人

(iI71iMの保誰に関する条例伽1条の規定により府'Ｉ１Ｔｌｉｌ１ｌｊｌ人'1『報保謎瀞在会に諮I1Uし主したの

でお知らせします。

１２５－

ｌイ<服１１≦'１ｔ:てに係るliIil人

Ii1州汕)1人１群及び決定

２イミIlM11l立ての内存

３iiI>}ＩＨＩした年ｊ］｜］ ｨ1ミ ノ｝｜］

'’１１１、1イ部
_●

弓

1１!'（

５術觜



府中市個人情報の保護に関する条例施行規則

鯖lI1lfijr様式(iii；19条）

艀汽会tlMIiIff料(閲魔・；襖写)請求iIド

年 ）１１１

(実施機関名）

（Ｍ「

求粁氏名

ｆＭ１ｉ

Wll市llM人111『報の()}し漣に|)Lける条例節37条第欧の規定により、次のとおりW11Tl71111jl人111『

細保維{線i；会に提出された意兄,'ﾄﾞ又はHf料の(閲'魔・複写)を諦求します。

法人その他のＩＪＩ体Iこあってば、その粘称、二!'手務Wrxは事業)〕Tの所ｒＭしび代友

>に什欄に記入し、（ilIij号IIlMlにl11当荷そ(/)他連絡可能な方法を記ilikしてください。

辮務Wrxは事業所の所ｒＭしび代炎行の氏名を

１２６

ｌ１ｉｉｌｉ求する愈兇ＴＩ\又は

登料の(!Ｈ'i又は'ﾉﾘ存

２１;Ll1覚・樫9lj2の|天分 □｜典|魔

□襖写

□ＭＬＩＩ乾した後に必喫なものだけ纏写

３Ｉｌｌｉ骨



府中市個人I情報の保護に関する条例施行規則

鋪l川|け様式(鯛１９条）

錆

年)Ｉ

１１

ﾉﾝ゛

Ⅲ

様

(実施機関名）

画
jiif代会ＩｉｌＭ１盗料(llLI随・複写)iii1i求決定皿川i蝶

｛'二ノリ１１付けで誌求のありました聯侮会柵Ⅱ盗料(|'&iIijZ・複４１〆)誠求につ

き主しては、次のとおり決定しましたのでお知らせします。

｜この決定に不服がある場合には､この決定があったことをillった11の翌'二|から)|鋤(して６

０１]以１大Ｉに、実施機|M1に対して異議'11立てをすることができます(なお、この決定があった

ことを知った|](ﾉ)翌'三|から超猟して6()|｣以|ﾉﾘでおっても、この決定の|÷|の翌171から起境し

て1(|皇を絲過すると!i'１雛'1:'立てをすることができなくなります-。）。

２このiMfについては、この決定があったことを知った11の翌日から起算して6筒ｊ]以|ﾉﾘ

に、Ｗ'二lil｢を被告として(訴松においてWl1TlTを代炎する行は１１J:ＩＩＪTIT長となります。）、処

分の取iIi1iしの訴えを冊iL超することができます(なお、この決定があったことを知った|｣の

翌１１から起塊して61Mi)1以|人1であっても、この決定の１１の翌|｣から起猟してlｲ|ﾐを経過す-る

と処分の取消しの訴えを提起することができなくな')表す。）。ただし、ｌの典鹸１１１立てを

した場合には、当該ljliL縦''1立てに対司1-る決定があったことを知った｢l(/)翌｢Iから起算して

６iiM以内に、処分の取消しの訴えを提起することができます。

１２７－

ｌ決〉１ 分 ロノｌｋ
ﾆｭ
ｬＴＣ

ｒ７●

1１

１０．

(iＴ □
－０．

＝.、ノ．

IJO１１ﾉ傲諾□１１Ｍ
●

、

２稀査会に提ＩｌＩされ

た意見識又は盗料

のI'|量ヤ,又は'ﾉ1容

〕llLl随・複ツアの一郷

又は全部

-1-る剛ltl

'1１
■￣

、

`Ｉ１ｌｔｌｌ鐘又は:腹が

のＨ時及び場所

聯Ｊ１
腸

１Ｆ）］’１

'1ヤ分

５１１１こＬ１ｉＩｆｌｊ
益

｡ご

'１ ｌｌＬ

樽

の
▲
Ｃ
Ｇ
Ｏ
ロ
グ

■
、
几
●
■
Ｑ
ｌ

Ｉ
Ｉ

Ｉ６



府中市個人情報の保護に関する条例施行規則

第１号様式(表）（第３条）

（平27規則６５.全改）

第１号様式(裏）

（平27規則６５．全改）

第２号様式(第５条）

第３号様式(表）（第９条）

（平27規則６５.全改）

第３号様式(裏）

（平27規則６５.全改）

第４号様式(第11条）

（平27規則６５.全改）

第５号様式(第12条）

（平27規則６５.全改）

第６号様式(第12条）

第７号様式(第13条）

第８号様式(第13条）

第９号様式(第13条）

（平17規則１７．－部改正）

第１０号様式(第16条）

第11号様式(第16条）

第１２号様式(第18条）

第１３号様式(第19条）

第１４号様式(第19条）

（平17規則１７．－部改正）

１２ｓ



府中市情報公開・個人情報保護審議会規則

○府中市情報公開・個人情報保護審議会規則

平成13年３月28日

規則第13号

改正平成15年７月29曰規則第22号

（題名改正）

（趣旨）

第１条この規則は、府中市情報公開条例(平成12年９月府中市条例第27号。以下「条例」

という。）第34条第４項の規定により、府中市情報公開・個人情報保護審議会(以下「審議

会」という。）の組織及び運営について必要な事項を定めるものとする。

（平15規則２２．－部改正）

（審議会の構成）

第２条審議会は､次の各号に掲げる者のうちから、市長が任命する委員をもって組織する

ものとする。

（１）公募による市民３人以内

（２）民間の団体の構成員３人以内

（３）学識経験を有する者４人以内

（平15規則２２．全改）

（会長）

第３条審議会に会長を置き、委員の互選によりこれを定める。

２会長は、審議会を代表し、会務を総理する。

３会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは､委員のうちからあらかじめ会長が指

名する者がその職務を代理する。

（招集及び運営）

第４条審議会は、会長が招集する。

２審議会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。

３審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところに

よる。

（雑則）

第５条この規則に定めるもののほか、審議会の運営について必要な事項は、会長が審議会

に諮って定める。

付則

１２９－



府中市情報公開・個人１情報保護審議会規則

この規則は、平成13年４月１日から施行する。

付則(平成15年７月29日規則第22号抄）

(施行期日）

この規則は、平成15年８月１日から施行する。１

１３０


